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 1 

第 1章 

序論 

 

1-1 研究の背景 1-世界の植物園 

 
1-1-1 世界の植物の現状と保全の課題 

 

地球の持続可能性を確保することは，人類の生存にとって最優先の課題である 1)。

誰一人取り残すことなく，地球規模課題に統合的に取り組むための世界的な目標であ

る持続可能な開発のための国際目標（以後，SDGs とする）（注 1－1）や 2050 年生物

多様性ビジョン「自然と共生する世界」（注 1－2）の達成には，安定した社会資本と

それに支えられた人的資本の確保が必要であり，それらはすべて自然資本を土台とし

て成立している 1)。 

植物は自然資本の重要な要素であり，地球上の生命の維持に不可欠であるほか，ほ

とんどの陸上生態系の基盤を形成し，気候調節や食料安全保障など，人間の幸福を支

える生態系サービスを提供している 2)。具体的に植物からもたらされる生態系サービ

スには，食料，医薬品，繊維，建築材料，水質浄化，気候緩和，景観，エネルギーお

よび酸素などがある 3)。また，行事や祭事において植物の利用がみられ 4)，庭の植栽と

して鑑賞されてきた 5)ように，植物は私たちの文化的，精神的な発展に影響を与え，

世界中の言語，地名，宗教，民間伝承と深い関係があるとされる 2)。 

また，世界には 40 万種以上の維管束植物種があるとされるが，土地利用の変化，都

市開発，侵入種などによる人為的な要因や気候変動などにより，植物が絶滅の危機に

瀕している状況がある 6)。2025（令和 7）年（注 1－3）の国際自然保護連合

（International Union for Conservation of Nature and Natural Resources）（以後，

IUCN とする）による絶滅の恐れのある野生生物種（絶滅危惧種）のリスト（以後，

レッドリストとする）には，76,864 種が掲載されており，これは世界で知られている
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植物種の約 18％に相当するとされ（注 1－4），その多様性の保全にむけた取組が重要

かつ緊急の課題となっている。 

 

 

1−1−2  世界の植物園の概要 

 

絶滅が危惧される植物があるなか，それらを保全していくには，植物の生息域内保

全，生息域外保全を組み合わせた統合的植物保全 7)（注 1－5）が効果的とされている。

また，絶滅の大きな要因となっている人為的な要因を防止し，地球の持続性可能性の

ための行動変容などを促す教育 8)も保全と同様に重要であるとされている。こういっ

たなか，植物を中心とした生物多様性の保全や教育について，重要な役割を担う施設

9)として植物園関連施設の必要性が高まっている状況がある。 

植物園関連施設には植物園，樹木園のほか展示庭園や自然保護施設など多様な施設，

機関および組織などがあるとされる（注 1－6）が，本論文では植物園関連施設を以後，

植物園と表記する。 

現在，世界には 3,500以上の植物園があるとされ 9)，植物園ネットワークの生体植物

コレクション（Living Collection）には，世界の植物種の約 30％が保管されていると

される 10)。生体植物コレクション（Living Collection）は生きた植物のコレクション

やリビングコレクションとも表記されるが，本論文では以後，生体植物コレクション

と表記する。 

植物園は設立された場所と時期によって，その歴史は大きく異なり 9)，21 世紀に新

設された園から世界遺産に指定されている園（注 1－7）まで多様な園がある。また，

地域の状況や社会的，経済的，環境的な影響を受けながら 11)，多くの役割を果たし，

絶えず新しい状況に適応してきた 12)ことから，多様な目的や役割を持ち，進化を続け

る施設 11) 13)とされる。さらに，規模についても，わずかな予算で少数の職員が管理す

る小規模施設から 500 人以上の職員がある大規模な施設まで多様であり，その範囲と

種類は膨大であるとされる 14)。 
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一方，現在，世界の植物園全体で年間 5 億人の訪問者を迎えている 10)ことから，植

物園は市民科学を実践し，植物を中心とした生物多様性保全の活動を促進するために

必要な教育や教育情報を幅広く社会に提供することができるとされる 10)。また，植物

園は都市の住民にとって，貴重な緑の空間であり，レクリエーションの場や地域経済

に貢献する観光 15)の場としての役割も担っている。 

 

 

1−1−3   世界の植物園の前史・略史と現代の役割 

 

本項では，世界の植物園の前史・略史を概観（表 1－1）し，植物園の役割の変化や

現在求められている役割を確認する。 

世界の植物園の前史として，紀元前 28 世紀ごろの中国では，薬草の薬効を試験し，

病気を治す薬を発見した「神農薬園」があったとされる神話伝承がある 16)。また，さ

まざまな植物の壁画が描かれている神殿遺跡が残されているように，紀元前 15 世紀ご

ろのエジプトでは多くの植物が栽培されていたとされる 17)。さらに，紀元前３世紀ご

ろの古代ギリシャの学校には附属庭園があり 13)，「植物学の祖」と呼ばれるテオプラス

トスが，植物観察の記録を植物誌として残している 18)。また，紀元 1 世紀の古代ロー

マでは，医師であり本草学者であるディオスコリデスが「薬物誌（De Materia 

Medica）」を残している 19)，  

また，9 世紀になると，スイスのザンクト・ガレン修道院に 830 年から薬草園の計

画図面が残されているように，中世のヨーロッパ各地の修道院には薬草園が作られ，

巡礼者との植物交換などにより植物が集められた 5)とされる。 

15世紀にはスペインのコロンブスがアメリカ大陸を発見（1492年）し，ポルトガル

のバスコ・ダ・ガマがインドへの交易路を開く（1498 年）と，ヨーロッパに持ち帰ら

れた植物の種類が増加した。すると，薬効の研究や分類が必要となり，16 世紀にはイ

タリアのピサ（1543-1544 年）やパドヴァ（1545 年）の大学において，植物園や植物

標本館が整備され，近代的な植物園が始まったとされる 20) 21)。 



第 1 章 序論 

                     4 

交易路をとおして持ち込まれた新しい植物には，多くの薬草以外の植物が含まれて

いたため，植物園はしだいに植物誌の作成と観賞用植物や経済的有用植物の研究を目

的とした施設へと変化し 22)，珍しい植物を集める富と文明を誇示する場となった 21)。

特に，オランダは 1590 年にライデン植物園を設立し， 1630 年代にはチューリップブ

ーム 21) 23)が起こるなど，園芸と植物学発展の中心を担ったとされ 13)，17〜18 世紀に

かけてインドネシアやインドなどに植民地を拡大し繁栄した。 

やがて，18 世紀になるとイギリスとフランスが台頭し 11)，アメリカ大陸やアジア地

域などを征服 24)して，植民地には植物園が造営された。また，18 世紀後半から 19 世

紀にかけては，植物探索の遠征隊が組まれる 23)など組織化された体制がとられ 11)，植

物の収集，流通，交換を行う国際的なネットワークが形成された 24)。植民地植物園は

植物を導入，繁殖させ，経済的有用植物のプランテーション農業を支援する拠点とな

り 24)，植民地統治や収益向上に不可欠な役割を果たした 21)。 

また，技術的な進歩として，1830 年代には生体植物を輸送できるウォーディアンケ

ースが発明され 23) 24)，蒸気船や鉄道による大陸間輸送が改善されたことで 24)，クロー

ブ，カカオ，キナ，茶，コーヒー，アブラヤシ，パンノキなど，多くの経済的有用植

物が植民地植物園に導入された 13)。さらに，1851 年にはイギリスで第１回国際万国博

覧会が開催され，1869 年にはスエズ運河が開通するなど，世界規模の交易がますます

盛んとなったことに加え，1860 年のアロー戦争の後，中国大陸の植物探索が進み，中

国からの豊富な植物によって植物園の生体植物コレクションの多様性が増加した 13)と

される。 

一方，スウェーデンの博物学者で近代分類学の父と呼ばれるリンネは 1753年に『植

物の種（Species Plantarum）』を著し，植物の学名を，属名と種小名の二名法で体系

づけた 25)。それにより，植物園においても分類体系による配植が進められた 11)。 

また，18 世紀後半から 1776 年のアメリカ独立宣言や 1789 年のフランス革命など民

主化の動きが活発となり，1760〜80 年代頃からイギリスで産業革命が始まると，都市

の人口が増加し，やがて労働時間と余暇の区別が生まれるようになった 26)。それに従

って，劣悪な都市環境において，レクリエーション空間の提供が植物園の主要な役割

21)として求められるようになった。こういった社会背景のなかで， 1840 年にはイギリ
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スの王立キュー植物園（Royal Botanic Gardens, Kew）が王室庭園から政府へと移管

され王立植物園として一般公開される 24)など，植物園の運営体制に変化が生じた。 

さらに，国際貿易などで富を得た中流階級の余暇時間の増加による園芸への関心が

高まると 11) 24) 27)，植物園の一般公開がより進められ，植物園は市民を教育し，植物を

紹介販売し，鑑賞花壇を設けて植物を楽しむ場としての役割を果たすようになった 21) 

22) 24)。また，高品質の板ガラスが発明されたことで，1848 年にイギリスの王立キュー

植物園ではグレート・パーム・ハウスが開設されるなど，美しく壮大な温室を建設す

ることが可能となり，支配力や都市の象徴としての温室の黄金時代が到来し，植物園

は一般来園者で盛況となった 24) 28)。   

また，19 世紀から 20 世紀のヨーロッパや 20 世紀初頭のアメリカ合衆国においては，

科学的設備はないが，種子交換などにより海外からの珍しい植物のコレクションをも

つ，園芸的側面が発達した市民向け植物園が造営された 13)。特にアメリカにおいては，

1891 年に設立されたニューヨーク植物園をはじめ，公共施設としての植物園が発展し

たとされる 25)。 

こうして世界各地に造られ発展してきた植物園や植物学も，1901 年にイギリスのヴ

ィクトリア女王が崩御すると，衰退し 24)，世界大戦の緊迫した時代に突入する。植物

園の運営費の確保が困難となり，アメリカの植物園ではガーデンショーやフラワーシ

ョーなどの観賞用園芸のイベントを開催して資金を集め，ボランティアを募るなど，

広く市民に協力を求める体制が進められるようになったとされる 25)。 

やがて，1945（昭和 20）に第 2 次世界大戦が終結すると，1948（昭和 23）年に

IUCN が創設され，1972（昭和 47）年にストックホルムで開催された国連人間環境会

議では，多様性保全の中心としての植物園の重要性が強調され 29)。そして，1973（昭

和 48）年には絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関する条約であるワシ

ントン条約が採択された。 

また，1985（昭和 60）年に植物園と世界保全戦略に関する国際会議が開催されたこ

とを受けて，1987（昭和 62）年に IUCN植物園自然保護事務局（IUCN-BGCS）が創

設 29)された。そして，1989（平成元）年に「植物園の保全戦略（Botanic Gardens 

Conservation Strategy）」30)が発表され，1990（平成 2）年に IUCN 植物園自然保護
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事務局は植物園自然保護国際機構（Botanic Gardens Conservation International; 以

後 BGCI とする）と改称され，植物園における植物保全と教育活動の推進，技術的指

針や科学的指針の提供などが開始された（注 1－8）。 

さらに，1992（平成 4）年に生物多様性条約，気候変動枠組条約，アジェンダ 21 が

採択されると，世界の植物園が生物多様性の保全に貢献する枠組みとして，ミレニア

ム開発目標（MDGs）が採択され，2000（平成 12）年には「植物園の保全活動に対す

る国際アジェンダ（International Agenda for Botanic Gardens in Conservation）」31)

が発表された。そして 2002（平成 14）年には「世界植物保全戦略（Global Strategy 

for Plant Conservation）（以後 GSPC とする）」32)が生物多様性条約締約国会議で承認

され，2010（平成 22）年に向けた目標が定められ，食料，木材，繊維として利用され

る栽培植物種に加えて，多くの野生植物が将来の作物や商品として経済的，文化的に

大きな重要性と可能性を秘めていることが指摘された 9)。その後，2010（平成 22）年

の「愛知ターゲット」（注 1－9）や 2022（令和 4）年の「昆明・モントリオール生物

多様性枠組」（注 1－2）に合わせて GSPC は更新・改訂 33) 34)され，植物園が国際的

な社会課題解決に対して有益な組織となるよう指針や目標が設定されてきた。 

こうした自然保護の意識の高まりや地球の持続可能性の確保の必要性などから植物

園の役割が見直され 20)，科学を重要な植物園の役割として再導入する動きが拡大して

いる 25)とされる。また，現在において植物園は生物多様性保全に加えて気候変動，食

糧安全保障および社会的包摂（注 1－10）などの「世界的課題に対する多面的な機能」

を持ち，環境に優しい取組を推進する「持続可能性のモデル組織」としての役割が期

待されているほか，観光 13)や地域再生 35)など対する役割も求められている。すなわち，

植物園の社会的役割（注 1－11）の拡大 9)が必要とされている状況がある。 

BGCIは 2015（平成 27）年の SDGsに貢献する植物園における先進的な実践例を調

査し情報提供を行い 36)，対応方策の情報交換や議論の場として国際会議を主催するな

どの活動を行っている。また，植物園が幅広い社会的役割に対応するための指針 37)な

どを示している。さらに，「植物園の保全活動に対する国際アジェンダ」31)に代わり，

2018（平成 30）年から植物園の国際基準を定め，BGCI による認証制度である

「BGCI Accredited Botanic Gardens（以後，「BGCI 認証植物園」とする」38)を開始
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し，2024（令和6）年時点で35カ国116園の植物園が認証を受けている 39) 。しかし，

日本にはまだ認証植物園はない状況がある。 

 

 

1−1−4   世界の植物園の定義 

 

1－1－2 や 1－1－3 で述べたように，多様で変化がある植物園を厳密に定義するこ

とは困難 9)であり，公園や個人コレクションと，科学に基づいた植物園との境界はあ

いまいである 14)とされるが，世界の植物園ではこれまでいくつかの定義がある。 

1963（昭和 38）年の国際植物園連合（International Association of Botanic 

Gardens） による定義は「植物園または樹木園は，一般に公開されており，植物にラ

ベルが貼付されている園」である 9)。 

また，現在広く使われている定義 9) 10)は，1999（平成 11）年の BGCI による「植物

園とは，科学研究，保全，展示，教育の目的のために文書化された記録を伴う，生き

た植物コレクションを保持する機関」14)であり，この定義は 2000（平成 12）年の「植

物園の保全における国際アジェンダ」31)においても採用されている。 

さらに， 2018（平成 30）年からの BGCI 認証植物園の認証制度 38)においては，希

少植物や絶滅危惧植物の保全，国際政策の遵守，持続可能性と倫理的な取組を重視し

た認証が行われている。 

 
 

1−1−5   世界の植物園の数の変遷と地理的分布の課題 

 

世界の植物園の変遷や特徴については，植物園数の変遷や地理的分布についての研

究成果がある。数の変遷をみると，20 世紀初頭までは，世界の植物園の多くはヨーロ

ッパに由来していた 24)。たとえば，1543 年から 1901（明治 34）年に存在した植物園

は 441 園であり，そのうちの約 9 割はヨーロッパ諸国とその植民地の植物園であった

24)とされる。また，世界の植物園ディレクトリでは，1983（昭和 58）年には 798 園
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40)，1990（平成 2）年には 1,400 園 41)の植物園がリスト化されているように，世界の

植物園数は 1980 年代以降に大幅に増加したとされる 9) 23)。 

また，BGCI のデータベース（注 1－12）によると 2001（平成 13）年には 2,204園

（164か国）42)，2012（平成 24）年には 3,269園（180か国）10)および現在では 3,500

を超える植物園がある 9)とされる。 

このような世界の植物園の数の増加の要因としては，世界的な環境運動の高まりが

大きな影響を与えているとされ，また，BGCI による植物園の活動の支援の成果もあ

るとされる 9)。たとえば，中国 16)やブラジル 9)で植物園が大きく増加しているように，

新しい植物園の設置が進められている例があるほか，既設庭園から植物園への転換お

よび植物園の役割の見直しを進める潮流がある 9) 14)。 

一方，世界の植物園の地理的分布については，全体の約 60％が北米，ヨーロッパ，

旧ソ連諸国にあるなど，北半球の温帯地域に多い 10) 14)ことや，国内総生産（GDP）が

高い国や人口規模が大きい都市部に植物園が多くある 43)など，植物園数には社会経済

学的要因が関係し，また，植物園の地理的分布には偏りがあることが指摘されている。

すなわち，生物多様性がより豊かである熱帯地域において植物園が少ないなどの課題

があり，その課題に対しては，生物多様性保全の拠点として植物園の設置を進め，植

物園の地理的分布の偏りに対処していくことが必要とされている 10)。 
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1−2 研究の背景 2-日本の植物園 

 

1−2−1 日本の植物の現状と保全の課題 

 

日本には，自生する維管束植物は 7,000 種類以上 44)あるとされる。また，その内の

約 40％の 2,544 種類（亜種・変種含む）が日本固有種 45) 47)であることから，日本に生

息・生育する生物種は固有種の比率が高い 1)特徴がある。しかし，絶滅の危機に瀕し

ている維管束植物は，絶滅危惧 IA 類（CR)539 種類，絶滅危惧 IB 類（EN)526 種類

および絶滅危惧 II 類（VU)700 種類を合わせると 1,765 種類 44)であることから，全体

の約 25％は絶滅危惧植物（狭義）である状況があり，2004（平成 16）年に日本は世

界の「生物多様性ホットスポット」にも選定されている 45)。 

生物多様性保全国家戦略 1)においては，日本の生物多様性は過去 50 年間損失し続け

ている状況があることから，これまでの自然環境保全を目的とした施策に加えて，

日々の一人一人の行動や社会の在り方を含めた対策が必要とされている。具体的には，

生息地における個体群ごとの保全である生息域内保全の推進のほか，その補完として，

植物園・動物園・水族館等と連携し，種の状況と特性に応じた効果的な生息域外保全

を組み合わせることが求められている。 

加えて，植物園・動物園・水族館・自然系博物館等の博物館が，身の回りの自然や

生物環境について楽しみの中で学習する機会を提供し，生物多様性の保全や，持続的

な人と自然との関係性を考えるための教育実践の場として機能するような教育活動の

充実も求められている。 

以上のように，日本においても多くの植物種に絶滅の危機がある課題があり，生物

多様性保全国家戦略において述べられているように，生物多様性保全と教育の両面に

ついて，植物園の活動の充実が必要とされている。 
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1−2−2  日本の植物園の前史と継承の課題 

 

本項では，日本の植物園の前史についてまとめ（表 1－1），植物や植物に関連する

資料および植物文化の継承の課題を確認する。 

日本には植物園の前史として，植物の収集や庭園に関する長い歴史がある。中国は

じめ大陸からの医書や本草書の伝来は 6 世紀（562 年）からあったとされ 47)，薬効の

ある植物を収集栽培した「薬園」は，古くは 701 年の大宝令に記載のあるものが史上

の初見 48)とされる。また，李時珍が中国の薬用動植物や鉱物を著した『本草綱目』が

1607 年に徳川家康に献上されたことで本草学が盛んとなり， 1638 年に江戸城の南北

（麻布・大塚）に薬園が開かれたことを始まりとして，江戸期には幕府や諸藩および

本草家などにより各地に薬園が設けられた 48)。また，貝原益軒は 1709 年に『本草綱

目』にある植物と比較して日本固有の植物があることを『大和本草』に著した 49)。 

また，江戸期には「出島の三学者」50)と呼ばれるオランダ商館医師のケンペル

（1690 年来日），ツュンベリー（1775 年来日）およびシーボルト（1823 年来日・

1859 年再来日）により蘭学がもたらされた。日本の植物の調査を行ったツュンベリー

は 1784 年に『日本植物誌（Flora Japonica）』で，530 種の日本産植物を記載してい

る 50) 51)ほか，特に，シーボルトは長崎の出島や鳴滝に植物を集めて江戸幕府の薬園を

凌ぐほどの植物園を作ったとされるが，シーボルトの帰国後それらは荒廃した 52)。そ

して，1828 年には岩崎灌園が最初の植物図鑑のひとつとされる『本草図譜』を刊行し

49)，シーボルトから『日本植物誌』を贈られた伊藤圭介は 1829 年に学名・和名を対照

してリンネの分類体系を初めて紹介する『泰西本草名疏』を刊行する 49)など，日本に

西洋の植物学が根付いていったとされる。 

一方，日本には各時代の庭園様式をもつ日本庭園が発展し，多様な植物が栽培され

てきた 53)。特に，徳川幕府の家康・秀忠・家光の 3 代将軍は花を好み，江戸城に全国

から名花を集めて栽培したとされる 54)。そういった影響から江戸期には 1681 年に水

野元勝による日本で最初の総合園芸書といわれる『花壇綱目』が出版されるなど，多

数の植物に関する書物も出版され，広く庶民まで園芸が流行した 54) 55)。また，日本独

自の園芸品種も多様に生み出されるなど 56) ，日本は欧米と並ぶ花卉園芸文化の 2大セ
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ンターの１つとして世界的にも大発展を遂げたとされる 57)。また，多様な植物が栽培

された植木屋の草木園 56)は一般にも開放されるなど，現在の植物園のような役割を果

していた（注 1－13）とされ，1804 年頃には四季折々の花などを集めた向島百花園が

造られる 59)など，植物を集めた名所も多く作られた。一方，1855 年にアメリカのペリ

ー率いる黒船が来航すると，1866 年に来日したイギリスの東インド会社のフォーチュ

ンはじめ多くのプラントハンターにより日本の植物の調査や採集が行われた 49)。その

当時の様子をフォーチュンは「日本人の国民性のいちじるしい特色は，下層階級でも

みな生来の花好きであるということだ。（中略）もしも花を愛する国民性が，人間の文

化生活の高さを証明するとすれば，日本は我が国の庶民と比べると，ずっと勝ってい

るとみえる」と報告している 60)。 

一方，日本は植民地となった歴史はなく，幕末まで鎖国状態にあったことから，長

崎に滞在したオランダ商館医師や幕末にはイギリスやアメリカなどのプラントハンタ

ーによる植物調査が行われた 51)ものの，アジアで展開されたインドネシアのボゴール

植物園やシンガポールのシンガポール植物園（注 1－14）などのような欧米列国によ

る植民地植物園は造営されなかった。すなわち，江戸期には植物園地に標本館，図書

館などを伴うような欧米の植物園の方式は導入されていない。 

以上のように，日本では古くから植物を集め栽培してきた歴史があり，特に江戸期

には薬園が多く造営され，広く庶民におよぶ園芸活動が行われるなど，多様な植物を

集めて実物を見ることができる園地や名所が作られた状況があった。しかし，1868

（明治元年）年の明治維新により薬園の多くは廃絶となった 48)。さらに，近代化によ

る名所の喪失や変容 61) にともない，江戸期に収集された植物や作出された園芸品種に

は消失があった 56)とされる。このような状況を経て，残された園芸品種などは植物の

愛好家を中心に維持されてきたが，現在，愛好家の高齢化などにより，植物個体や栽

培技術の継承には課題が指摘されている 62)。 

また，本草学や蘭学の影響を受け，本草家などによる日本の植物の調査も行われた

ことや，江戸期に刊行された園芸書や図譜などの内容から，江戸期の日本では植物に

対する高い見識が築かれていた 49)とされるが，図書館のような関連書籍や資料を収

集・保存して社会で継承していく装置が作られなかったことで，明治維新の影響を受
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けて，江戸期に蓄積された資料などには散逸したものも多くある 49)ことが指摘されて

いる。 

一方，日本では豊かな植生のもと，伝統的な祭事や行事に多様な植物が利用されて

きた 4)が，行事における植物利用は若い世代ほど少ない 63) 64)ことが指摘されているこ

とから，高度経済成長や都市化による日本人の暮らしの大きな変化により，植物文化

の継承には課題があると考えられる。 

こういったなか，2017（平成 29）年より日本植物園協会において，「ナショナルコ

レクション認定制度」（注 1－15）として，これまで守られてきた園芸品種等の継承に

むけた取組が始められているが，日本では植物園は博物館の１つと扱われている（注

1－16）ことからも，生物多様性保全国家戦略 1)で必要とされている各地の植物に関す

る伝統文化や地域知・伝統知の蓄積やその伝承にむけて，さらなる植物園の活動の充

実が求められている状況がある。 
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表1-1 世界と日本の植物園に関する事項

かっこ 

注）出典は本文の引用文献と史実による 

年代 世界の植物園に関する事項 日本の植物園前史に関する事項

紀元前

紀元前28世紀頃：中国：「神農薬園」の伝説

紀元前15世紀頃：エジプト：神殿遺跡に植物壁画

紀元前3世紀頃：古代ギリシャ：学校で植物観察の附属庭園

 1世紀 古代ローマ：ディオスコリデス『薬物誌』

 6世紀 562年：中国の医書が日本に伝わる

 8世紀 701年：大宝令に薬園の記載

 9世紀 830年：スイス：修道院の図面に薬草園

15世紀
1492年：スペイン：コロンブスがアメリカ大陸発見

1498年：ポルトガル：バスコ・ダ・ガマがインド航路発見

16世紀

1540年代：イタリア：ピサ・バドヴァに植物園設立

　　　　 （近代的植物園の始まり）

1590年：オランダ：ライデン植物園設立

17世紀
1630年代：オランダ：チューリップブーム

17-18世紀：オランダ：インドネシアやインドなどに植民地拡大

17世紀：徳川家康・秀忠・家光　江戸城で名花栽培

1607年：李時珍『本草綱目』が徳川家康に献上される

1638年：江戸城の南北に薬園設置

1681年：水野元勝『花壇綱目』出版（最初の総合園芸書）

1690年：オランダ商館医師ケンペル来日

18世紀

18世紀：イギリス・フランス：アメリカ大陸やアジアに植民地

1753年：リンネ『植物の種』出版

1760〜80年代頃：イギリス：産業革命（都市人口の増加）

1776年：アメリカ独立宣言

1789年：フランス革命

1709年：貝原益軒『大和本草』刊　日本固有の植物の記載

1775年：オランダ商館医師ツュンベリー来日

　　　　『日本植物誌』（1784）に日本産植物を掲載

19世紀

前半

1817年：オランダ：インドネシアのボゴール植物園設立

1830年代：イギリス：ウォーディアンケース発明

1840年：イギリス：キュー植物園は王室庭園から政府所管になる

　　　　　　　　　 一般公開される

1848年：イギリス：キュー植物園にグレート・パーム・ハウス

　　　　 開設・温室の黄金時代がはじまる

1804年頃：向島百花園創設

1823年：オランダ商館医師シーボルト来日

1828年：岩崎灌園『本草図譜』(最初の植物図鑑）

1829年：伊藤圭介編『泰西本草名疏』刊

　　　　 学名・和名を対照、リンネの分類体系を初紹介

19世紀

後半

1851年：イギリス：第1回国際万国博覧会

1859年：イギリス：シンガポール植物園設立

1860年：中国：アロー戦争の後，植物探索が進められる

1869年：スエズ運河開通

1891年：アメリカ：ニューヨーク植物園設立

1855年：黒船来航

1859年：オランダ貿易会社顧問シーボルト再来日

1866年：イギリスのプラントハンター，フォーチュン来日

1866年：福沢諭吉『西洋事情・初編』で植物園紹介

1868年：明治維新

20世紀

前半

1901年：イギリス：ヴィクトリア女王崩御による植物園の衰退

1945年：第２次世界大戦終戦

1948年：IUCN設立

20世紀

後半

1972年：国連人間環境会議で植物園の重要性が強調される

1973年：ワシントン条約

1987年：IUCN植物園自然保護事務局（後のBGCI）創設

1989年：植物園の保全戦略（BGCS）
1992年：生物多様性条約・気候変動枠組条約・アジェンダ21

21世紀

2000年：ミレニアム開発目標MDGs
　　　　 植物園の保全活動に対する国際アジェンダ

2002年：世界植物保全戦略（GSPC）

2015年：持続可能な開発目標SDGs
2018年：BGCI 認証植物園制度開始
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1−2−3 日本の植物園のはじまりと役割の課題 

 

日本における近代的施設としての植物園については，福沢諭吉が幕末の 1862年に文

久遺欧使節として欧州でパリ植物園（le Jardin des Plantes de Paris）などを訪問し，

その見聞を 1866 年に『西洋事情・初編』65)として著し，「植物園」として初めて日本

に紹介したことが嚆矢とされる。そして，1868（明治元）年の明治維新後，西洋の技

術や学問および外来植物の導入に伴い，植物園の設置が始められた。 

明治政府が 1873（明治 6）年の太政官布達により，旧社寺の境内を転用して公園と

したことは造園史 66)でもよく知られることであるが，植物園についても，旧幕府の小

石川薬園が転用され，1877（明治 10）年に東京大学の設立に伴い東京大学附属小石川

植物園となっている 67) （注 1－17）。また，明治政府は殖産興業のために江戸幕府家

臣の内藤家の江戸屋敷跡地を 1872（明治 5）年に内藤新宿試験場（現在の国民公園新

宿御苑）とし 68)，広く国内外の植物を集めて，その効用分析や栽培試験の研究を進め

た（注 1－18）。このように日本の植物園は幕開けし，現在までに 150 年あまりが経過

した。 

日本における植物園の定義として，『日本国語大辞典』では「多くの植物を集めて，

研究・普及・保護，また，観覧のために育てる施設」とされる 69)ほか，『日本大百科全

書』においては「系統を異にするいろいろな植物を集めて栽培すると同時に，植物に

ついての研究ならびに生きた植物の展覧を通して教育・啓蒙を行う施設」と定義され

ている 70)。 

また，高知県立牧野植物園長を務めた小山鐵夫は，現代の植物園の役割を「第一に

生きた植物を系統的に集めて育て，生きた標本として保存すること，第二に植物科学

の研究・教育・普及活動を行うこと，第三に植物の美しさを通して植物を愛好する市

民への憩いの場所を提供することにある」と説明している 71)。 

以上のように，日本においては，植物園には大きく分けて 1）植物の収集・保存，2）

植物についての研究，3）植物に関する展覧や教育・普及，4）植物による憩いの場の

提供の 4つの役割があるとされてきたことがわかる。 
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しかしながら，日本の植物園には必ずしもそのすべての役割が揃っていない課題が

指摘されている。たとえば，『日本大百科全書』70)では「植物園は，本来植物学の研究

施設であるが，研究部門が発展して大学や研究所として独立したものや，逆に，展覧

による社会教育だけを目的とする植物園もあり，日本ではとくに後者のタイプの植物

園が多い」「植物園のもつ機能の一部だけを業務とする植物園相当施設に，薬草園，樹

木園，植物公園，見本園などがある」と説明されている。 

また，東京大学小石川植物園の園長，兵庫県人と自然の博物館館長および公益社団

法人日本植物園協会（以後，日本植物園協会とする）（注 1－19）の会長などを歴任し

た岩槻邦男 72)は，日本の植物園については「その多くは戦後つくられた地方公共団体

管理の機構である」「公共機関が設けたものには都市公園的施設が多い」と指摘し，

「都市公園的機能を重点に置き，植物学に関わる部分は最低限に抑えられた施設にな

った」と説明している。 

さらに，本章の 1－1－2 で述べたように，植物園は多様な目的や役割を持ち，進化

を続ける施設 11) 12)であるとされ，1－1－3 では，植物園の社会的役割の拡大が必要と

されていることを確認したが，上記の日本の植物園の定義や状況の説明には，世界の

植物園で目標とされている「世界的課題に対する多面的な機能」を持ち，環境に優し

い取組を推進する「持続可能性のモデル組織」としての役割については示されておら

ず，現在植物園に求められている環境課題や持続可能性などについての社会的役割に

対して，日本の植物園がどのような役割を果たしているのかは不明な状況がある。 
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1−3 既往研究と本研究の目的 

 

1−3−1 日本の植物園に関する文献と既往研究 

 

1−3−1−1 日本の植物園についての文献 

 

明治期から戦前の日本の植物園についての論考は多くはないが，いくつかの文献が

ある。明治期後半の日本の植物園の状況については，明治 30 年代に東京帝国大学教授

を務めた白井光太郎は，欧米諸園の都市には植物園と植物博物館がある一方で，日本

には植物錯葉，標本等を蒐集し研究に供する植物博物館がないことを指摘し，植物博

物館や国内外の植物調査の必要性を説明している 73)。また，昭和期初期には，造園家

の西田富三郎が植物園を近代都市に必須な施設として紹介し，目的，地域，所有管理

に基づいて分類をしている 74)。さらに，東京博物館（現在の国立科学博物館）初代館

長の棚橋源太郎は，博物館は社会教育機関として有力であるが，日本では未着手な状

況であるという見解を示したうえで，欧米の博物館や植物園が社会教育活動や学校教

育と連携した教育活動を行っている事例を紹介している 75) 76)。 

つぎに，現代の日本の植物園についての論考を確認すると，植物園関係者によるも

のとしては，岩槻邦男がまとめた植物園に関する専門書 72)が代表的である。岩槻は，

植物園の成り立ちとはたらき，植物園に期待されること，あるべき姿などの解説，日

本と世界の主な植物園の紹介を行い，これからの植物園に必要なこととして，植物園

に多様な植物が栽植され，市民の健全な憩いの場，優れた生涯学習支援機関となる体

制を整え，研究機能を充実させ，社会のための自然史科学の推進の場となることをあ

げている 76)。 

そのほか，日本植物園協会が発行している植物園協会誌（注 1－20）や周年事業と

してまとめられた書籍 77) 78) 79)などにその時々の関係者の論稿や記録などがみられる。

さらに，個別の植物園については，年報（注 1－21）や園史をまとめた書籍 67)などが

ある。そのほか，全国の植物園のガイドブック 80)が発行されている。 
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植物園に関連する分野の文献をみると，関係分野の発展経緯については，たとえば

植物学の百年史 81)などに学問の発展や関係者に関する詳細な記録があるが，植物園に

ついての記載はほとんどない。また，造園学については，公園史 66)があるが，植物園

の説明や施設紹介の記載がみられるものの，植物園についての変遷の記載はない。ま

た，日本では植物園は博物館の１つと扱われている（注 1－16）ことから，博物館に

ついての書籍 82)などに植物園の記載が確認できる。しかし，博物館学においても植物

園を対象とした論考は少ないことが指摘されている 83)。 

以上のように，日本の植物園についての文献や論考および関連する分野の文献につ

いて確認したが，総論，その時々の関係者の論稿や記録および各園の紹介はあるが，

日本の植物園を対象とする解析をともなう研究はなく，関連する分野の文献において

も植物園についての研究の蓄積は少ない状況が確認された。 

 

1−3−1−2 日本の植物園についての既往研究 

 

植物園についての既往研究をみると，高山植物園 84)や都市緑化植物園 85)など専門的

な植物園に着目した研究，個別の植物園の設立過程に着目した研究 86)，来園者の利用

実態や評価に関する研究 87)および温室における展示手法と来園者の観覧行動について

の研究 88)がある。しかし，日本の植物園全体を対象とする研究はわずかである。 

たとえば，Oikawa 89)は植物保全や環境に関する教育の取組について，1998（平成

10）年に日本植物園協会会員園と BGCI による国際会議の参加園を対象に調査を行い，

日本の植物園の植物保全や環境に関する教育の実施率は国際会議参加園と比較すると

非常に低いことなどを指摘している。方ら 90)は，経営方針などについて，2004（平成

16）年に日本植物園協会会員園を対象に調査を行い，日本の植物園はヨーロッパに比

べると歴史が短く，設立の趣旨はレクリエーションと観光行楽が重視されていること

や，商業的経営や観光などが重視されはじめていることを指摘している。日本植物園

協会 91)は植物園の活動内容などについて，2008（平成 20）年に日本植物園協会会員園

などを対象に調査を行い，日本の植物園の特徴は様々な面で多様であり，一律に括る

ことが難しい状況を報告している。 
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そのほか，植物園の展示空間の構成などについては，一般公開されている植物園に

関して方ら 92)と中田ら 93)の研究があり，維持管理に関しては田中ら 94)の研究がある。 

また，植物園の運営については，上記の方ら 90)が植物園の経営の課題を指摘し，社

会教育調査の結果をもちいた久保 84)の分析では，植物園の総数は 1990（平成 2）年に

動物園や水族館と同等であったものが，1990 年代に植物園のみに増加がみられ 1999

（平成 11） 年をピークに 2011（平成 23）年まで植物園の数の減少している状況が指

摘されている。 

以上のように，日本の植物園についての既往研究は，高山植物園など専門的な植物

園を対象としたものや個別の植物園を対象に行われたものが多く，日本の植物園全体

を対象とする研究はわずかであり，日本において明治期以降どのように植物園が展開

してきたのかという変遷を捉えた研究は確認できなかった。先行研究では，経営の課

題や数の減少があることが指摘されていたことから，植物園の運営には課題が生じて

いることが推察される。日本の植物園の変遷とその要因を明らかにすることは，これ

までの経緯を踏まえて，今後の対策を検討するために有益と考えられる。 

また，植物園は都市公園法においても教養施設として位置付けられており 95)，本章

の 1－1－2 で述べたように，植物園には庭園や都市の緑の空間としての役割をもつも

のもあることから，日本における植物園の変遷を捉える研究を行うことは，明治期以

降の近現代造園史の一端を明らかにできる意義があると考えられる。 

さらに，本章の 1－1 で述べたように，世界の植物園については欧米を中心とした研

究の積み重ねがあり，また，東アジアの植物園については，たとえば中国 16)や韓国 96)

の植物園についての研究がみられるが，世界の植物園のなかで，日本の植物園に対す

る研究が少ないことが指摘されている 89)。また，BGCI などによる世界の植物園を対

象とした調査 36) 97)においても日本の植物園が含まれていないことから，日本の植物園

の状況が不明な課題がある。現在，地球規模の環境課題に対して国際間の協力体制が

進められている（注 1－7）ことからも，日本の植物園についての研究成果は，世界の

植物園の基礎的知見としても重要であると考えられる。 

具体的には，世界の植物園に関しては数や地理的分布に着目した研究が行われてい

た（本章 1－1－5）ように，日本の植物園の変遷についても，植物園の数と地理的分
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布の変遷が明らかになれば，明治期以降 150 年あまりの期間の動向を捉えることがで

きると考えられる。特に，日本は南北に長く，北は亜寒帯から南は亜熱帯までさまざ

まな気候帯がある 1)ことから，地理的分布に着目することは，生物多様性保全の観点

からも重要な知見となると考えられる。加えて，世界の植物園の先行研究 9) 10) 43) 90)な

どと比較することにより，日本の植物園の特徴や課題を広い視点から考察することが

できると考えられる。 

一方，日本の植物園についての全国調査が行われたのは 2000（平成 12）年前後 89) 

90)であり，約 20 年が経過していることから，現状把握が不十分な課題がある。改めて

現状を調査することは，課題や将来の検討に有益であろう。その際は，本章 1－1－3

で述べたように，植物園に求められる社会的役割が多様化していることから，環境課

題や持続可能性などの社会課題の視点からも分析を行うことで，これまで以上に広い

視点から日本の植物園の現状を捉えることができると考えられる。 

さらに，これまでの先行研究 89) 90)などでは，主に日本の植物園の全体をまとめて分

析されていたが，設置者による違いを分析することで，それぞれの発展してきた系譜

の違いを明らかにすることができる。また，特徴や課題について比較分析することは，

より詳細な変遷や現状の把握として有効な知見となると考えられる。 
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1−3−2 本研究の目的と本論文の構成 

 

本章の 1－2 では，研究の背景として，日本の多くの植物種に絶滅の危機があるなか，

生物多様性国家戦略では生物多様性保全や教育について日本の植物園の活動の充実が

求められており，また，各地の植物に関する伝統文化や地域知・伝統知の蓄積やその

伝承にむけて，さらなる植物園の活動の充実が求められる状況があったが，植物園の

役割には課題が指摘され，現在植物園に求められている環境課題や持続可能性などに

ついての社会的役割に対して，日本の植物園がどのような役割を果たしているのかは

不明な状況があることが確認された。 

また，本章の 1－3－1 では，日本の植物園の文献や先行研究の確認からは，日本の

植物園についての研究の蓄積は少なく，運営の課題も推察されることから，今後の日

本の植物園の発展を検討していくために，日本の植物園の全体を対象とした明治期以

降の変遷や現状把握が必要であることが確認された。 

 

そこで，本研究では，日本の生物多様性保全や教育を担う施設として重要性が増し

ている植物園に着目し，明治期以降の日本の植物園の変遷とその要因および現在の状

況と社会的役割を明らかにし，設置者種別による比較により詳細な違いを解析し，日

本の植物園の特徴と課題および展望を考察することを目的とする。 

具体的には，日本の植物園の明治期から平成期にかけての展開について，文献調査

により植物園の数と地理的分布の変遷を明らかにし，時代背景との関係などから変遷

の特徴や要因を考察する。また，質問紙調査により植物園の現状と社会的役割を明ら

かにし，その特徴や課題を考察する。なお，調査においては学校園，公立園，私立園

の設置者種別で分析を行うことで，設置者による変遷や現状の違いを詳細に明らかに

する。 
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本論文は 5章から構成されている（図 1－1）。 

 

第 1 章は序論として，世界と日本の植物の現状や課題，植物園のこれまでの歴史を

確認し，現在において植物園に求められる役割や課題を整理する。そのうえで，日本

の植物園に関する既往研究をふまえ，本研究の必要性と目的を設定し，最後に本論文

の構成を示す。 

第 2 章では，明治期以降の日本の植物園の変遷とその要因を数の視点から明らかに

する。具体的には，植物園の設置と閉鎖に着目し，文献調査により 1868（明治元）年

から 2019（平成 31）年における植物園の数の変遷を全体と設置者種別で定量的に明

らかにする。また，時代背景から植物園の数の変遷の特徴や要因を捉える。さらに，

閉鎖率や存続年数などを分析して閉鎖の要因や課題を捉え，植物園の長期的運営に向

けた対策を考察する。 

第 3 章では，明治期以降の日本の植物園の変遷とその要因を地理的分布の視点から

明らかにする。具体的には，植物園の設置と閉鎖および設置都道府県に着目し，文献

調査により 1868（明治元）年から 2019（平成 31）年の植物園の地理的分布を定量的

に明らかにし，全体と設置者種別，7 地方別，都道府県別で結果を分析する。また，

都道府県別の植物園数と社会経済的要因の関係を解析する。さらに，時代背景から植

物園の地理的分布の変遷の特徴や要因を捉え，現在における課題を考察する。 

第 4 章では，日本の植物園の現状と社会的役割を明らかにする。具体的には，2019

（平成 31）年に現存する全国の植物園を対象に，一般事項と運営，教育および社会課

題の観点から質問紙調査を行う。各項目について，全体と設置者種別で結果を分析し，

国内外の先行研究との比較を行い，現在の日本の植物園の特徴と課題を捉え，将来に

向けての方策を考察する。 

第 5 章では，第 2 章から第 4 章で得られた知見や成果を総括するとともに，世界の

植物園の潮流などと比較しながら日本の植物園の特徴と課題を捉え，総合的な考察を

行う。また，運営や生物多様性保全および社会的役割の側面から検討を加え，今後の

日本の植物園の持続的運営や発展にむけた提案を行う。 
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日本の植物園関連施設の特徴と課題および展望
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質問紙調査

文献調査

明治期以降の日本における植物園関連施設の変遷と社会的役割

図 1－1 本論文の構成 
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1−4 研究対象とする植物園とその設置者の分類 

 

1−4−1 研究対象とする植物園 

 

植物園という言葉は，広義では植物を集めた場所に対して幅広く使用される場合が

ある。しかし，日本の植物園唯一の全国組織である日本植物園協会では「植物園の設

置及び運営に関する基準」が定められている（注 1－19）ことなどから，日本植物園

協会に入会歴がある施設は一定の規模と内容を有していると考えられる。また，先述

の岩槻邦男が「日本植物園協会の顔ぶれを見れば，日本でどのような施設が植物園関

連施設と認識されているかがわかる」72)と述べていることや，先行研究 89) 90)でも対象

とされてきたことからも，調査対象として適していると考えられる。そこで，本研究

では日本植物園協会に入会歴のある施設を研究対象とする。 

具体的には，2015（平成 27）年に発行された日本植物園協会編集の『日本の植物園』

79)の資料編に示されているこれまでの入会園リストおよび近年の会員名簿（注 1－22）

をもとに，日本植物園協会発足年である 1947（昭和 22）年から平成期の最終年であ

る 2019（平成 31）年までの期間に入会歴がある会員園を対象とする。そのうち，

1868（明治元）年以降に日本国内に設置された植物園を対象とし，江戸期に薬園など

として存在した期間は対象外とする。また，日本植物園協会に会社名や組織名などで

入会しているために植物園の特定ができない場合や，設置年や閉鎖年が特定できない

場合は対象外とする。さらに，公園などの敷地の中にある特定の施設のみを示す名称

で植物園協会に加入している場合は，その施設のみを対象とする。 

これらの整理により，第 2 章と第 3 章の数と地理的分布の変遷に関する文献調査に

ついては，216 園の植物園を対象として行うこととする。また，第 4 章の現状に関す

る質問紙調査については，2020（令和 2）年からの新型コロナウィルス感染症による

社会の混乱や時代の区切りとなる改元があったことから，2019（平成 31）年までの期

間に入会歴がある施設を対象とする。そのうち，日本植物園協会に会社名などで入会



第 1 章 序論 

                     24 

しているために施設の特定ができない場合や閉鎖園を除き，175 園の植物園に対して

調査を行う。 

なお，明治初年以降，1977（昭和 52）年末までの期間の日本の博物館の沿革資料と

しては，『日本博物館沿革要覧』98)がある。これによると，明治初年以降，1947（昭

和 22）年までに設立または開館された博物館の記載があるが，1947（昭和 22）年ま

でに閉園したとされる国内施設としては，6 施設が掲載されているのみである。設置

年などが特定できない施設もあったことや，上記の対象施設で本論文の目的とする日

本の植物園の変遷や現状を十分捉えることができると考えられるため，日本植物園協

会発足年である 1947（昭和 22）年以降に入会のあった施設を対象とした。 

 

 

1−4−2 設置者の分類 

 

日本植物園協会では 1975（昭和 50）年以降，第 1分野（学校に属する植物園または

相当施設の分野），第 2分野（国，公立植物園やこれに準ずる植物園または相当施設の

分野），第 3分野（会社，個人経営の植物園や，これに準ずる植物園または相当施設の

分野）および第 4 分野（薬用植物を扱う専門植物園または相当施設の分野）の 4 分野

別の活動を行っている。第 4 分野の植物園は「薬用植物」を専門に扱うという特徴か

ら他の分野と分かれて活動しているが，各園は設置者種別により第 1 から第 3 の分野

に配分し直すことができる。このことから本研究においては，設置者種別による変遷

の違いや現状をみるために第 4分野の植物園を再分類し，3種に分けて整理する。すな

わち，大学や小学校など学校に属し，教育研究利用を主たる目的とする施設を「学校

園」，一般社会の利用を主たる目的とする施設のうち，国や地方公共団体など公的な組

織が設置した施設を「公立園」，会社などや個人が設置した施設を「私立園」とする。 
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第 1章 補註と引用文献 

 

［補註］ 

（注 1－1）2015（平成 27）年の国連持続可能な開発サミットで採択された「我々の

世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」において人

間，地球及び繁栄のための行動計画として，ミレニアム開発目標（MDGs）

の後継として 17 の目標と 169 のターゲットからなる「持続可能な開発目

標（SDGs）」が定められた。国際連合広報センターHP： 

https：//www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/ 

sustainable_development/2030agenda/（2025.12.01参照）。 

（注 1－2）2022（令和 4）年の生物多様性条約第 15回締約国会議第二部で採択され

た昆明・モントリオール生物多様性枠組では，「自然と共生する世界」と

いう 2050 年ビジョンが掲げられ，4つの 2050 年グローバルゴールと

「自然を回復軌道に乗せるために，生物多様性の損失を止め，反転させ

るための緊急の行動をとる」という 2030 年ミッションおよび 23 のグロ

ーバルターゲットが定められている。環境省の昆明・モントリオール生

物多様性枠組 HP：https：

//www.env.go.jp/nature/biodiversity/kmgbf.html（2025.12.01参照）。 

（注 1－3）本論文では明治期以降については西暦と和暦を併記している。 

（注 1－4）国際的な自然保護団体である IUCN は 1948（昭和 23）年にユネスコ（国

連教育科学文化機関）の後押しにより International Union for the 

Protection of Nature（IUPN）として創設され（1956（昭和 31）年より

IUCN に名称変更），1964（昭和 39）年からレッドリストを公表し，毎

年更新している。 

IUCN レッドリスト HP：https：//www.iucnredlist.org/（2025.12.01  

参照）。 

（注 1－5）統合的植物保全は，生息域内保全と生息域外保全のアプローチを組み合

わせて種の生存を支援するものである。生息域内保全は本来の生息地で
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種を保護するもの，生息域外保全は研究，園芸，教育活動において植物

材料が利用できるようにし，最終的に種の絶滅を防ぐための再導入活動

を支援するものとされる。（引用文献 7） 

BGCI（注 1－8）の植物園の役割の紹介HP：

https://www.bgci.org/about/botanic-gardens-and-plant-conservation/

（2025.12.01 参照）。 

（注 1－6）2000 年の International Agenda for Botanic Gardens in Conservation   

（引用文献 27）では，植物園の種類として多目的園のほか，鑑賞園，薬

用植物園，自然保護施設，大学附属園，動植物園，農業林業関連施設，

高山植物園，野生植物園，ラン園や竹園などのテーマ別の園および地域

社会のための園が挙げられている。また， BGCI（注 1－8）の植物園デ

ータベース（注 1－12）では植物園，樹木園，展示庭園，自然保護施

設，種子保存施設，自然保護地，公園および動物園などが登録されてい

る。 

（注 1－7）2025（令和 7）年 10 月の時点で，世界遺産（文化遺産）としての植物園

には，イタリア：パドヴァ植物園（1997（平成 9）年指定），イギリス：

キュー植物園（2003（平成15）年指定），シンガポール：シンガポール植

物園（2015（平成 27）年指定）がある。国連 UNESCO 世界遺産リスト

HP：https：//whc.unesco.org/en/list/（2025.10.01参照）。 

（注 1－8）植物園自然保護国際機構 Botanic Gardens Conservation International  

(BGCI)の HP：https：//www.bgci.org（2025.10.01参照）。 

植物園の国際組織である BGCI は「Mobilise botanic gardens and engage 

partners in securing plant diversity for the well-being of people and the 

planet.（植物園を動員し，パートナーをつなぎ，人々と地球の幸福のため

に植物多様性を守ること）」を使命として，植物園が，植物種の絶滅を防

ぎ，より持続可能な地球を創造する上で重要な役割を果たすことを目的に

1987（昭和 62）年に設立された英国の慈善団体で，2024（令和 6）年時

点で世界 126 カ国，930 を超える植物園関連施設の会員があり，植物園の
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国際会議などを主催している。本部が英国（ロンドン）にあるほか，米国，

中国，東南アジア（シンガポール），アフリカ（ケニア）に支部がある。

BGCI（2024）：2024 Year in Review：BGCI, 48pp.  

（注 1－9）愛知ターゲット（愛知目標）は 2010（平成 22）年に名古屋市で開催され

た生物多様性条約第 10回締約国会議（COP10）で採択された 2020（令

和 4）年までに達成すべき 20 のターゲット。 

（注 1－10）2022 年の現代用語の基礎知識（自由国民社，352pp）によると，社会的 

包摂（ソーシャル・インクルージョン）は，すべての人々を孤独や孤立，   

排除や摩擦から援護し，健康で文化的な生活の実現につなげるよう，社  

会の構成員として包み支え合うという理念とされる。 

（注 1－11）社会的役割は，日本国語大辞典（Japan Knowledge Lib. 2025.01.06参照）  

では「個人の社会的地位に応じて他人から期待される行為の内容」と定

義され，尖端語百科辞典（1931）（早坂二郎・松本悟朗）では「あるもの

が社会に与へる役割のことをいふ」と定義されている。また，社会的役

割の英語である Social role は Oxford English Dictionary では「特定の状

況や環境における，人やものが持つ特徴的，あるいは期待される社会的

機能」と定義されている。 

本論文では，社会的役割を「社会に与えるまたは社会から期待される機

能」として定義する。 

（注 1－12）BGCI の HP の植物園データベースには 2025（令和 7）年 10月 1日時

点で 3619 の植物園が登録されている。 

https：//gardensearch.bgci.org （2025.10.01参照）。 

（注 1－13）国立国会図書館NDLギャラリー：描かれた動物・植物－江戸時代の博物

誌－https：//ndlsearch.ndl.go.jp/gallery/nature/0（2025.10.01参照）。 

（注 1－14）インドネシアのボゴール植物園は 1817 年にオランダによって，シンガポ

ールのシンガポール植物園は 1859 年にイギリスによって設立されている。 

ボゴール植物園のホームページ：https：//kebunraya.id/  

（2025.12.10参照）。 
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シンガポール植物園のホームページ：https：//www.nparks.gov.sg/SBG

（2025.12.10参照）。 

（注 1－15）2017（平成 29）年に開始された日本植物園協会において「野生種，栽    

培種に関わらず，日本で栽培されている文化財，遺伝資源として貴重

な植物を守り後世に伝えていく」ことを目的とした植物学的な分類

群，園芸品種，歴史，文化など一定のテーマを持った植物コレクショ

ンの認定，保全の制度。2025 年現在で 23コレクション，3,466 種類が

認定されている。 

（注 1－16）社会教育調査は，社会教育行政に必要な社会教育に関する基本的事項を

明らかにすることを目的として，概ね 3 年ごとに実施されており，植物

園は博物館のひとつとして調査の対象となっている。 

https：//www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa02/shakai/. 

gaiyou/chousa/1268405.htm（2025.12.11参照）。 

（注 1－17）現在の東京大学大学院理学系研究科附属植物園（小石川植物園）の敷地

は貞享元年（1684）に徳川幕府が設けた「小石川御薬園」であり，江戸

期から植物園の前史としての役割を担っていた。明治維新後も何度かの

所管替えがあったが，本論文では，学校園として東京大学設立後の 1877

（明治 10）年を設置年として扱った。 

小石川植物園HP：https://koishikawa-bg.jp/（2025.12.11参照）。 

（注 1－18）現在の国民公園新宿御苑の敷地は江戸期には徳川家康が内藤清成に授け

た江戸屋敷の一部であったが，明治政府は江戸屋敷跡地を 1872（明治 5）

年に内藤新宿試験場として栽培試験などを開始し，温室も設置するなど

当初から植物園関連施設としての機能を果たしてきたことから，公立園

として 1872（明治 5）年を設置年として扱った。その後，何度か所管替

えがあり，1949（昭和24）年に一般に開放されて現在の国民公園新宿御

苑となっている。 

新宿御苑HP：https://www.env.go.jp/garden/shinjukugyoen 

/1_intro/history.html（2025.12.11参照）。 
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（注 1－19）公益社団法人日本植物園協会は，日本の植物園で唯一の全国組織であ

る。1947（昭和 22）年に任意団体として発足し，1966（昭和 41）年に

社団法人日本植物園協会になり，2013（平成 25）年に公益社団法人に

移行している。 

公益社団法人日本植物園協会の HP： 

http：//www.syokubutsuen-kyokai.jp（2025.12.11参照）。 

日本植物園協会は，1992（平成 4）年に絶滅危惧植物対策委員会（現在 

は植物多様性保全委員会と改称）を発足させ，2006（平成 18）年から

は「植物多様性保全拠点園ネットワーク」の活動をはじめ，2015（平成

27）年に環境省と絶滅危惧種の保全や外来種対策、普及啓発等に係る取

組に関して一層の連携を図ることなどを目的として、「生物多様性保全

の推進に関する基本協定書」を締結し，希少な野生動植物種の保全の事

業を進めている。 

https://www.env.go.jp/nature/kisho/ikigai/post_86.html 

（2025.12.11参照）。 

（注 1－20）植物園協会誌は公益社団法人日本植物園協会で発行されている専門誌。 

（注 1－21）植物園で発行している植物園年報には，高知県立牧野植物園年報や富 

山県中央植物園研究報告などがある。 

（注 1－22）公益社団法人日本植物園協会が会員向けに発行している会員名簿（2015-

2020 年）  
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第 2章 

日本の植物園関連施設の数の変遷とその要因 

 

2−1  研究背景と目的 

 

第 1 章 1－1 で述べたように，植物園は「薬草園」にはじまるとされ，西洋では 16

世紀に研究の場として近代植物園がはじまり，18〜19 世紀に資源植物の探査の場とし

て世界各地で造営され，19〜20 世紀にかけて都市の発展に際して植物鑑賞やレクリエ

ーション空間としても発展してきた（第 1章・表 1－1）。一方，第 1章 1－2 で述べた

ように，日本では明治期以降に近代的施設として植物園の設置がはじめられ，これま

で 150 年あまりが経過した。しかし，日本の植物園に関する研究の蓄積は少なく，そ

の展開過程は十分に把握できていない課題がある。 

一方，第 1 章 1－2－4 で述べたように，日本の植物園の定義には「多くの植物を集

めて，研究・普及・保護，また，観覧のために育てる施設」1)や「系統を異にするいろ

いろな植物を集めて栽培すると同時に，植物についての研究ならびに生きた植物の展

覧を通して教育・啓蒙を行う施設」2)などがあることから，植物園には大きく分けて 1）

植物の収集や栽培・保存，2）植物についての研究，3）植物に関する展覧や教育・普

及，4）植物による憩いの場の提供の 4つの役割があるとされてきた。また，植物園は

文部科学省の社会教育調査において，博物館のひとつとして調査の対象となっている

（注 2－1）。上記の植物園の 4つの役割は，博物館法の「博物館の定義」（注 2－2）と

類似していることから，植物園も博物館と同様の役割が期待されていることがわかる。 

しかし，日本の植物園には必ずしも植物園の 4 つの役割のすべてが揃っていないと

いう課題が指摘されている。たとえば，『日本大百科全書』では「植物園は，本来植物

学の研究施設であるが，研究部門が発展して大学や研究所として独立したものや，逆

に，展覧による社会教育だけを目的とする植物園もあり，日本ではとくに後者のタイ

プの植物園が多い」，「植物園のもつ機能の一部だけを業務とする植物園相当施設に，
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薬草園，樹木園，植物公園，見本園などがある」と説明されている 2)。また，公益社

団法人日本植物園協会（注 2－3） の会長を務めた岩槻邦男は，日本の植物園について

は「その多くは戦後つくられた地方公共団体管理の機構である」「公共機関が設けたも

のには都市公園的施設が多い」と指摘し，「都市公園的機能を重点に置き，植物学に関

わる部分は最低限に抑えられた施設になった」と説明している 3)。 

一方，高知県立牧野植物園の園長を務めた小山鐡夫は，植物園の運営について「植

物園は将来にわたって，植物を育て，集め，これを維持し，研究していかなくてはな

らない。そのためには，永続的な財政基盤がどうしても必要である。」と長期的運営の

必要性を強調している 4)。しかし，岩槻邦男が『日本の植物園』の冒頭で「植物園は，

日本では，たとえばヨーロッパにおける評価と比べると，ほとんど無視されている存

在だとさえ言いたいほどである」3)と日本の植物園の状況を憂いているように，その長

期的運営の支えとなる社会理解は十分ではないなどの課題を抱えていることが窺える。 

以上のように，植物園について内容や運営などに課題が指摘されていることがわか

るが，『日本大百科全書』では「植物園は，博物館と並び，その国の文化への関心と投

資を計るバロメーターと考えられている。」2)と説明されている点から考えると，経済

大国と言われて久しい日本において，どうしてこのような課題が指摘されるようにな

ったのか，その理由を考察する必要性は高い。 

 

日本の植物園に関する既往研究には，第 1 章 1－3－1 で述べたように，植物園の役

割や内容に関する研究 5)や報告 6)などがあり，植物園の運営や動向に関する研究 7)や報

告 8)などがある。 

Oikawa 5)は，植物保全に関して 1998（平成 10）年に日本植物園協会会員園と

BGCI による国際会議の参加園を対象に調査を行い，日本の植物園の教育活動の実施

率は国際会議参加園と比較すると非常に低いことなどを指摘している。2008（平成 20）

年に「日本植物園協会会員園とインターネット情報などにより抽出した植物園的施設」

を対象に実施された調査 6)では，日本の植物園の特徴は「様々な面で多様」とされ，

その多様性は「設立の時期，活動状況・内容，規模面積，立地条件，展示植物・栽培

育成植物の種類や規模，職員従事者の構成，設立母体，料金体系，財源の種類・規模，
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運営組織，地元との連携・関係など」多岐にわたり，「現在活動している植物園の内容

を一つの定義で一律に括ることは大変に難しい」状況が報告されている。 

方ら 7)は，2004（平成 16）年に日本植物園協会会員園の経営方針などを調査し，日

本の植物園は「近代植物園の概念と原型を生み出したヨーロッパに比べると，かなり

歴史が短く，設立の趣旨も学術的と言うよりレクリエーションと観光行楽の方が重視

されている」ことや，「商業的経営や観光などの経営方針が重視され始めるように」な

っていることを指摘している。文部科学省の社会教育調査結果を用いた久保 8)の分析

では，「植物園の総数は 1990 年に動物園や水族館と同等であったものが，1990 年代に

植物園のみが大きく総数を増加した後，1999 年をピークに以後減少の一途をたどって

いる」ことが報告されている。 

そのほか，個々の園の経過や報告は『日本植物園協会誌』（注 2－4）や『日本の植

物園』9)などの日本植物園協会の周年記念誌などで多数行われてきている。しかし，既

往研究や報告はその時々の分析や内容に絞ったものが多く，日本の植物園が現在の状

況に至った経緯や要因は充分には分析されていない。また，日本における植物園を設

置者種別ごとに捉え，その明治期からの変遷を時系列に沿って分析した研究は未だに

ない。 

これまでの日本の植物園の経緯を解析することは，日本の植物園の特徴や課題の要

因を捉えるために有益と考える。そこで，本章では植物園の設置と閉鎖に着目し，1）

1868（明治元）年から 2019（平成 31）年における植物園の数の変遷を設置者種別ご

とに定量的に明らかにし，2）時代背景との関係から植物園の数の変遷の要因を概観し，

3）調査結果を分析して課題を抽出し，植物園の長期的運営に向けた対策を考察するこ

とを目的とした。 
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2−2  研究方法 

 

2−2−1 研究対象とする植物園とその設置者の分類 

第 1 章 1－4－1 で述べたように，本研究では日本植物園協会に入会歴のある施設を

研究対象とした。2015（平成 27）年に発行された日本植物園協会編集の『日本の植物

園』9)の資料編に示されているこれまでの入会園リストおよび近年の会員名簿（注 2－

5）をもとに，日本植物園協会発足年である 1947（昭和 22）年から平成期の最終年で

ある 2019（平成 31）年までの期間に入会歴がある会員園を対象とした。 

ただし，1868（明治元）年以降に日本国内に設置された植物園を対象とし，江戸期

に薬園などとして存在した期間は対象外とした。また，日本植物園協会に会社名や組

織名などで入会しているために植物園の特定ができない場合や，設置年や閉鎖年が特

定できない場合は対象外とした。さらに，公園などの敷地の中にある特定の施設のみ

を示す名称で植物園協会に入会している場合は，その施設のみを対象とした。これら

の整理により，216園の植物園を対象として調査を行った。 

また，第 1 章 1－4－2 設置者種別の分類により，本研究では大学など学校に属し教

育研究利用を主たる目的とする施設を「学校園」，一般社会の利用を主たる目的とする

施設のうち，国や地方公共団体など公的な組織が設置した施設を「公立園」，会社など

や個人が設置した施設を「私立園」とし，学校園，公立園，私立園の 3 設置者種別で

分析を行うこととした。 

 

 

2−2−2 調査内容と調査期間  

調査は，パンフレットや沿革史などの各種文献，各園や設置者のホームページなど

のインターネットの情報検索および各園の関係者や設置者などへの聞き取りによって

行った。植物園の設置年，設置者および経過などを調査し，植物園が閉鎖している場

合には，閉鎖年，閉鎖理由，閉鎖後の経過などを調べた。さらに，文献などにより植
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物園の設置や閉鎖に関連する時代背景を調査し，日本の植物園の変遷との関係を考察

した。 

施設の始まりを示す表現としては設置，開設，開園などの表現の違いがあったが，

本研究においては「設置」としてまとめ，1 つの施設に複数の段階の記載がある場合

は，最も古い年を採用した。施設の終わりを示すものとしても閉鎖，閉園などの表現

の違いがあったが，「閉鎖」としてまとめた。また，途中で第 2次世界大戦や接収など

により一時休園をしている期間がある場合や，組織再編などにより施設の名称を変更

している場合であっても，引き続き同じ設置主体により継続して運営されている場合

は存続しているものとして扱った。 

大学の附属施設では，運営者である大学が明治期以降に変遷や移転を経ている場合

があるが，日本植物園協会に入会した施設が属する大学の母体となる教育機関に植物

園があることが文献記載や図面記載および写真などで確認できた時点を設置年とし，

教育機関の統合などによる植物園の移転などは存続として扱った。また，大学に複数

の植物園がある場合は，それぞれが日本植物園協会に加入している場合のみ個別の調

査対象として扱った。調査は 2020（令和 2）年 1月から 2022（令和 4）年 3月にかけ

て実施した。 

 

 

2−2−3 設置時期と設置者種別による植物園の設置数 

第 2 次世界大戦の終戦年である 1945（昭和 20）年を境とし，1868（明治元）年か

ら 1945（昭和 20）年の期間を「戦前」，1946（昭和 21）年から 2019（平成 31）年の

期間を「戦後」とした。設置時期（戦前・戦後）および設置者種別による植物園の設

置数を整理し，合計数に対する割合を算出し比較した。 

 

 

2−2−4 植物園の総数と設置者種別数の変遷 

開設年と閉鎖年の調査から各園の調査期間における存在時期を明らかにした。存在

時期は年単位とし，閉鎖年を含むこととした。また，各園の存在時期から，1868（明
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治元）年から2019（平成31）年の全調査期間について，各年における植物園の総数を

算出し，その変遷を整理した。さらに，各年における植物園の設置者種別数を出し，

その変遷を整理し比較した。 

 

 

2−2−5 植物園の総数に対する設置者種別の構成割合の変遷 

第 2次世界大戦の終戦年である 1945（昭和 20）年を中心に前後 20 年ごとの年と最

終年の2019（平成31）年を対象に調査した。対象年における植物園の設置者種別数を

算出し，それぞれの年の植物園の総数に対する設置者種別の構成割合を算出し，その

変遷を整理した。 

 

 

2−2−6 閉鎖園に関する分析 

閉鎖園に関しては，次の 3項目の分析をして，設置者種別の比較を行った。 

 

2−2−6−1 閉鎖率 

全体と設置者種別について植物園の閉鎖率を算出し，3群以上のカイ 2乗検定にて 3

群間の有意差を確認した後，各 2 群間の多重比較についてカイ 2 乗検定で有意差を確

認した。検定では，多重性の問題を回避するために，ボンフェローニ補正を行った。  

 

2−2−6−2 閉鎖園の存続年数の分布 

設置年と閉鎖年から閉鎖園の存続年数を求めた。存続年数は年単位とし，閉鎖年を

含めて算出した。閉鎖園の存続年数の分布を箱ひげ図を用いて確認した。第 1 四分位

点と第 3 四分位点の間の長さ（四分位範囲）を求め，四分位範囲の長さの 1.5 倍をと

った範囲より外側にある数値を外れ値として扱った。また，設置者種別間の差異の有

意性を t検定により確認した。 
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2−2−6−3 閉鎖の主な理由 

調査により閉鎖に至った経緯が判明したものは，その理由を類似の内容に分類して

主な理由として整理した。 

 

 

2−2−7 閉鎖園の継承率および閉鎖後の状況 

 閉鎖後に，運営主体や内容が変化してもこれまでの植物を一部引き継いで同じ場所

で公開するなどの活動が続けられている場合を「継承」とした。閉鎖数を分母に継承

率を算出し，フィッシャーの正確確率検定により設置者種別間の差異の有意性を確認

した。また，閉鎖園の設置時期による継承率の違いを確認するために，設置時期を 2

－2－3 と同様に「戦前」と「戦後」に分けてそれぞれの継承率を算出し，フィッシャ

ーの正確確率検定により設置時期（戦前・戦後）の差異の有意性を確認した。また，

閉鎖後の状況の事例と，植物コレクションの移譲や園内活動の継続状況を調査した。  

 

 

2−2−8 2019（平成 31）年における植物園の状況 

2019（平成 31）年に存続している植物園について，各園の設置年から 2019（平成

31）年までの存続年数を求めた。存続年数は年単位とし，2019（平成 31）年を含めて

算出した。全体と設置者種別について植物園の存続年数の分布を箱ひげ図を用いて確

認した。第 1 四分位点と第 3 四分位点の間の長さ（四分位範囲）を求め，四分位範囲

の長さの 1.5 倍をとった範囲より外側にある数値を外れ値として扱った。また，クラ

スカル・ウォリス検定にて 3 群間の有意差を確認した後，各 2 群間の多重比較につい

てマン・ホイットニーの U 検定を行った。検定では，多重性の問題を回避するために，

ボンフェローニ補正を行った。 
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2−3  結果 

 

2−3−1 設置時期と設置者種別による植物園の設置数  

調査の対象とした全 216 園における設置時期（戦前・戦後）による植物園の設置数

は，戦前が 50 園（23.1％），戦後が 166 園（76.9％）であり，戦後には戦前の 3.3 倍

の設置数があった（表 2－1）。全調査期間における設置者種別の設置数は，学校園が

58園（26.9％），公立園が 103 園（47.7％），私立園が 55園（25.5％） であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2－1 設置時期（戦前・戦後）および設置者種別による植物園の設置数 

設置数（園） 戦前（ ％ ） 戦後（ ％ ） 合計（ ％ ）

　学校園 27 31 58（ 26.9 ）

　公立園 10 93 103（ 47.7 ）

　私立園 13 42 55（ 25.5 ）

　 合計 50（ 23.1 ） 166（ 76.9 ） 216（ 100.0 ）

% % %

表１ 設置時期（戦前・戦後）および設置者種別による植物園の設置数

注）戦前：1868-1945年 戦後：1946-2019年
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2−3−2 植物園の総数の変遷 

1868（明治元）年から 2019（平成 31）年における各年の植物園の総数の変遷を図

2－1 に示した。植物園の総数は最初緩やかに増加し，1910 年代に 10園を越えたのち，

1920 年代に入ると増加し，1945（昭和 20）年には 50 園となった。戦後は更に増加

し，2000 年代前半まで増加を続け 190園を上回った。その後，2005（平成 17）年の

191 園をピークに 2000 年代後半以降は一転して減少し，2019（平成 31）年には 175 

園となった。  

以上のことから，日本の植物園は明治期初めから 2000年代前半まで 130年余り増加

を続け，戦後には戦前の 4.3 倍の総数となったが，2000 年代半ば以降減少に転じてい

ることが明らかになった。 

 

 

2−3−3 植物園の設置者種別数の変遷 

1868（明治元）年から 2019（平成 31）年における各年の植物園の設置者種別数の

変遷と日本の植物園の総数に対する設置者種別の構成割合の変遷を図 2－1 に示した。

1872（明治 5）年に最初の公立園が設置されてから，1900 年代までは設置者種別数は

大差なく推移した。しかし，その後 1910 年代から学校園の増加が進み，1920 年代か

らは設置者種別でみるとやや異なる推移で増加が進んだが，1970 年代後半を境に設置

者種別数には，以下で述べるように，それぞれ大きく異なる推移があったことが明ら

かになった。 

学校園数は 1920 年代の始めの時点で 10 園を上回ったが，その後も 1920 年代に増

加が進み，1945（昭和 20）年には 27園となった。戦後も増加が続いたが，特に 1940

年代後半から 1950 年代前半に増加が進んだ。1970 年代終わりに 50園を超えたあと停

滞が続いたが，2000 年代前半に再度増加があり，2019（平成 31）年には 58 園となっ

た。学校園は 1880 年代後半から 1970 年代終わりまで 3設置者種別の中で最大の園数

を保った。1980 年代以降 3設置者種別の中で 2番目の数となったが，明治期から平成

期に至るまで減少することなく増加が続いた。 
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公立園数は 1930 年代前半までは 5園以下であり，増加が始まるのは 3設置者種別の

中で最も遅かった。公立園数は 1945（昭和 20）年には 10 園であり，戦後は 1940 年

代末から増加が始まり，1980 年代に入り 50 園を超えるまで増加が続いた。その後

1980 年代後半からはさらに増加が進み，2000 年代に入るまで増加が続いた。しかし，

2005（平成 17）年の 100 園をピークに減少が始まり，2019（平成 31）年には 91 園

となった。公立園数は1970年代前半まで3設置者種別の中で最も少なかったが，1970

年代末以降最大数となった。公立園は明治期から 2000 年代始めまで継続的に増加が続

き，その後減少に転じていた。 

私立園数は 1920年代半ば以降増加が始まり，1920年代後半から 1930年代前半に増

加があった後，1945（昭和 20）年には 13園となった。戦後は 1950年代後半から増加

が始まり，1970 年代半ばまで増加が続き 40園を上回った。1970 年代は微増減を繰り

かえし，1977（昭和 52）年には 43 園と最大数になったが，その後減少傾向となった。

1990 年代前半にかけて微増するも 1990 年代後半以降は減少が続き，2019（平成 31）

年には 26 園となった。私立園数は 1920 年代半ばから 1970 年代半ばまで 3設置者種

別の中では 2 番目で推移したが，1970 年代後半には 3設置者種別の中で最少となった。 

1868（明治元）年から 2019（平成 31）年の設置者種別数の変遷を比較すると，

1900 年代までは数も少なく大きな違いはみられなかったが，1910 年代以降 1970 年代

終わりまでは学校園が，1980 年代以降は公立園が最も多くなるなど，設置者種別数の

推移は時代ごとに異なっていた。また，私立園は公立園に先立って増加・減少するな

ど，設置者種別により植物園数の増加時期や減少時期にも違いが示された。 

同様に，植物園の総数に対する設置者種別の構成割合（2－3－4 において詳述する）

にも時代ごとに異なる推移がみられた。 
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（下段）明治期から平成期における日本の植物園の総数に対する 

設置者種別の構成割合の変遷 

図2－1（上段）明治期から平成期（1868-2019年）における日本の植物園の

総数および設置者種別数の変遷  N = 216  

注）全体：植物園の総数, 学校園・公立園・私立園：設置者種別数 
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2−3−4 植物園の総数に対する設置者種別の構成割合の変遷 

植物園の総数に対する設置者種別の構成割合は時代により大きく変化していた（図 

2－2）。 

学校園は 1885（明治 18）年は 50.0％であり，1905（明治 38）年には 62.5％を占め

た。その後割合を減らしたが，1945（昭和20）年の54.0％までは50.0％以上を占め，

1965（昭和 40）年の 40.0％までは最も高い割合を示した。その後 2005（平成 17）年

に 29.8％となるまで割合は減少したが，2019（平成 31）には 33.1％となるなど，3 

設置者種別の中における割合は相対的に高くなった。 

公立園は 1885（明治 18）年は 50.0％であるが，1905（明治 38）年の 12.5％以降

1965（昭和 40）年の 28.6％までは 3 設置者種別の中で最も低い割合を示した。しか

し，1985（昭和 60）年には 38.0％と一転して最も高い割合となり，2004（平成 16）

年には 52.4％， 2019（平成 31）年には 52.0％となるなど，2000年代以降には 50.0％

以上を占めた。 

私立園は 1905（明治 38）年の 25.0％から 1965（昭和 40）年の 31.4％まで 3 設置

者種別の中で 2番目に高い割合であり，1925（大正 14）年の 21.7％から 1965（昭和

40）年の 31.4％にかけて割合が増加した。しかし，1985（昭和 60）年に 26.7％とな

った以後は最も低い割合となり，2019（平成 31）年には 14.9％を占める状況となっ

た。 

このように，植物園の総数に対する設置者種別の構成割合は時代により大きく異な

り，日本の植物園の変遷を考える上で特徴的な変化があることが示された。  
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図 2－2 明治期から平成期における日本の植物園の総数に対する設置者

種別の構成割合の変遷 

注）N：各年における植物園の総数 M：明治 T：大正 S：昭和 H：平成 
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図－2 明治から平成における日本の植物園の総数に対する
設置者種別の構成割合の変遷

注）N：各年における植物園の総数 M：明治 T：大正 S：昭和 H：平成
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2−3−5 閉鎖園に関する分析 

 

2−3−5−1 閉鎖率 

調査対象とした 216 園の植物園のうち，閉鎖となった施設は全体で 41 園（19.0％）

であった（図 2－3）。設置者種別の閉鎖数および閉鎖率を比較すると，学校園の閉鎖

はなく，公立園 12 園（11.7％），私立園 29園（52.7％）であった。3設置者種別の閉

鎖率の間には 有意差があった（p＜.01）。また，それぞれ 2設置者種別の閉鎖率の間に

も有意差が確認できた。  

 

 

 

 

 

 

 

図 2－3 全体および設置者種別による植物園の閉鎖率の比較 
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2−3−5−2 閉鎖園の存続年数の分布 

公立園と私立園における閉鎖園の存続年数の分布を図 2－4 に示した。 

 

公立園における閉鎖園の最長存続年数は 106 年であった。この値を除く最大値は 49 

年，最小値は 19 年，第 3 四分位点は 47.3 年，中央値は 37.0 年，第 1四分位点は 28.0

年であった。 

私立園では 86 年と 75 年の外れ値を除くと，最大値は 71 年，最小値は 12 年，第 3 

四分位点は 46.5 年，中央値は 42.0 年，第 1 四分位点は 28.5 年であった。 

最大値と最小値の範囲幅は私立園の方が公立園より広かった。一方，公立園と私立

園における閉鎖園の存続年数の分布には有意差がなかった。また，第 3 四分位点と第 

1 四分位点の年数もほぼ同じ年数であり，閉鎖園の存在年数の平均値についても，公

立園が 41.3 年，私立園は 41.6 年であり，ほぼ同じ年数となった。 
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2−3−5−4 閉鎖の主な理由 

植物園の閉鎖の理由については，閉鎖の告知情報や沿革などの各種文献および各園

の関係者や設置者などへの聞き取りなどにより確認した。類似の理由を分類してまと

めたところ，主な理由として「法律の影響」「施設の変更」「経営の課題」の 3 つに整

理された（図 2－5）。 

「法律の影響」としては，公立園では 2007（平成 19）年の「地方公共団体の財政

の健全化に関する法律」に基づく「公の施設の見直し方針」による閉鎖，私立園 では 

1946（昭和 21）年の「自作農創設特別措置法」や「農地調整法改正法」に基づく土地

売却による閉鎖があった。 

「施設の変更」としては，公立園では関連施設との統合や移転などに伴う施設内容

の変更による閉鎖，私立園ではリニューアルなどに伴う施設内容の変更による閉鎖が

あった。 

「経営の課題」としては，私立園では経営者の死亡などによる閉鎖，経営会社の事

業再編などによる閉鎖があった。また，公立園と私立園に共通する理由として経営不

振による閉鎖があった。経営不振による閉鎖の詳細な理由としては，施設の老朽化，

災害復旧費や防災費の不足，温室の加温燃料の高騰および来園者減少などがあった。

さらに，来園者減少（注 2－6）の詳細な理由としては，大規模競合施設の台頭，少子

化による家族利用の減少，レジャーの多様化，不況など経済情勢の悪化，交通路の廃

線などによるアクセスの悪化，施設内容の陳腐化などがあった。  
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2−3−6 閉鎖園の継承率と閉鎖後の状況 

閉鎖園については，公立園と私立園双方で継承されている施設があった。植物園の

閉鎖数に対する継承率をみると，公立園は 25.0％，私立園は 24.1％であり，双方の継

承率には有意差はなかった（図 2－6）。しかし，設置された時期（戦前・戦後）によ

る閉鎖園の継承率を確認すると，公立園では戦前（33.3％）と戦後（22.2％）に有意

差がなかったが，私立園では戦前（71.4％）と戦後（9.1％）に有意差があり，戦前に

設置された私立園の継承率が有意に高かった（図 2－7）。 

植物園が閉鎖後に継承されていた場合，公立園では 同じ自治体の他の部局に移管さ

れた事例があった。また，私立園では敷地の寄付を受けた地方公共団体により継承さ

れた事例，地域の保存要望があったことで地方公共団体が敷地を買取り継承した事例，

同じ運営者が閉園後にリニューアルを行い，新たな施設として継承した事例などがあ

った。継承されなかった場合は，敷地は住宅地，商業地，大学，公園および運動施設

に改変されていた。さらに，閉鎖後の跡地利用の方針が立っていない場合は，未利用

地として閉鎖されていた。 

閉鎖後の植物コレクションについては，移譲などで栽培の継続先が確保された事例

があった。しかし，植物園で栽培されている植物は特殊なものも多く，栽培設備や栽

培技術のある移譲先を見つけることや移植方法が困難である状況が報道されていた

（注 2－7）。また，植物園内で行われていた活動については，ボランティア代表者へ

の聞き取りにより，植物園の閉鎖に伴って活動が終了した事例が確認された。 
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私立園ではリニューアルなどに伴う施設内容の変更に

よる閉鎖があった。「経営の課題」として、私立園で

は経営者の死亡などによる閉鎖、経営会社の事業再編

などによる閉鎖が示された。また、公立園と私立園に

共通する理由として経営不振による閉鎖があった。

経営不振による閉鎖の詳細な理由としては、施設の

老朽化、災害復旧費や防災費の不足、温室の加温燃料

の高騰および来園者減少などが示された。さらに、来

園者減少（6）の詳細な理由としては、大規模競合施設の

台頭、少子化による家族利用の減少、レジャーの多様

化、不況など経済情勢の悪化、交通路の廃線などによ

るアクセスの悪化、施設内容の陳腐化などがあった。

3.6. 閉鎖園の継承率と閉鎖後の状況

閉鎖園については、公立園と私立園双方で継承され

ている施設があった。植物園の閉鎖数に対する継承

率をみると、公立園は 25.0％、私立園は 24.1％であ

り、双方の継承率には有意差はなかった（図 7）。し

かし、設置された時期（戦前・戦後）による閉鎖園の

継承率を確認すると、公立園では戦前（33.3％）と戦

後（22.2％）に有意差がなかったが、私立園では戦前

（71.4％）と戦後（9.1％）に有意差があり、戦前に設

置された私立園の継承率が有意に高かった（図 8）。

植物園が閉鎖後に継承されていた場合、公立園では

同じ自治体の他の部局に移管された事例があった。ま

た、私立園では敷地の寄付を受けた地方公共団体によ

り継承された事例、地域の保存要望があったことで地

方公共団体が敷地を買取り継承した事例、同じ運営者

が閉園後にリニューアルを行い、新たな施設として継

承した事例などがあった。継承されなかった場合は、

敷地は住宅地、商業地、大学、公園および運動施設に

改変されていた。さらに、閉鎖後の跡地利用の方針が

立っていない場合は、未利用地として閉鎖されていた。

閉鎖後の植物コレクションについては、移譲などで

栽培の継続先が確保された事例があった。しかし、植

物園で栽培されている植物は特殊なものも多く、栽培

設備や栽培技術のある移譲先を見つけることや移植方

法が困難である状況が報道されていた（7）。また、植物

園内で行われていた活動については、ボランティア代

表者への聞き取りにより、植物園の閉鎖に伴って活動

が終了した事例が確認された。

3.7.2019（平成 31）年における植物園の状況

明治からの変遷を経て、2019（平成 31）年時点で

存続している植物園の総数は 175 園であり、設置者

種別数については学校園が 58 園、公立園が 91 園、

継
承

率

図８　設置時期（戦前・戦後）による閉鎖園の継承率
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図７　設置者種別による閉鎖園の継承率

　　　　　　　　� 注）N S：有意差なし

図 2－6 設置者種別による閉鎖園の継承率 

注）N S：有意差なし 
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私立園ではリニューアルなどに伴う施設内容の変更に

よる閉鎖があった。「経営の課題」として、私立園で

は経営者の死亡などによる閉鎖、経営会社の事業再編

などによる閉鎖が示された。また、公立園と私立園に

共通する理由として経営不振による閉鎖があった。

経営不振による閉鎖の詳細な理由としては、施設の

老朽化、災害復旧費や防災費の不足、温室の加温燃料

の高騰および来園者減少などが示された。さらに、来

園者減少（6）の詳細な理由としては、大規模競合施設の

台頭、少子化による家族利用の減少、レジャーの多様

化、不況など経済情勢の悪化、交通路の廃線などによ

るアクセスの悪化、施設内容の陳腐化などがあった。

3.6. 閉鎖園の継承率と閉鎖後の状況

閉鎖園については、公立園と私立園双方で継承され

ている施設があった。植物園の閉鎖数に対する継承

率をみると、公立園は 25.0％、私立園は 24.1％であ

り、双方の継承率には有意差はなかった（図 7）。し

かし、設置された時期（戦前・戦後）による閉鎖園の

継承率を確認すると、公立園では戦前（33.3％）と戦

後（22.2％）に有意差がなかったが、私立園では戦前

（71.4％）と戦後（9.1％）に有意差があり、戦前に設

置された私立園の継承率が有意に高かった（図 8）。

植物園が閉鎖後に継承されていた場合、公立園では

同じ自治体の他の部局に移管された事例があった。ま

た、私立園では敷地の寄付を受けた地方公共団体によ

り継承された事例、地域の保存要望があったことで地

方公共団体が敷地を買取り継承した事例、同じ運営者

が閉園後にリニューアルを行い、新たな施設として継

承した事例などがあった。継承されなかった場合は、

敷地は住宅地、商業地、大学、公園および運動施設に

改変されていた。さらに、閉鎖後の跡地利用の方針が

立っていない場合は、未利用地として閉鎖されていた。

閉鎖後の植物コレクションについては、移譲などで

栽培の継続先が確保された事例があった。しかし、植

物園で栽培されている植物は特殊なものも多く、栽培

設備や栽培技術のある移譲先を見つけることや移植方

法が困難である状況が報道されていた（7）。また、植物

園内で行われていた活動については、ボランティア代

表者への聞き取りにより、植物園の閉鎖に伴って活動

が終了した事例が確認された。

3.7.2019（平成 31）年における植物園の状況

明治からの変遷を経て、2019（平成 31）年時点で

存続している植物園の総数は 175 園であり、設置者
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図７　設置者種別による閉鎖園の継承率
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図 2－7 設置時期（戦前・戦後）による閉鎖園の継承率 

注）N S：有意差なし 戦前：1868-1945 年  
戦後：1946-2019 年  
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2−3−7 2019（平成 31）年における植物園の状況 

明治期からの変遷を経て，2019（平成 31）年時点で存続している植物園の総数は 

175 園であり，設置者種別数については学校園が 58園，公立園が 91園，私立園が 26 

園であった（図 2－8）。2019（平成 31）年時点で存続する植物園のうち，存続年数が

最も長いのは公立園の 148 年であり，次いで学校園の 143 年であった。存続年数が最

も短いのは学校園と私立園の 14 年であった。存続年数の分布をみると，全体では外れ

値の 148 年，143 年，134 年を除く最大値は 126 年，最小値は 14 年，第 3四分位点は

71.0 年，中央値は 53.0 年，第 1四分位点は 31.0 年であった。 

学校園の存続年数の最大値は 143 年，最小値は 14 年であり，最大値と最小値の範囲

幅が最も広かった。第 3 四分位点は 92.3 年，中央値は 70.5 年，第 1四分位点は 52.5 

年であった。 

公立園の存続年数については，外れ値の 148 年，111 年，99 年を除く最大値は 96 

年，最小値は 15 年と，最大値と最小値の範囲幅は 3設置者種別の中で最も狭かった。

第 3四分位点は 56.0 年，中央値は 40.0 年，第 1四分位点は 28.0 年であった。公立園

は第 3四分位点と第 1四分位点間の範囲幅も 3設置者種別の中で最も狭かった。 

私立園の存続年数の最大値は 126 年，最小値は 14 年で，第 3四分位点は 75.0 年，

中央値は 61.0 年，第 1四分位点は 27.0 年であった。第 3四分位点と第 1四分位点間

の範囲幅は私立園が最も広かった。 

平均の存続年数については，全体が 55.7 年，学校園が 72.8 年，公立園が 44.2 年，

私立園が 57.8 年であり，学校園が最も長く，公立園が最も短かった。3 設置者種別の

存続年数の分布には有意差があった（p＜.01）。また，設置者種別の存続年数の分布に

ついては，学校園と公立園の存続年数の分布にのみ，有意差が確認された（p＜.01）。 
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2−4  考察 

 

2−4−1 植物園の総数の変遷 

図 2－1 に示した 1868（明治元）年から 2019（平成 31）年における各年の植物園

の総数の変遷をみると，明治期以降 2000 年代前半まで，日本において植物園関連施設

は連続して多数設置されてきたことがわかる。先行研究では，植物園の 1990 年代の総

数の増加と 1999（平成 11）年以降の減少が指摘されていた 8)が，今回の調査では植物

園の総数の増加は 1990 年代だけではなく，戦前から 2000 年代まで続く長い期間の増

加であったことが明らかとなった。 

また，植物園の設置者種別数の変遷（図2－1）からは，1990年代における植物園の

総数の増加の主な要因は，公立園の増加によるものであり，対して 2000 年代以降の植

物園の総数の減少の要因は，1990 年代以降に加速した私立園の減少が 2000 年代前半

以降も多く認められたことに加えて，2000 年代前半から公立園の減少が継続したこと

に起因することがわかった。 

 

 

2−4−2 設置者種別数の変遷および 

植物園の総数に対する設置者種別の構成割合の変遷 

表 2－1 に示したように，戦後に設置された植物園が全体の 76.9％を占め，その

56.0％が公立園であったことは，岩槻の「日本植物園協会に属している植物園の多く

が戦後作られた地方公共団体管理の機構である」という記載 3) を支持する結果となっ

た。 

しかし，図 2－1 の植物園の設置者種別数の変遷や図 2－2 の結果をみると，設置者

種別による植物園数の多少関係や植物園の総数に対する構成割合は，時代により大き

く変化していた。このことから，公立園数が日本の植物園の総数に対して高い割合を

占めていたのは，1980 年代後半以降，特に 2000 年代から現在にかけての限定的な時

期であることが明らかになった。また，図 2－1 では近年の私立園数や公立園数の減少
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傾向が明らかになり，図 2－2 で示したように 2019（平成 31）年には相対的に学校園

の構成割合が増加していたことから，今後も植物園の総数に対する設置者種別の構成

割合は変化することが予想される。それに伴って日本の植物園に対する捉え方も見直

していく必要がある。 

また，図 2－2 に示した植物園の総数に対する設置者種別の構成割合の変遷では，戦

前は学校園が最も高い割合を占めていたが，戦前の1925（大正14）年から戦後の高度

成長期の 1965（昭和 40）年にかけては私立園が割合を伸ばし，一方で 1985（昭和 60）

年以降は公立園の割合が最も高くなった。このことは，戦前は高等教育の進展に伴い

主に学術研究を目的に植物園の設置が進められ，大正期の好景気や戦後の高度成長期

のレジャーの進展に伴って主に展覧を目的とした私立園の設置が進み，その後は都市

整備などの進展に伴い主に教育・普及や憩いの場の提供を目的とした公立園の設置が

進められたといった時代背景の影響があったと考えられる。 

あわせて， 2－1 で述べた植物園に期待される 4つの役割が各植物園に必ずしも揃っ

ていない課題についても，学校園，私立園，公立園の順に設置が進んだことで，設置

者種別によって目標とされる植物園の主たる役割が異なったことによると推察できる。

また，植物園の総数に対する設置者種別の構成割合が変化したことに伴い，時代を経

るごとに日本社会における植物園の理解やイメージも変化してきたと考えられる。さ

らに，長期にわたり時代に応じた植物園が展開されてきたことで，日本には多様な植

物園が存在するようになったと推察される。 

一方，本研究で示した植物園の設置者種別数の変遷の違いをふまえると，日本の植

物園の分析には，時代背景や植物園数の盛衰などの経過および設置者種別による構成

割合の変遷を考慮する必要がある。たとえば，先行研究では設置者種別を区別せずに

すべてを合わせて分析されていたものがあったが 5)6)7)，日本の植物園全体の傾向を的

確に捉えた結果とは限らないことが示唆された。これらの調査が行われた 1990 年代後

半から 2000 年代は，公立園が植物園の総数に対して高い割合を占め（図 2－2），設置

者種別によるそれぞれの構成割合が大きく異なる時期であったことによるバイアスが

懸念されるからである。また，先行研究で日本の植物園を「一律に括ることは大変難
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しい」とされた課題 6)に対しても，設置者種別に分けて解析することによって，より

明瞭な日本の植物園の特徴や傾向の把握が期待できる。 

 

 

2−4−3 設置者種別数の変遷と時代背景の関係 

植物園の設置者種別数の変遷と時代背景との関係を概観して以下に考察する。  

 

2−4−3−1 学校園数の変遷と時代背景 

図 2－1 に示したように，学校園数が 1920 年代から 1960 年代にかけて増加してい

た要因には，主に教育制度の発展 10)による影響があると考える。1919（大正 8）年に

は第二次帝国大学令の制定に伴って大学の学部教育が開始され，農学などの植物を扱

う学部が創設され学校園の設置が進んだ。 

また，1947（昭和 22）年には教育基本法と学校教育法が制定され，1956（昭和 31）

年には文部省令第 28号により大学設置基準が定められた。薬学部などで大学の附属施

設としての植物園の設置が法的に義務づけられたことで，学校園の設置は進められた。 

さらに，平成 16 年（2004）年には学校教育法の改正 11)があり，薬学教育が拡充さ

れて新設大学が増加したことにより，図 2－1 に示したように 2000 年代に再度学校園

が増加したと考えられる。  

 

2−4−3−2 公立園数の変遷と時代背景 

公立園の設置数が戦前には少なく戦後に多かったこと（表 2－1）や，戦後 2000 年

代に入るまで公立園数の増加が続いたこと（図 2－1）は，日本の経済状況と政策によ

る影響があると考えられる。 

明治時代の日本政府は近代国家の仕組みを確立する段階であり，日清戦争による賠

償金があった時期を除き経済的余裕はなかったことが指摘されている 12)。また，戦前

の日本の公共整備は「鉄道，道路，港湾といった経済活動と密接な関係を持つ交通・

通信事業の比重が大きかった点が特徴的」とされる 13)。また，特に植物園に関連する

「公園」に関しては，1919（大正 8）年に都市計画法が公布されても「緑地」が法文
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化されるのは 1940（昭和 15）年の改正に至るまでなかったように，道路，河川，港

湾などと比較して「公園」への社会的認識が低く，また遅れていたことが指摘されて

いる 14)。以上のことからも，戦前は公立園の設置は進まなかったと推察される。 

しかし，戦後の 1956（昭和 31）年には都市公園法が公布され 15)，その中において

法第二条第二項第六号の政令で定める教養施設の一つとして「植物園」が扱われたこ

とで，都市公園の中に植物園の設置が進められた。また，戦後の高度成長期を経て日

本の経済力が増したことに加えて，高度成長期に発生した公害問題や急激な都市化に

よる環境対策などの社会的課題に対し，1972（昭和 47）年の都市公園等整備緊急措置

法の公布や都市公園等整備五箇年計画の閣議決定など多様な都市緑化政策があり，公

立園の設置が促進された 16)。さらに，1985（昭和 60）年に開催が閣議決定され，

1990（平成 2）年に開催された大阪国際花と緑の博覧会を契機とする花や緑を求める

機運が農林水産省などの園芸振興施策などを後押しし 17)，図 2－1 で示したような

1990 年代前後の公立園の数の増加を大きく進めたと考える。  

 

2−4−3−3 私立園数の変遷と時代背景 

図 2－1 に示した私立園数の増減は，景気や社会情勢の影響が大きいと考えられる。

1910 年代後半からの大正バブルと言われる好景気 18)や，戦後の 1950 年代から 1970 

年代初めの高度成長期による好景気と時期を同じくして私立園数の増加が確認できる

（図 2－1）。さらに，戦前の私鉄各社の沿線開発 19)や戦後のレジャー開発 20)などに伴

い，私立園の設置が促進された。また，1914（大正 3）年の第 1 次世界大戦以降医薬

品の供給が途絶えたことへの対策により医薬品業界が活発化 21)したことも，製薬会社

の薬草園など私立園の増加に影響していると考えられる。 

一方，図 2－5 では閉鎖理由として温室の加温燃料の高騰が挙げられていたが，東京

都区部の灯油 18L当たりの小売価格が 1960 年代と 1980 年代初めとの比較では 5倍以

上になっているように 22)，1973（昭和 48）年から 1974（昭和 49）年，1978（昭和

53）年から 1979（昭和 54）年の 2 回のオイルショックによる灯油の高騰が，温室な

ど植物園の施設運営費を圧迫し，図 2－1 で示した 1970 年代や 1980 年代の私立園数

の減少に影響したと考えられる。また，東京ディズニーランドが開設された 1983（昭
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和 58）年は「テーマパーク元年」といわれるように 22)，その後，各地に大型のテーマ

パークが開発されたことも大規模競合施設の台頭（図 2－5）として経営を悪化させた

と考えられる。 

また，1990 年代からのバブル景気の崩壊などで，物質的で消費を伴う「大衆的なレ

ジャー」が衰退し，日常的で自己実現を求める「個性的レジャー」の時代となったこ

とが指摘されるように 20)，時代の変化やレジャーの多様化に伴い，たとえば，1998 年

はテーマパーク閉園のピークとされ，全国の遊園地・テーマパークの多くで入園者数

の減少が報告されている 24)ほか，図 2－5 で挙げられているような理由によって来園者

が減少し，経営不振により私立園数は減少したと考えられる。 

そのほかの視点として図 2－1 で示したように，私立園は戦前から公立園に先駆けて

設置され，一般利用者を対象とする植物園として先駆的な役割を果たしてきたが，

1990 年代に大きく増加した公立園数に反比例して，私立園数は減少の一途を辿ってい

ることが見てとれる。このことから，入園料がより安価である公立園が急激に増加し

た影響も私立園の経営を圧迫したことが推察できる。 
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2−4−4 植物園の閉鎖要因および長期的運営にむけた対策 

次に植物園の閉鎖要因と長期的運営に向けた対策について考察する。 

図 2－3 で示したように，学校園の閉鎖がなかった理由は，学校園には大学の設置基

準 10)により法的な担保性があるからと考えられる。 

図 2－4 において，閉鎖園の存続年数の平均年数は公立園（41.3 年）と私立園（41.6

年）の間には有意差がなく，第 3四分位点から第 1四分位点の年数がいずれも概ね 28

年から 47 年であったことからは，概ね 30 年から 50 年を経過すると施設の老朽化など

の経年に伴う課題が大きくなり，存廃にも影響することが推察される。このことは，

公立園と私立園の双方において，閉鎖園の閉鎖理由に施設の老朽化が確認されたこと

からも推察できる（図 2－5）。また，公立文化ホールの閉館要因を調べた研究 25)にお

いても，全体の 81％で老朽化の要因が挙げられており，閉鎖までの年数が平均 44.8年

であり，竣工後 36 年から 55 年に全体の 72％の施設が集中していたことは，今回の結

果と類似していると考えられる。また，公立文化ホールの閉館要因としては，「構造体

の耐用年数」「設備の更新時期」が挙げられていた。以上のことから，老朽化の課題に

対しては，施設の大規模修繕や改修，設備の更新などを計画的に行うことが長期的な

運営に有効であると考えられる。 

また，公立園の閉鎖については，先行研究で自治体の財政難の課題が挙げられてい

た 7)ように，地方自治法の一部を改正する法律（2003 年公布・施行）による指定管理

者制度の制度化 26)や，地方公共団体の財政の健全化に関する法律（2007年公布・2009

年全面施行）による戦後作られた公共施設の運営の見直し 27)の影響も考えられる。こ

のことは，図 2－5 で公立園の閉鎖の主な理由に公の施設の見直し方針が挙げられてい

ることからも確認できる。日本は戦後，公共投資による社会資本の整備を進めてきた

が，「国・地方を問わず財政に占める社会保障関連経費の比重が大きくなり，財政の硬

直化が進んでいる」ことが指摘されている 28)。こういった厳しい財政状況の中，公立

園が存続していくためには，長期的運営を見据えた施設のあり方を時代に合わせて定

期的に見直し，施設の目標や方針を明確にしておくことも重要となろう。 



第 2 章 ⽇本の植物園関連施設の数の変遷とその要因 
 

                     67 

計画的な施設改修やあり方の見直しの事例の 1つとしては，昭和 12 年に開園した公

立園である名古屋市東山動植物園がある 29)。中心施設である温室は日本国内に残る公

共の温室として最も古いことで，2006（平成 18）年に国の重要文化財（建造物）に指

定され（写真 2－1），その保存修理工事および工事に伴う植物の移植は検討段階から

2021（令和 3）年のリニューアルオープンまで 11 年以上をかけて丁寧に進められた 30)。

また，施設のあり方についても，2005（平成 17）年から東山動植物園再生検討委員に

よる検討を経て，2006（平成 18）年に「東山動植物園再生プラン基本構想」，2010

（平成 22）年に「東山動植物園再生プラン新基本計画」を策定するなど，時間をかけ

て検討され，それらをもとに計画的な改修が進められている 29)。 

近年の『日本植物園協会誌』（注 2－8）においても「植物園の温室」の特集記事で

温室の調査や再整備の報告が挙げられているように，植物園の施設のなかで特に温室

は再整備や維持管理のコストが高額となることが予想されるため，より計画的な対応

が必要である。 

 

写真 2－1 計画的に施設補修された名古屋市東山動植物園の温室 

注）2021 年 10 月 24 日筆者撮影 

 

写真－1 計画的に施設改修された名古屋市東山動植物園の温室 



第 2 章 ⽇本の植物園関連施設の数の変遷とその要因 
 

                     68 

一方，図 2－3 に示したように，私立園の閉鎖率が公立園に対して有意に高く，半数

以上が閉鎖していたことからは，公的な資金援助がない中で植物園を経営することが

難しいことが考えられる。また，公立園と私立園の閉鎖園の存続年数の分布を比較す

ると私立園の存続年数の分布幅が広く，たとえば短い場合には 12 年でも閉鎖されてい

たこと（図2－4）からは，私立園の閉鎖理由には経年による老朽化以外にも図2－5で

挙げられているように多様な要因があることが推察される。図 2－5 における閉鎖理由

に経営会社の事業の再編などの経営方針の見直しや，経営者の死亡による閉鎖が挙げ

られていることから，たとえ植物園自体の運営が順調な場合であっても，私立園の運

営においては常に閉鎖のリスクに備える必要があることが示された。 

さらに，公立園の運営については，近年「公共施設等の建設，維持管理，運営等を

行政と民間が連携して行うことにより，民間の創意工夫等を活用し，財政資金の効率

的使用や行政の効率化等を図る新たな公共施設の運営手法」として，PFI（Private 

Finance Initiative）による提案型の民間資本による再整備と運営 31)などが都市公園な

どで進められ，一部の公立園の植物園でも開始や検討が始められている 32) 33) 34)。しか

し，図 2－3 で明らかなように，私立園の植物園の多くが閉鎖するなど，植物園の運営

は民間では厳しい面もあることが示された。このことからも，収益性や活性化を主眼

とする運営手法では，植物園が長年継承してきた植物コレクションの維持管理や収益

性の少ない植物保全活動や教育活動などが不十分になる可能性が懸念される。また，

先行して PFI が進められた都市公園の事例では，新規の施設導入による既存樹木の伐

採などの課題が指摘されていること 35)などから，生きた植物コレクションや関連資料

を後世に継承するという植物園の役割を果たすための運営や改修事業等の実施には，

その文化的価値や栽培技術などの特殊性の面からも，十分な検討や検証が必要である。 

 

 

2−4−5 閉鎖園の継承およびコレクションの保護 

閉鎖後の植物園の状況については，同じ場所で運営者，内容，規模などを変えて継

承された場合と，継承されなかった場合があった。公立園と私立園の閉鎖後の継承率

をみると，調査期間全体では図 2－6 で示したように双方に有意差はなかったが，閉鎖
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園の設置時期（戦前・戦後）による継承率の比較では，私立園において戦前は戦後よ

り有意に継承率が高かった（図 2－7）。 戦前に設置された私立園で閉鎖後に継承され

た事例としては，地域住民に存続が望まれ地方公共団体で継承された園があった（注

2－9）。 表 2－1 で示したように戦前は植物園の設置数が戦後と比較すると少なかった

ことや，図 2－2 で示したように戦前は植物園の総数に対する学校園の構成割合が高か

ったことを考えると，来園者にとって戦前に設置された私立園は希少であり，思い出

に残る場所となったことで，住民による保存活動に繋がったと考えられる。地域に必

要とされる場所となることは，今後の植物園の持続的な運営を考える上でも重要にな

ろう。 

一方，閉鎖後に継承されず，住宅地や商業地に改変されていた場合は，閉鎖により

緑地としての機能が大きく失われたと言える。例えば，植物園において多くの種類の

野鳥の観察が報告されているように 36)，植物園の閉鎖に伴い，様々な野生生物の貴重

な生息地も失われることが懸念される。植物園は公園などの一般的な緑地より多様な

植物が収集されている ことから，豊かな生態系が維持されてきた可能性がある。図 2

－7 では公立園と私立園の双方で，戦前と比較すると戦後の閉鎖園の継承率は下がっ

ていたことからも，景観や環境といった緑地保全の観点において，より慎重な対応が

望まれる。 

次に，植物コレクションの移譲の課題について述べる。植物園の閉鎖に際しては，

長年かけて収集されてきた貴重なコレクションは移譲などにより他所で引き継がれる

場合（注 2－10）と，引き継がれない場合がある。植物園の資料の主体を占める生体

植物コレクションは途切れない栽培管理が必要であり，移植が困難なものや，樹木な

どの大きな個体もあることから，他種の博物館の資料と比較すると移動自体が難しい。

それは，閉鎖園の植物コレクションの移譲が困難であることが報道されていた（注 2

－7）ことからも窺い知れる。 

さらに，植物園が扱う植物は種類も多く，栽培が困難なものがあることが推察され

るが，閉鎖に際して蓄積されてきた特殊な栽培技術も失われる懸念がある。たとえ移

譲された場合でも，栽培技術が継承されないと維持管理が困難になる可能性もあろう。

このように，生体植物コレクションの継承の困難さは想像に難くないが，江戸期に薬
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園などで収集されていた植物が，明治維新後の廃藩などによりほとんどが失われたこ

と 37)を繰り返さぬよう，後世に継承する仕組みなどのセーフティネットの構築が必要

である。それは，災害被害時のレスキュー対応の視点からも有益と考えられる。たと

えば，2011（平成 23）年に起こった東日本大震災時に，文化財と比較して法的に保護

されていない自然史標本の保護が迅速に進まなかった課題に対し，それらを「自然史

財」として「法的・公的に保護するべき」とした議論が進められてきているが 38)，同

様に，植物園で長年かけて収集や栽培されてきた生きた標本や関連資料についても，

保護の体制が必要である。災害復旧費や防災費の不足から植物園自体が閉鎖に至った

ケースもあった（図 2－5）ことからも，人材の育成やネットワーク構築も含め，通常

時からの体制作りが望まれる。 

最後に，植物園が閉鎖後に継承されなかった場合の別の課題を考える。植物園の閉

鎖に伴いボランティア活動が終了した事例があったことから，閉鎖により地域の活動

の場や人々の繋がりが失われる懸念がある。植物園が園内の植物管理や園内ガイドな

どのボランティア活動の場や自然観察会などの交流の場，および展示会などの文化活

動発表の場となっている場合，代替えとなる場の提供など，地域活動の継続への支援

も検討する必要があろう。 
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2−4−6 現在の植物園 

調査最終年の 2019（平成 31）年の結果から，現在の植物園について考察する。近

年，公立園の数は減少が続いている状況（図 2－1）であるが，図 2－1 に示したよう

に 2019（平成 31）年の植物園の総数に対して，公立園が過半数を占めていたことか

ら，現在の日本の植物園としては，公立園が最も一般的な存在であると考えられる。 

図 2－8 に示したように，2019（平成 31）年に存続している植物園全体の存続年数

の分布は 148 年から 14 年まで幅が広く，また，3設置者種別のいずれも存続年数の幅

が広かった。このように様々な存続年数の植物園があることは，先行研究で指摘され

ていた日本の植物園の多様性 2)の要因の 1つであり，日本の植物園の特徴である。 

また，植物園全体の存続年数の分布の第 3四分位点は 71.0 年，第 1四分位点は 31.0

年であることからは，現在の日本の植物園の半数は概ね 30－70 年の存続年数であるこ

とが示された。先行研究では日本の植物園は「ヨーロッパに比べると，かなり歴史が

短い」ことが指摘されていた 7)が，西洋の植物園と比較すると歴史が短いとはいえ，

日本は植物の成長に適した温暖多雨な気候であるので，30－70 年の存続年数の園であ

っても，十分に成長した樹木の姿などが観察できる園が多いと考えられる。 

さらに，学校園と公立園の存続年数の分布には有意差があった（図 2－8）ことは，

表 2－1 や図 2－1 に示したように，学校園は戦前から設置が進んだが，公立園はその

多くが戦後に設置されていることから，双方の設置時期の差によるものと考えられる。 

 

次に，設置者種別について考察を行う。学校園は，存続年数の幅が最も広かった

（図 2－8）。これは，学校園が明治期から平成期まで長い期間設置され続けているこ

と（図 2－1）や，閉鎖がなかったこと（図 2－3）によると考えられる。学校園の存続

年数の平均値は 70.5 年と 3設置者種別の中で最長であることから，歴史性（注 2－11）

を活かした運営の可能性が考えられる。 

公立園は，3設置者種別の中で数が最も多かったが，第 3四分位点が 56.0 年，第 1 

四分位点が 28.0年と半数の存続年数の範囲幅は最も狭かった（図 2－8）ことから，存

続年数が似通った園が多いことがわかる。また，2019（平成 31）年時点の公立園の存

続年数の平均値は 44.2 年であった。これは，図 2－4 で示した公立園の閉鎖園の平均
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存続年数である 41.3 年を超えており，さらに 2000 年代より公立園の減少が続いてい

た（図 2－1）ことからも，現在多くの公立園が老朽化の課題に直面している可能性が

示唆される。公立園の存続に関わる老朽化の課題をどう乗り越えていくかの検討が急

がれる。 

私立園は，3 設置者種別の中で数が最も少なかった（図 2－1）。しかし，最大値と最

小値からみた存続年数幅は学校園と同様であり，第 3 四分位点と第 1 四分位点間の範

囲幅は私立園が最も広かった（図 2－8）。このことからは，私立園は数が少なくとも，

さまざまな歴史背景を持った園で構成されていると考えられる。今後は個性を活かし

た運営が期待される。 
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2−5  結論 

 

本章では，日本で唯一の植物園に関する団体である日本植物園協会に入会歴のある 

216 園の植物園関連施設を対象に，設置・閉鎖に着目した定量的調査を行い，明治期

から平成期までの 150 年余りの期間における日本の植物園の数の変遷を，学校園，公

立園，私立園の設置者種別に分けて調査し，時代背景との関係から変遷の要因を概観

し，長期的運営に向けた課題の分析と考察をおこなった。本研究で日本の植物園に関

する知見として明らかになったことを以下にまとめる。 

 

【1】日本の植物園は明治期初期から設置され，戦後の植物園の総数は，戦前の 4.3倍   

に増加したが，2000 年代後半以降減少に転じた。 

 

【2】学校園，公立園および私立園の設置者種別数の変遷には時代による違いが示され  

たが，特に 1970 年代後半以降の推移に大きな差が確認できた。 

 

【3】植物園の総数に対する設置者種別の割合は，明治期には学校園，大正期から昭和   

期の高度成長期にかけては私立園，その後は公立園の順に増加が示された。 

 

【4】学校園のみ植物園数の増加が続いたが，私立園は 1970 年代より，公立園は 2000    

年代より減少した。 

 

【5】私立園の閉鎖率は 52.7％と学校園と公立園より有意に高かった。閉鎖園の平均 

存続年数は公立園 41.3 年，私立園 41.6 年と有意差がなかった。 

 

【6】植物園の閉鎖の主な 3つの要因には，法律の影響，施設の変更，経営の課題が確 

認された。戦前に設置された私立園は閉鎖後の継承率が高かったが，戦後に設置   

された公立園，私立園の閉鎖園の継承率は低かった。 
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【7】2019（平成 31）年に存在した植物園の存続年数は 14年から 148年と分布幅が広  

いが，主な分布は 30－70 年であり，学校園と公立園の存続年数には有意差があ

った。 

 

 日本における植物園関連施設は，明治期から平成期まで継続して設置されてきたこ

とで，多様な存続年数の施設があることが特徴である。学校園，私立園，公立園の順

に設置が進み，植物園の総数に対するそれぞれの構成割合に変遷があったことで，植

物園が果たす主な役割に偏重が生じ，日本社会における植物園に対する捉え方も時代

に応じて変化してきたと推察される。 

植物園の総数の減少傾向が認められる現在，植物コレクション，収集資料および栽

培技術などの継承，地域活動の繋がりの継続や地域活性化，生物多様性保全などの環

境課題や SDGs などの社会的課題への対応，教育活動の充実など，多角的な視点から

植物園の存在意義を問い直す必要が高まっていると考えられる。 

また，本研究結果から，存続年数の視点により各園の特色や課題を解析して運営に

活かすこともできよう。長期的な視点に立った計画的な維持管理と時代に対応したあ

り方の定期的な見直しによる日本の植物園の長期的運営の実現が望まれる。 

なお，本研究では日本植物園協会に入会歴のある施設を対象としたため，当協会に

入会していない施設，明治期以降に設置され当協会の設立までに閉園した施設，およ

び戦時中に設置された台湾など国外の施設は対象としていない。今後は，今回対象と

しなかった植物園関連施設についても他の文献や現地調査などにより明らかにするこ

とで，より詳細に日本の植物園の変遷の様子を補うことが期待される。 

また，本研究では日本の植物園関連施設の 150 年余りの変遷を総論的に概観するこ

とに重点を置き，各時期や各園の詳細な検討は行わなかった。今後は設置者種別ごと

の詳細な分析を進め，多彩な日本の植物園の成り立ちや課題を明らかにしていく必要

がある。 
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第 2章 補註と引用文献 

 

［補註］ 

（注 2－1）社会教育調査は，社会教育行政に必要な社会教育に関する基本的事項を   

明らかにすることを目的として，概ね 3 年ごとに実施されており，植物 

園は博物館のひとつとして調査の対象となっている。 

https：//www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa02/shakai/gaiyou/ 

chousa/1268405.htm（2025.12.11参照）。 

（注 2－2）1951（昭和 26）年に制定された博物館法（2022 年に一部改正）による

と，「博物館」とは，歴史，芸術，民俗，産業，自然科学等に関する資

料を収集し，保管（育成を含む。）し，展示して教育的配慮の下に一般

公衆の利用に供し，その教養，調査研究，レクリエーション等に資する

ために必要な事業を行い，併せてこれらの資料に関する調査研究をする

ことを目的とする機関（社会教育法による公民館及び図書館法による図

書館を除く。）のうち，登録を受けたものとされる。 

（注 2－3）公益社団法人日本植物園協会の HP： 

http：//www.syokubutsuen-kyokai.jp（2025.12.11参照）。 

公益社団法人日本植物園協会は，日本の植物園で唯一の全国組織である。

1947（昭和 22）年に任意団体として発足し，1966（昭和 41）年に社団

法人日本植物園協会となり，2013（平成 25）年に公益社団法人に移行

している。 

（注 2－4）『日本植物園協会誌』は公益社団法人日本植物園協会で発行されている

専門誌。 

（注 2－5）公益社団法人日本植物園協会が会員向けに発行している会員名簿（2015  

－2020 年）  

（注 2－6）来園者減少の一例として，2003（平成 15）年 11 月 28 日付の毎日新聞

神奈川県地方版には，真鶴町に 1963（昭和 38）年に開園した「真鶴サ

ボテンランド」についての閉園の発表記事がある。「大きなテーマパー
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クが登場した影響や，サボテンそのものに魅力がなくなった」ことで，

1991（平成 3）年度に約 24万人あった来園者が 2002（平成 14）年には

7万人まで落ち込み，「入園者が減少し，経営状況が厳しくなった」との

会見内容が紹介されている。 

（注 2－7）2015（平成 27）年 2月 16日付の神奈川新聞には，箱根芦ノ湯フラワー  

センターについて，「『長老』ガジュマル移植難しく箱根の熱帯植物園 3

月に閉館」との記事があり，2019（平成 31）年 4月 4日付の長崎新聞に

は，長崎県亜熱帯植物園について「難航する植物移譲温室の 120 種は枯

れる恐れも」と報道されている。 

（注 2－8）令和 2 年や 3 年の日本植物園協会誌（56・57号）には温室に関するアン   

ケート結果や特集記事が掲載されている。 

（注 2－9）向ヶ丘遊園は 1927（昭和 2）年に開園し，2002（平成 14）に閉鎖して

いるが，閉鎖と同年に「向ヶ丘遊園の緑を守り，市民いこいの場を求め

る会」が発足し，2004（平成 16）年に川崎市が跡地の一部であるばら

苑と周辺樹林地7.4haを購入し継承している。同様に，谷津遊園は1925

（大正 14）年に開園し 1982（昭和 57）年に閉鎖したが，習志野市が跡

地の一部を継承している。 

（注 2－10）向ヶ丘遊園の閉鎖に伴い，同じ運営会社グループのホテル敷地におい

て，コレクションの一部を引き継いだローズガーデンが開園している。 

（注 2－11）学校園には，東京大学大学院理学系研究科附属植物園（小石川植物園）

や熊本大学大学院生命科学研究部グローバル天然物科学研究センター

附属薬用植物園など，江戸期の薬園に由来している園も複数ある。園

内に残された史跡をはじめ，古くからの樹木は生きた資料として歴史

性がある。また，明治時代の温室の遺構など建築史上重要なものを保

存展示する園もある。理学，薬学および農学など近代科学の導入から

発展に関する資料を活用した，近現代史を伝える場としての植物園の

展開も期待される。 
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第 3章 

日本の植物園関連施設の地理的分布の変遷とその要因 

 

3−1  研究背景と目的 

 

第 1 章 1－1－5 で述べたように，生物多様性の危機などの世界的課題や地球の持続

可能性に取組むために，植物園の新設や役割の見直しを進める世界の潮流があり，ま

た，世界の植物園は北半球の温帯地域に多いことや都市部に植物園が多くあることな

ど，地理的分布には偏りがあることが指摘されている。そういったなか，植物園の少

ない熱帯地域などでより積極的な植物園の設置が必要とされている状況がある。 

一方，第 1章 1－2 で述べたように，日本の国土は南北に長く，多くの島嶼で構成さ

れている特徴から，日本の植物は固有種が多く，全体の約 25％は絶滅危惧植物である

状況がある。また，環境課題が深刻化するなかで生物多様性保全の観点から，植物園

の充実や地域に根ざした活動への期待の高まりがある 1)。 

しかし，第 2 章の日本植物園協会に入会歴のある植物園関連施設の明治期以降の数

の変遷を調べた研究では，日本の植物園の総数は 2000 年代以降減少が続いていること

が明らかとなり，長期的運営に向けた対策の必要性があることが示された。 

こういったなか，日本でどのように植物園が配置されてきたのか，その地理的分布

の変遷を明らかにすることは地域の特徴や課題を捉え，植物園の発展に寄与するため

に有益と考えられる。 

日本の植物園に関する既往研究には，第 1 章 1－3－1 で述べたように，植物園にお

ける環境教育の国際比較 2)，植物園の運営に関する研究 3)などがあり，また，日本植物

園協会の関連書籍 4) 5)などでその時々の植物園の所在地は把握できるが，日本の植物園

の地理的分布の変遷を時系列に沿って分析した研究は未だにない。こういったことか

ら，明治以降に近代的施設として設置がはじめられた日本の植物園に関する研究の蓄

積は少なく，その地理的分布の展開過程や現状は十分に把握できていない状況にある。 
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一方，第 2 章では，学校園，公立園，私立園で植物園数の変遷が大きく異なること

が示されたことから，設置者種別の調査を行うことで，より詳細な地理的分布の違い

を把握することができると考えられる。 

そこで，本章では日本の植物園の地理的分布に着目し，1868（明治元）年から 2019

（平成 31）年の植物園数を都道府県別に明らかにし，設置者種別・地方別・都道府県

別に地理的分布を分析し，時代背景や文献と合わせて植物園の地理的分布の変遷の要

因や特徴および課題を考察することを目的とした。また，植物園数に影響を与える要

因を調べるために，都道府県別の植物園数と社会経済的要因との関係を分析す
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3−2  研究方法 

 

3−2−1 研究対象とする植物園とその設置者の分類 

 

第 1 章 1－4－1 で述べたように，本研究では日本植物園協会に入会歴のある施設を

研究対象とした。2015（平成 27）年に発行された日本植物園協会編集の『日本の植物

園』5)の資料編に示されているこれまでの入会園リストおよび近年の会員名簿（注 3－

1）をもとに，日本植物園協会発足年である 1947（昭和 22）年から平成期の最終年で

ある 2019（平成 31）年までの期間に入会歴がある会員園を対象とした。 

そのうち，1868（明治元）年以降に日本国内に設置された植物園を対象とし，江戸

期に薬園などとして存在した期間は対象外とした。また，日本植物園協会に会社名や

組織名などで入会しているために植物園の特定ができない場合や，設置年や閉鎖年が

特定できない場合は対象外とした。さらに，公園などの敷地の中にある特定の施設の

みを示す名称で植物園協会に入会している場合は，その施設のみを対象とした。これ

らの整理により，216園の植物園を対象として調査を行った。 

また，第 1 章 1－4－2 設置者の分類により，本研究では大学など学校に属し教育研

究利用を主たる目的とする施設を「学校園」，一般社会の利用を主たる目的とする施設

のうち，国や地方公共団体など公的な組織が設置した施設を「公立園」，会社などや個

人が設置した施設を「私立園」とし，学校園，公立園，私立園の 3 設置者種別で分析

を行うこととした。 

 

 

3−2−2 調査内容と調査期間 

パンフレットや沿革史などの各種文献，各園や設置者のホームページなどのインタ

ーネットの情報検索および各園や設置者などへの聞き取りによって，植物園の設置さ

れた都道府県，設置年，閉鎖年，設置者などを調査した。また，設置年と閉鎖年から

調査期間における各園の存在時期を明らかにした。存在時期は年単位とし，閉鎖年を
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含むこととした。各園の存在時期をもとに各調査年における植物園数を確認した。施

設の始まりを示す表現としては施設により設置，開設，開園などの表現の違いがあっ

たが，本研究においては「設置」としてまとめ，一つの施設に複数の段階の記載など

がある場合は最も古い年を採用した。施設の終わりを示すものとしても閉鎖，閉園な

どの表現の違いがあったが，「閉鎖」としてまとめた。また，途中で第 2次世界大戦や

その後の接収および改修などにより一時休園をしている期間がある場合や，組織再編

などにより施設の名称を変更している場合であっても，その後引き続き同じ場所で継

続して運営されている場合は存続として扱った。大学の附属施設では，運営者である

大学が組織の統廃合や移転を経ている場合があるが，日本植物園協会に加入した施設

が属する大学の母体となる教育機関に植物園があることが文献記載や図面記載および

写真などで確認できた時点を設置年とし，統合などによる植物園の移転は存続として

扱った。また，大学に複数の植物園がある場合は，それぞれが日本植物園協会に加入

している場合のみ別の調査対象とした。 

なお，調査に用いた文献は考察時に時代背景や要因などの検討資料としても使用し

た。 

調査は 2020（令和 2）年 1月から 2022（令和 4）年 7月にかけて実施した。  

 

 

3−2−3 戦前・戦後の区別 

第 2次世界大戦終戦年の 1945（昭和 20）年を境とし，1868（明治元）年から 1945

（昭和 20）年の期間を「戦前」，1946（昭和 21）年から 2019（平成 31）年の期間を

「戦後」とした。  

 

 

3−2−4 設置者種別による分布都道府県数と全国に対する分布割合の変遷 

第 2次世界大戦の終戦年である 1945（昭和 20）年を境とし，前後 30 年ごとの年と

調査最終年である 2019（平成 31）年について，植物園が設置された都道府県数を調
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べ，3 設置者種別で植物園が設置された都道府県数の変遷と全国（47 都道府県）に対

する分布割合の変遷を整理した。 

 

 

3−2−5 地方別の植物園数の変遷 

47 都道府県を北海道，東北，関東，中部，近畿，中国・四国，九州・沖縄の 7 地方

に分け，地方ごとの植物園数の変遷を調査した。調査年は第 2 次世界大戦の終戦年で

ある 1945（昭和 20）年を境とし，前後 30 年ごとの年と調査最終年である 2019（平

成 31）年を対象とした。さらに，植物園総数に対する 3 大都市圏を含む関東・中部・

近畿地方の植物園の合計数の割合を算出し変遷を整理した。  

 

 

3−2−6 都道府県別の植物園数と社会経済的要因の関係 

第 1 章の 1－1－5 で述べたように，植物園数に影響を与える要因には，社会経済的

要因の影響があることが指摘されていることから，都道府県別の植物園数に影響を与

える要因を特定するために 1⼈あたりの GDP と人口について分析を行った。分析年は，

第 2章で植物園総数が最大の時期であった 2005（平成 17）年を対象年とした。都道府

県別の植物園総数を⽬的変数とし，都道府県別の 1 人あたりの GDP と都道府県別の人

口については標準化した値を説明変数として重回帰分析を行った。また，推定回帰式

を作成し，各説明変数の有意性，重相関係数 R および自由度調整済決定係数 R2を調べ

た。 

さらに，有意な説明変数については，3 設置者種別で散布図を作成し，植物園数と

説明変数の相関関係について比較分析した。相関係数と回帰直線の計算式を出し，相

関の t 検定により有意性を確認した。また，植物園数と説明変数の相関関係の変遷を

みるために植物園の園数が一定数増加した戦後の 1955（昭和 30）年，1975（昭和 50）

年，2005（平成 17）年について 3設置者種別で経年変化を比較した。なお，2019（平

成 31）年については国勢調査が行われていないため分析の対象としなかった。 
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都道府県別人口は総務省統計局の人口統計を使用し，1 人あたりの GDP は内閣府の

県民経済計算（平成 17 年基準係数）の 2005（平成 17）年の県内総生産（生産者価格

表示）を都道府県別人口で除した数値を使用した。なお，分析は Microsoft Excel

（16.78.3）で行った。 

 

 

3−2−7 都道府県別の植物園数と人口比率の変遷 

3 設置者種別の植物園数の変遷を都道府県別に整理した。また，総人口に対する都

道府県別の人口比率を算出し，植物園数と比較を行った。総人口に対する都道府県別

の人口割合は総務省統計局のデータから算出した。調査年は日本で国勢調査が開始さ

れた 1920（大正 9）年を最初の年とした。国勢調査は 5 年ごとに実施されているが，

1945（昭和 20）年は沖縄の数値が無いことから，戦前の年代として 1940（昭和 15）

年を調べた。また，戦後については高度成長期前の 1955（昭和 30）年，高度成長期

の終わりとされている 1975（昭和 50）年，植物園の総数が最大の時期である 2005

（平成 17）年，および調査最終年の 2019（平成 31）年とした。 

なお，2019（平成 31）年については国勢調査が行われていないため，総務省統計局

による人口の推定値を用いた。  

 

 

3−2−8 植物園の全国分布の変遷 

1915（大正 4）年から 30 年ごとの年と，2019（平成 31）年の都道府県別植物園数

を地図に表し，植物園の全国分布の変遷を示した。 
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3−3  結果 

 

3−3−1 設置者種別による分布都道府県数と全国に対する分布割合の変遷 

設置者種別による植物園の分布都道府県数の変遷には違いがあった（図 3－1）。 

学校園は 1885（明治 18）年に 1 園が東京都に設置され，1915（大正 4）年の分布

は 7 都道府県，1945（昭和 20）年の分布は 17 都道府県であった。戦前には学校園は

3 設置者種別の中で最も分布都道府県数が多かった。学校園は戦後も分布が増加した

が，2005（平成 17）年の分布が 24 都道府県となった後，変化はなかった。すなわち，

学校園は主に戦前に地理的分布を広げ，全国の 48.9％の都道府県に分布した。 

公立園は 1885（明治 18）年には 1園が東京都に設置されていたが，徐々に分布都道

府県数が増加し，1945（昭和 20）年は 6 都府県となった。戦後は 2005（平成 17）年

まで分布都道府県数の増加が続き 36 都道府県となった後，変化はなかった。すなわち，

公立園は主に戦後に地理的分布を広げ，3 設置者種別で最多である全国の 76.6％の都

道府県に分布した。 

私立園は 1915（大正 4）年から分布し，1945（昭和 20）年には 9 都府県に設置さ

れていた。戦後は分布都道府県数が増加し，1975（昭和 50）年には 21 都府県と

44.7％の都道府県に分布していた。しかし，その後は一転して分布都道府県数が減少

し，2019（平成 31）年には 17 都道府県と，3 設置者種別で最少である全国の 36.2％

の都道府県での分布となった。すなわち，私立園は 1975（昭和 50）年を境に分布都

道府県が減少する変化がみられた。 

 

全国（47 都道府県）に対する植物園が存在する分布都道府県の割合は，明治期から

平成期にかけて増加していた（図 3－1）。1885（明治 18）年には 2.1％であったが，

戦前は主に学校園により分布割合が増加し，1945（昭和 20）年には 42.6％となった。

戦後は公立園と私立園の分布都道府県数が増加し，1975（昭和 50）年には全国に対す

る植物園の分布割合は 74.5％となった。その後も，公立園により分布都道府県数が増
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加し，2005（平成 17）年には全国に対する植物園の分布割合は 89.4％まで増加した

が，2019（平成 31）年には減少し 87.2％になった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1  設置者種別による植物園の分布都道府県数（左軸）と 

全国に対する植物園の分布割合（右軸）の変遷 
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3−3−2 地方別の植物園数の変遷 

地方別の植物園数の変遷には違いがみられた（図 3－2）。関東地方では 1885（明治

18）年には 2園，1915（大正 4）年には 6園，1945（昭和 20）年には 20園となるな

ど，戦前には30年ごとに3倍以上となる園数の増加があった。その後，戦後1975（昭

和 50）年 には 47園となり，2005（平成 17）年には 60園を超えた。2019（平成 31）

年には 55 園となり，2005 年と比較して減少したが，関東地方は調査期間中，7 地方

の中で最も多い園数で推移した。 

近畿地方では 1915（大正 4）年に 2園であったが，1945（昭和 20）年には 17園と

なるなど，1915（大正 4）年からの 30 年で 8 倍以上増加した。戦後も増加を続け，

2005（平成 17）年には 40園を超えたが，2019（平成 31）年には減少し 37園となっ

た。近畿地方は 1945（昭和 20）年以降 2番目に多い園数で推移した。 

中部地方では 1915（大正 4）年には 3園，1945（昭和 20）年には 7園であったが，

戦後の 30 年で 3倍以上増加し，1975（昭和 50）年には 25園となった。その後も増加

を続け，2005（平成 17）年には 38 園となったが，2019（平成 31）年には減少し 35

園となった。中部地方は 1945（昭和 20）年以降 3番目に多い園数で推移した。 

九州・沖縄地方では 1915（大正 4）年には 1 園，1945（昭和 20）年には 4 園であ

ったが，1975（昭和 50）年に 12園，2005（平成 17）年に 24園と戦後も増加を続け

た。2019（平成 31）年には数が減少し 22 園となった。九州・沖縄地方は関東・近

畿・中部地方と比較すると数は少ないが，4 番目に多い園数で推移し，時代を経るご

とに植物園総数に対する割合が増加した。 

中国・四国地方では戦前の設置がなかったが，戦後は設置が進み，1975（昭和 50）

年には 8園，2005（平成 17）年には 13園になった。2019（平成 31）年には 1園の減

少がみられた。中国・四国地方は 1975（昭和 50）年以降 5 番目に多い園数で推移し

た。 

東北地方では 1945（昭和 20）年に 1園となった後，戦後に園数が増加し 1975（昭

和 50）年には 4園，2005（平成 17）年には 8園となり，2019（平成 31）年の段階で

は増減がなかった。 
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北海道地方では 1915（大正 4）年に 1 園となった後，1945（昭和 20）年まで増加

はなかったが，戦後は 2019（平成 31）年まで増加を続け 6 園となった。2005（平成

17）年以降も増加したのは北海道地方だけであった。 

 

植物園総数に対する関東・中部・近畿地方の植物園合計数の割合は戦後減少した

（図 3－2）。植物園は 1885（明治 18）年には関東地方のみに分布したが，中部・近畿

地方でも増加し，植物園総数に対する関東・中部・近畿地方の植物園合計数の割合は

1945（昭和 20）年には 88.0％となった。戦後は他の地方でも植物園が増加したこと

で，全国の植物園総数に対する関東・中部・近畿地方の植物園合計数の割合は減少し，

2005（平成 17）年には 73.3％，2019（平成 31）年には 72.6％となった。  

 

 

 

図 3－2  地方別の植物園数（左軸）と植物園総数に対する関東 

   ・中部・近畿地方の植物園合計数の割合（右軸）の変遷 
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3−3−3 都道府県別の植物園数と社会経済的要因の関係 

2005（平成 17）年について，都道府県別の植物園総数を⽬的変数とし，都道府県別

の 1 人あたりの GDP と都道府県別の人口の標準化係数を説明変数とした重回帰分析の

推定回帰式は次のようになった。 

 

Y＝0.58X1   +  3.46X2    +  4.06    

 （0.16）  （7.55×10-11） （7.26×10-16） 

 

      R ＝0.87 

自由度調整済 R2＝0.74 

 

Y ＝都道府県別の植物園総数 

X1＝都道府県別の 1人あたりの GDPの標準化係数 

X2＝都道府県別の人口の標準化係数 

（）カッコ内：有意確率 p 

 

推定回帰式の自由度調整済 R2 は 0.74 と中程度の説明力であったが，説明変数とし

て都道府県別の 1 人あたりの GDP は有意ではなく（p＝0.16＞.05），都道府県別の人

口は有意（p＝7.55×10-11＜.001）であったため，植物園数との相関関係は都道府県別

の人口のみを比較分析した。 

図 3－3 に示したように，2005（平成 17）年における都道府県別の植物園数と人口

との相関関係については 3 設置者種別で違いがあった。学校園における都道府県別の

植物園数と人口との間には，相関係数 r＝0.84，p＜.001 と有意な強い正の相関があっ

た。公立園における都道府県別の植物園数と人口との間にも，相関係数 r＝0.78， 

p＜.001 と有意な強い正の相関があった。  

一方，私立園における都道府県別の植物園数と人口との間には，相関係数 r＝0.48，

p＜.001 と有意で中程度の正の相関関係が認められたが，学校園や公立園と比較する

と相関は弱かった。 
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また，都道府県別の植物園数と人口の相関係数 r の経年比較の結果（表 3－1）につ

いては，学校園は1955（昭和30）年r＝0.79，p＜.001，1975（昭和50）年r＝0.80，

p＜.001，2005（平成 17）年 r＝0.84，p＜.001 であり，いずれの年も 3設置者種別の

なかで最も高かった。公立園は 1955（昭和 30）年 r＝0.68，p＜.001，1975（昭和 50）

年 r＝0.77，p＜.001，2005（平成 17）年 r＝0.78，p＜.001 であった。学校園と公立

園ではいずれの年も有意な強い正の相関が示され，1955（昭和 30）年から 2005（平

成 17）年にかけて相関係数の値は徐々に高くなった。一方，私立園については， 

1955（昭和 30）年 r＝0.53，p＜.001，1975（昭和 50）年 r＝0.65，p＜.001，2005

（平成 17）年 r＝0.48，p＜.001であり，いずれの年も有意な正の相関が示されたが，

学校園と公立園より相関係数の値は低かった。また，1975（昭和 50）年の相関係数が

最も高く，1955（昭和 30）年と 2005（平成 17）年の相関係数の値は 1975（昭和 50）

年よりも低く，相関係数の値に増減の変化がみられた。 
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図 3－3  2005（平成 17）年の都道府県別の植物園数と人口の関係の比較   

注）N＝47  r：相関係数, 都道府県別人口は総務省国勢調査による   
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図ー３ 3設置者種別の都道府県別人口と植物園数の相関関係（2005年） N＝47
注）R：決定係数
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y = 0.0006x - 0.34
r = 0.84
p <.001

y = 0.0007x + 0.22
r = 0.78
p <.001

y = 0.0002x + 0.18
r = 0.48
p <.001

表 3－1  都道府県別の植物園数と人口の相関係数の経年比較 

   

 

30

r p r p r p
1955（昭和30） 0.79 p<.001 0.68 p<.001 0.53 p<.001
1975（昭和50） 0.80 p<.001 0.77 p<.001 0.65 p<.001
2005（平成17） 0.84 p<.001 0.78 p<.001 0.48 p<.001

年
学校園 公立園 私立園

注）N＝47 r：相関係数, 都道府県別人口は総務省国勢調査による   
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3−3−4 都道府県別の植物園数と人口比率の変遷 

戦前と比較すると戦後は植物園の設置が進み，特に高度成長期を経た後の 1975（昭

和 50）年以降は，都道府県別の植物園数と分布都道府県数に増加がみられた。総人口

に対する都道府県別人口比率と植物園数は 3 大都市圏のある都市部と地方部間で差が

開いていた（図 3－4）。期間を通して東京都の植物園数は最も多く，時代を経るごと

に都道府県間の植物園数の差は拡大した。また，岩手県，島根県，香川県，佐賀県で

は 2019（平成 31）年に至るまで植物園の設置が無かった。 

 

1920（大正9）年の日本の総人口は55,963,053人であり，東京都の人口比率（6.6％）

が最も高く，植物園数も 3園と最も多かった。人口比率が 2番目の大阪府（4.6％）の

植物園数は 2 園であった。学校園は関東地方を中心に設置されたほか，北海道，石川

県，長崎県に設置された。公立園は東京都，愛知県，大阪府に，私立園は東京都，千

葉県，大阪府に設置されていた。 

 

1940（昭和 15）年の日本の総人口は 73,114,308 人であり，東京都の人口比率

（10.1％）が最も高く，植物園数も 9 園で最も多かった。京都府の人口比率（2.4％）

は全国の中では 11番目であったが，植物園数は 6園と全国で 2番目に多く，そのうち 

3 園は学校園であった。人口比率が 2 番目に高かった大阪府（6.6％）の植物園数は 4 

園であった。学校園は 1920年と比較すると関東地方と近畿地方を中心に設置が進み，

特に東京都と京都府で多く設置されていた。公立園は東京都と愛知県が数を増やした

ほか，京都府，兵庫県，鹿児島県でも設置された。私立園は関東地方と近畿地方で増

加したほか，宮崎県でも設置された。 

 

1955（昭和 30）年の日本の総人口は 90,076,594 人であり，東京都の人口比率

（8.9％）が最も高く，植物園数も 14 園と最も多かった。人口比率が 2 番目に高いの

は北海道（5.3％）であったが，植物園数は 1園であった。人口比率が 3番目に高い大

阪府（5.1％）の植物園数は 7 園と東京に次いで多かった。学校園は東京都と大阪府で

大きく数が増加したほか，福岡県で新たに設置があった。公立園は関東地方，近畿地
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方，九州地方で増加し，宮城県，静岡県で新たに設置があった。私立園は関東地方，

近畿地方で増加し，新たに岡山県，新潟県で設置された。 

 

1975（昭和 50）年の日本の総人口は 111,939,643 人であり，1920（大正 9）年と比

較すると2.0倍の人口に増加した。東京都の人口比率（10.4％）は最も高く，植物園数

も 19園で最も多く，1920（大正 9）年と比較すると 6.3倍になった。静岡県の人口比

率（3.0％）は全国の中では 10番目であったが，植物園数は 10園と 2番目に多く，そ

の内 6園は私立園であった。人口比率が 2番目に高い大阪府（7.4％）の植物園数は 9

園と全国で 3番目に多かった。学校園は 1955（昭和 30）年と比較すると，九州・沖縄

地方を除くすべての地方で増加した。公立園もすべての地方で増加しており，特に関

東地方で増加が多かった。関東地方では，茨城県を除くすべての都県で増加があった。

私立園は関東地方，中部地方，近畿地方で増加があり，関東地方では神奈川県，中部

地方では静岡県，関西地方では和歌山県が特に数を伸ばしていた。その他の地方では，

愛媛県，鹿児島県，沖縄県で新たに設置があった。 

 

2005（平成 17）年の日本の総人口は 127,767,994 人であり，東京都の人口比率

（9.8％）が最も高く，植物園数も 21 園で最も多かった。愛知県の人口比率（5.7％）

は全国の中では 4番目であったが，植物園数は 13園と 2番目に多く，そのうち 8園は

公立園であった。人口比率が 2 番目に高い大阪府（6.9％）の植物園数は 12 園と全国

で 3番目に多かった。学校園は 1975（昭和 50）年と比較すると，九州・沖縄地方を除

くすべての地方で増加していた。福島県，岡山県で新たに設置があった。公立園はす

べての地方で増加していた。特に関東地方，中部地方，近畿地方，九州・沖縄地方で

増加が多かった。関東地方ではすべての都県で増加していたが，特に茨城県，千葉県，

東京都，神奈川県で増加がみられた。中部地方では富山県と愛知県で増加がみられた

ほか，福井県，山梨県，岐阜県で新たに設置があった。一方，静岡県では減少があっ

た。近畿地方では京都府，大阪府，兵庫県で増加がみられたが，特に兵庫県で増加し

ていた。また，和歌山県で新たに設置があった。九州・沖縄地方では大分県と宮崎県

で増加数が多かったほか，新たに鹿児島県と沖縄県で設置があった。私立園は 1975
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（昭和 50）年と比較すると兵庫県，鹿児島県および沖縄県で増加し，秋田県，長野県，

広島県で新たに設置があった。しかし，関東地方，中部地方，近畿地方では減少があ

った。関東地方では栃木県，千葉県，東京都および神奈川県で減少があり，特に神奈

川県の減少が多かった。中部地方では新潟県，静岡県で，近畿地方では三重県，大阪

府，和歌山県で減少があった。 

 

2019（平成 31）年の日本の総人口推計は 127,094,000 人であり，東京都の人口比率

（10.6％）は最も高く，植物園数も 21 園と最も多かった。愛知県の人口比率（5.9％）

は全国の中では 4番目であったが，植物園数は 12園と 2番目に多く，そのうち 8園は

公立園であった。人口比率が 2番目に高い神奈川県（7.2％）の植物園数は 8園と全国

で 5番目に多かった。学校園は 2005（平成 17）年と比較すると，京都府と熊本県で増

加した。公立園は関東地方，近畿地方，九州・沖縄地方で減少がみられた。関東地方

では埼玉県，千葉県，神奈川県で減少があり，特に千葉県の減少数が多かった。近畿

地方では滋賀県，京都府，大阪府で，九州・沖縄地方では長崎県で減少があった。私

立園では北海道で新たな設置があったが，北海道地方，東北地方を除く他の地方では

減少があった。関東地方では埼玉県で減少があり，中部地方では静岡県と愛知県で減

少があった。近畿地方では兵庫県と和歌山県で減少があり，中国・四国地方では愛媛

県で減少があった。九州・沖縄地方では鹿児島県で減少があった。このうち千葉県と

鹿児島県では減少数が多かった。  
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図 3－4  都道府県別・設置者種別の植物園数（左軸）と 

総人口に対する都道府県別人口比率（右軸）の変遷 

 

注 1）総人口と人口比率は総務省統計局の国勢調査（2019 年以外）および 

人口推計（2019 年）による 

注 2）背景の色分けは 7地方別を示している 
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3−3−5 植物園の全国分布の変遷 

解析の結果，戦前から 2005（平成 17）年にかけて植物園の分布が全国的に拡大し

てきたことが確認された（図 3－5）。しかし，2019（平成 31）年には東京都，愛知県，

大阪府などで 10園以上ある他は 3園以下の県が多く，宮城県を除く東北地方，日本海

側の多くの県，関東地方と中部地方の内陸県の一部および四国地方は少なく，植物園

の全国分布の不均衡が明らかになった。 
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3−4  考察 

 

3−4−1 設置者種別による植物園の地理的分布と全国に対する分布割合の変遷 

 

 

植物園の地理的分布の変遷には，設置者種別により設置時期や分布都道府県数の違

いがあることが明らかとなった。 

 

学校園は戦前に分布都道府県数が最も多く（図 3－1），戦後は 2005（平成 17）年以

降には 24都道府県と，全国の 48.9％の都道府県に分布した。学校園数は都道府県人口

と有意な強い正の相関があり（図 3－3），相関係数も公立園，私立園と比較して高く，

戦後の総人口増加に伴い相関係数も高くなった（図 3－4）ことから，学校園は人口が

多い都道府県で設置が進められてきたと考えられる。すなわち，立地面や需要から人

口の多い都道府県に学校が多く設置されたことによると考えられる。 

公立園の分布は戦前には少なかったが，戦後は 2005（平成 17）年以降には 36 都道

府県と 3 設置者種別の中で最も多い分布都道府県数となり，全国の 76.6％の都道府県

に分布した（図 3－1）。公立園は人口と有意な強い正の相関があり（図 3－3），総人口

増加に伴い相関係数も高くなったが，学校園よりは相関係数が低かった（表 3－1）こ

とは，公立園は人口増加に応じて設置されてきたこととあわせて，地方自治体による

各種施策から，人口の少ない都道府県においても設置が進められたからであると考え

られる。 

私立園は 1945（昭和 20）年に設置者種別の中で 2番目の分布都道府県数となり，戦

後の 1975（昭和 50）年には 21 都府県まで増加したが，その後は減少し，2005（平成

17）年以降には最も少なくなった（図 3－1）。私立園は 3 設置者種別のなかでは人口

との相関が弱かった（図 3－3）ことは，私立園は人口のほかに，特定の地域の需要に

より設置されてきたことによると考えられる。また，1955（昭和 30）年（r＝0.53）

より 1975（昭和 50）年（r＝0.65）の方が人口との相関係数が高かった（表 3－1）の
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は，1975（昭和 50）年にかけて大都市近郊部の都道府県で私立園が増加していた（図

3－4）影響によると考えられる。一方， 2005（平成 17）年（r＝0.48）には相関係数

が下がっていた（表 3－1）ことは，2005（平成 17）年にかけて大都市近郊部の私立

園が減少し，地方部において私立園が増加していた（図 3－4）影響によると考えられ

る。 

 

全国に対する植物園の分布割合は，戦前は主に学校園により 1945（昭和 20）年に

は 42.6％の都道府県に増加し（図 3－1），戦後のうち 1975（昭和 50）年までは主に

私立園・公立園により，1975（昭和 50）年以降は公立園により増加した。2005（平

成 17）年には 89.4％の都道府県に達し，日本の植物園の地理的分布は明治期から約

130 年をかけて全国的に拡大した（図 3－5）が，植物園の分布範囲の拡大縮小とその

変化の時期は，3設置者種別の植物園数の増減の影響が現れていると考えられる（図 3

－4）。  

 

3−4−2 地方別・都道府県別の植物園の分布の変遷 

植物園の地理的分布の変遷には，地方別や都道府県別により設置時期や設置数に違

いがあることが明らかとなった。 

 

植物園は首都東京のある関東地方から設置が始まり（図 3－2），1945（昭和 20）年

には関東地方で 20 園，近畿地方で 17 園となるなど，戦前は関東地方，近畿地方を中

心に分布した。近畿地方には第 2 の人口を抱えた大阪や江戸期までの首都であり明治

維新後も積極的に近代化が図られた京都 6)がある（図 3－4）。殖産興業政策として内国

勧業博覧会も東京，京都，大阪で開催され（注 3－2），国立大学の設置 7)や私立鉄道会

社による開発も開始された 8)ように，戦前は近代都市の整備に伴い，植物園の設置が

進められたと考えられる。 

戦後は，高度成長期に植物園数や設置都道府県数が増加した（図 3－4）が，特に 

1955（昭和 30）年から 1975（昭和 50）年の静岡県の私立園の増加（図 3－4）は

1964（昭和 39）年の東海道新幹線開業，道路網の発達などにより，伊豆などへの観光
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需要の増加 9)によると考えられる。同じく神奈川県，和歌山県の私立園の増加も，大

都市圏近郊の観光需要の増加 9) 10)によると考えられる。 

 

1975（昭和 50）年から 2005（平成 17）年には，一転して大都市圏近郊の県で私立

園の減少が見られた（図 3－4）ことは，観光需要の減少（注 3－3）によると考えられ

る。一方，図 3－4 では大分県，宮崎県，沖縄県などで公立園・私立園の増加が見られ

るなど九州・沖縄地方で植物園数が増加（図 3－2）したことは，国内長距離航空路線

の発達 11)や 1972（昭和 47）年の沖縄返還による開発 12)による影響が考えられる。こ

れは，1960 年代後半から 70 年代後半にかけて宮崎県が「新婚旅行のメッカ」13)とな

ったことで九州地方の地域振興が進められたことなど，観光地の「南下」13)が植物園

の盛衰に影響したと考えられる。 

 

また，関東・中部・近畿地方の大都市圏に人口が集中したことにより（図 3－4），

たとえば東京に加えて近接の茨城県，埼玉県，千葉県，神奈川県の公立園が増加した

ことは，都市開発による環境の悪化から都市緑化の需要が高まり，1978（昭和 53）年

の建設省都市局長通達「緑の相談所－都市緑化植物園－の設置及び運営について」14)

などによって植物園の設置が進んだことによると考えられる。さらに公立園の増加

（図 3－4）には，複数の植物園を県内に計画的に配置する富山県の「富山県植物公園

構想」15)や愛知県の花き産出額全国一（注 3－4）を活かした産業振興や国際園芸博覧

会 （注 3－5）など，各地の政策の影響があると考えられる。 

 

2005（平成 17）年から 2019（平成 31）年には，5 つの地方で植物園数の減少があ

り（図 3－2），特に関東地方と近畿地方で大きく減少した。第 2章で 2000 年代からの

公立園の数の減少が指摘されているように，関東地方と近畿地方では他の地方に先駆

けて植物園が設置されたため（図 3－2），老朽化等による閉鎖も先行したと考えられ

る。九州・沖縄地方の減少が私立園の減少（図 3－4）によるものであったことは，

1990 年代に増加した海外旅行 13)による国内観光需要の減少の影響（注 3－6）と考え

られる。一方，図 3－2 で北海道地方のみで示された植物園の増加は，2012（平成 24）
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年の格安航空会社（LCC）の乗入れや 2016（平成 28）年の北海道新幹線開業などに

より，海外などから北海道地方への観光需要が増加 16)したことによると考えられる。 

 

植物園総数に対する関東・中部・近畿地方の植物園合計数の割合は調査期間を通し

て高く（図 3－2），日本の植物園の分布は人口の多い大都市圏に集中していることが

特徴と言える。一方，戦前の植物園総数に対する関東・中部・近畿地方の植物園合計

数の割合は 1945（昭和 20）年には 88.0％であったが，戦後には減少して 2005（平成

17）年には 73.3％となったことは，公立園による植物園の分布都道府県数の増加によ

り（図 3－1），相対的に割合が減少したからであると考えられる。また，東京都の植

物園数は調査期間中いずれも最大であったが（図 3－4），2005（平成 17）年以降の園

数は 21園と突出して多いなど，時代が進むとともに都道府県による植物園数の差は拡

大していた。現在では 3 大都市圏のある都市部とその他の地方との間の差など，植物

園の全国分布に不均衡があることは（図 3－5），生物多様性保全への対応 1)に地域差が

生じるなどの課題となると考えられる。 
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3−5  結論 

 

本章では，日本で唯一の植物園に関する団体である日本植物園協会に入会歴のある

216 園の植物園関連施設を対象に，地理的分布に着目した定量的調査を行った。明治

期から平成期までの 150 年余りの期間における日本の植物園の地理的分布の変遷を，

全体と学校園，公立園，私立園の設置者種別，7 地方別および都道府県別で分析し，

時代背景や文献と合わせて変遷の要因や特徴および課題の考察を行った。また，社会

経済的要因と都道府県別植物園数との関係を解析した。 

以下に得られた知見をまとめる。 

 

【1】全国に対する植物園の分布割合は戦前の 1945（昭和 20）年は 42.0％であったが，   

戦後 2005（平成 17）年には 89.4％と増加した。植物園の地理的分布の変遷には

設置者種別による違いがあった。学校園は戦前に分布が進み 2019（平成 31）年

には全国の 24 都道府県（48.9％）の都道府県に，公立園は戦後に分布が進み

2019（平成 31）年には全国の 36 都道府県（76.6％）に分布した。私立園の分布

割合の増減や分布地の変遷がみられ，1975（昭和 50）年には全国の 21 都道府県

（44.7％）の都道府県に分布がみられたが，2019（平成 31）年には全国の 17 都

道府県（36.2％）に分布が減少した。都道府県別の植物園数に影響する社会経済

的要因としては人口が有意な説明変数であり，学校園と公立園では都道府県別の

植物園数と人口に有意に強い相関があり，私立園では相関は弱かった。 

 

【2】植物園の地理的分布の変遷には地方別や都道府県別による違いがあった。戦前は  

主に関東地方，近畿地方で近代都市の整備に伴い植物園の設置が進んだ。戦後

は全地方で植物園が増加し，特に大都市圏で公立園が増加した。これは高度成

長にともなう人口増加や都市開発による都市緑化の必要性などによると考えら

れた。大都市圏近郊では戦後に増加した私立園は減少し，近年は公立園も減少

傾向にあった。これは観光需要の変化に関連すると考えられた。一方，地方で
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は私立園と公立園の設置が進んだが，年代と地域による盛衰による変遷がみら

れ，これは鉄道や道路および空路などの交通発達，観光需要，地域振興などに

よるものと考えられた。 

 

【3】植物園の地理的分布は大都市圏に分布が集中してきた特徴があった。関東・中 

部・近畿地方の植物園合計数は 1945（昭和 20）年では植物園総数の 88.0％，

2019（平成 31）年では 72.6％と割合が下がったものの高く，都道府県別の植物

園数の差も年々拡大していた。調査期間をとおして岩手県，島根県，香川県お

よび佐賀県には植物園はなかった。人口の集中する大都市圏に植物園が多いこ

とは，教育普及面では効果が高いが，植物園の全国分布の不均衡は，地域に根

ざした生物多様性保全活動に地域差が生じる懸念が考えられる。 

 

現在多くの植物園が運営の課題を抱える中，生物多様性保全などの現代的な社会課

題への対応を果たして植物園が発展するには，これまでの経緯や都道府県の違いを踏

まえ，地理的分布の特徴を活かした展開や，植物園の分布の少ない地域への補充や同

様の機能を補うための連携の強化が必要と考えられる。そのために，今後は日本の植

物園の現状のより詳細な分析を進める必要がある。 
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第 3章 補注と引用文献 

 

［補註］ 

（注 3－1）公益社団法人日本植物園協会が会員向けに発行している会員名簿（2015

－2020 年）  

（注 3－2）明治期の政府による内国勧業博覧会は，3 回が東京，各 1 回が京都，大

阪で開催。国史大辞典編集委員会編（1989）：国史大辞典 10：吉川弘文

館，505  

（注 3－3）新聞記事には，1973 年度 75 万人の来園者が 2002 年度 11 万人に減少し  

たとある。朝日新聞（2003.7.5朝刊）「入園者低迷，9月に閉園『石廊崎  

ジャングルパーク』    

（注 3－4）愛知県花き振興計画 2025 には，農林水産省生産農業所得統計の都道府

県別花き産出額では 1962 年以降愛知県が全国一であるとある。愛知県

（2021）：愛知県花き振興計画 2025，1 

（注 3－5）1990 年に大阪府（国際花と緑の博覧会），2000 年に兵庫県（国際園芸・   

造園博  ジャパンフローラ 2000）で開催。小学館（2019）：デジタル大

辞林プラス 

（注 3－6）新聞記事には，かごしま熱帯植物園は約 30 万人の来園者が 2005 年には   

約 1 万人に減少し閉鎖とある。読売新聞（2006.3.15朝刊）『シネコンな   

ど集客効果期待』 
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第 4章 

日本の植物園関連施設の現状と社会的役割 

 

4−1  研究背景と目的 

 
第 1 章 1－1 で述べたように，植物園は「薬草園」にはじまるとされ，西洋では 16

世紀に研究の場として近代植物園がはじまり，18〜19 世紀に資源植物の探査の場とし

て世界各地で造営され，19〜20 世紀にかけては都市の発展に際して一般市民の植物鑑

賞やレクリエーション空間としても発展してきた（第 1 章 表 1－1）。また，20 世紀

後半からの世界的な自然保護意識の高まりから 1987（昭和 62）年に設立された BGCI

（注 4－1）は，植物園の生息域外保全や環境教育など「多様性保全の主要なセンター」

としての役割を推進してきた。加えて，気候変動，食糧安全保障，社会的包摂（注 4

－2）などの世界的課題に対する多面的な機能を持ち，環境に優しい取組を推進する持

続可能性のモデル組織として植物園の社会的役割が拡大しているとして指針 1)などを

示している。さらに，2018（平成 30）年には現代における植物園の活動の国際基準を

示した BGCI認証植物園（注 4－3）を開始し， SDGs（注 4－4）の取組についても植

物園の先行事例の共有 2)がある。 

一方，第 1章 1－2，2章および 3章で述べてきたように，日本では明治以降，近代

的施設として植物園の設置が全国で進められてきた。日本の植物園の定義には「多く

の植物を集めて，研究・普及・保護，また，観覧のために育てる施設」3)や「系統を異

にするいろいろな植物を集めて栽培すると同時に，植物についての研究ならびに生き

た植物の展覧を通して教育・啓蒙を行う施設」4)などがある。さらに，日本においても

生物多様性国家戦略 5) にあるように，植物園の保護増殖事業等による希少種の保全

（注 4－5）や持続的な人と自然との関係性を考えるための教育実践の場としての役割

などが期待されている。 
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日本の植物園についての先行研究などについては 1章 1－3 で述べたが，日本の植物

園の全国調査としては，保全や教育 6)，運営 7)などに着目した先行研究や日本植物園協

会の調査報告 8)などがある。しかし，上述のように植物園に求められる社会的役割が

多様化している現在では，環境課題や持続可能性などの社会課題の視点からも分析を

行う必要がある。また，2章で明らかにしたように 2000 年代以降閉鎖が続くなど植物

園の運営の課題が示された状況があり，2000（平成 12）年前後の既存の調査 6) 7)から

約 20 年が経過しているなか，日本の植物園の現状を改めて明らかにすることは，課題

や将来の検討に有益である。さらに，植物園は博物館の 1 つとされながらも博物館法

上の登録数が少ない 9)など他種の博物館との違いが指摘され，BGCI などによる世界の

植物園を対象とした調査 2)10)にも日本からの回答の記載がなく，研究事例が少ない 6) 9)

ことが言及されていることからも，日本の植物園の特徴を捉えることは基礎的知見と

して意義があると考えられる。加えて，2章と 3章で明らかにしたように学校園，公立

園，私立園の設置者種別についての明治期以降の変遷には違いがあり，設置者種別の

分析の必要性が示されたことから，それぞれの特徴や課題について比較分析すること

はより詳細な状況把握として有効な知見となろう。 

そこで，本章では運営，教育および社会課題の視点から日本の植物園に全国的なア

ンケートを行うことで現状と社会的役割を明らかにし，設置者種別の比較分析を行い，

日本の植物園の特徴や課題を考察することを目的とした。 
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4−2  研究方法 

 

4−2−1 研究対象とする植物園とその設置者の分類 

第 1 章 1－4－1 で述べたように，本研究では日本植物園協会に入会歴のある施設を

研究対象とした。具体的には，2015（平成 27）年発行の日本植物園協会編集の『日本

の植物園』11)の資料編に示されているこれまでの入会園リストと近年の会員名簿（注 4

－6）を用いた。また，2020（令和 2）年からの新型コロナウィルス感染症による社会

の混乱や時代の区切りとなる改元があったことから，2019（平成 31）年までの期間に

入会歴がある施設を対象とした。そのうち，日本植物園協会に会社名などで入会して

いるために施設の特定ができない場合や閉鎖園を除き，175 園の施設に対して調査を

行った。 

さらに，第 1 章 1－4－2 で示した設置者の分類により，本研究では大学など学校に

属し教育研究利用を主たる目的とする施設を「学校園」，一般社会の利用を主たる目的

とする施設のうち，国や地方公共団体など公的な組織が設置した施設を「公立園」，会

社などや個人が設置した施設を「私立園」とし，学校園，公立園，私立園の 3 設置者

種別で分析を行うこととした。 

 

 

4−2−2 調査方法 

調査は 2022（令和 4）年度時点の状況について，2023（令和 5）年 2月 3日に 3月

3日までの期日で施設長に郵送依頼し，回答は郵送・メールで受領した。 

 

 

4−2−3 調査項目 

BGCI の「BGCI認証植物園」の評価基準や指針など 1) 2)（注 4－1，4－3）や先行研

究 6)7)を参考に，運営，教育，社会課題について調査項目を定めた（表 4－1）。各項目

は詳細な現状がつかめるように具体的な内容の選択肢を示して該当の有無を尋ね，別
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に自由記述欄を設けた。生物多様性保全の活動に関しては日本植物園協会のホームペ

ージに取組事例報告など（注 4－5）がみられるほか，植物多様性保全事業年次報告 12)

などが参考になるが，そのほかの社会課題に関してはこれまで不明な状況から，SDGs

（注 4－4）に必要とされる「グローバル・パートナーシップ」「平和」「強靱性」の観

点から「姉妹園提携や国際交流を記念した展示」「戦争や災害を語り継ぐ展示や取組」

についても内容記述を求め，日本の植物園の特徴を捉えることとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一般事項と運営  教育

 一般公開状況  園芸活動の支援や普及啓発

 面積と保護・保全地  学校等教育機関の利用支援とプログラム内容

 運営戦略と資料管理機能  子ども対象の取組

 ネットワーク  社会課題

 役割  生物多様性保全の取組

 運営者  環境課題の取組

 年間運営費と外部資金  社会的包摂の取組

 職員数とボランティア  SDGsの取組

 運営課題

表 4－1  アンケートの調査項目の概要 
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4−2−4  分析方法 

結果は全体と設置者種別で集計し，名義尺度の検定としてカイ 2 乗検定またはフィ

ッシャーの正確検定（値が 5 以下の場合）により 3 群間の有意差を確認し，下位検定

として各 2 群間の比較を行う多重比較を行った。検定の多重性回避のために p 値はボ

ンフェローニ補正した。また，横断分析として年間運営費の規模の設問のうち「2 千

万円未満」「2千万円以上 5千万円未満」「5千万円以上 1億円未満」に該当する 1億円

未満と「1億円以上 3億円未満」「3億円以上 5億円未満」「5億円以上」に該当する 1

億円以上の 2 群に分け，生物多様性保全の取組がある割合の比較をカイ 2 乗検定で行

った。 

また，先行研究との比較として植物園の国際調査 2)との比較をカイ 2 乗検定で行っ

た。なお，分析には Jamovi Version 2.3.28.0 を用いた。 
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4−3  結果 

 

4−3−1 回答率 

全体では送付した 175通中 124通の有効回答（回答率 70.9％）があった。そのうち，

学校園は 58通中 41通（回答率 70.7％），公立園は 91通中 69通（回答率 75.8％），私

立園は 26通中 14通（回答率 53.8％）であった。なお，設問により回答数にばらつき

があったため，各結果には分析対象数（N）を示した。 

 

 

4−3−2 一般事項と運営の結果 

 

4−3−2−1 一般公開状況 

一般公開状況の構成割合（図 4－1）は，全体では「公開」（季節的な閉園を含む）

が 78.2％と最も高く，限定的な公開を含めると 93.5％が公開していた。 

学校園は「公開」が 41.5％と 3 設置者種別で最も低く，「一般公開していない」は

17.1％と最も高かった。公立園では 100％，私立園では 78.6％が「公開」していた。 

 

 

図 4－1  一般公開状況の構成割合の比較 

78.6

100.0

41.5

78.2

7.1

2.4

1.6

7.1

39.0

13.7

7.1

17.1

6.5

0% 100%

私立園 14

公立園 69

学校園 41

全体 124

公開（季節的な閉園を含む） 随時予約制で公開
見学会など限定日のみ公開 一般公開していない

図１査読１
外枠⾼６.６*幅１４
⽂字幅１３

N
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4−3−2−2 面積規模 

面積規模の分布割合（図 4－2）は，全体では様々な規模の園があったが，10ha 未

満の園が 53.7％であり，最も高い割合は「1ha 以上 5ha未満」（21.8％）であった。 

学校園は 44.7％が「１ha 未満」である一方で，7.9％は「100ha 以上」であった。

公立園は「1ha 以上 5ha未満」（23.5％）が最も高く，55.9％が 10ha 以上と 3設置者

種別の中では大面積の割合が高かった。私立園は「5ha 以上 10ha 未満」（30.8％）が

最も高く，50ha 以上の園はなかった。 

また，保護・保全地がある割合は全体（N=119）で 14.3％と低く，設置者種別の有

意差はなかった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15.4

4.4
44.7

18.5

23.1

23.5

18.4

21.8

30.8

16.2

2.6
13.4

7.7

22.1

10.5

16.8

23.1

19.1

13.2

17.6

11.8

2.6
7.6

2.9
7.9

4.2

0% 100%

私立園 13

公立園 68

学校園 38

全体 119

1ha未満 1ha以上5ha未満 5ha以上10ha未満
10ha以上20ha未満 20ha以上50ha未満 50ha以上100ha未満
100ha以上

図２査読１

N

左上から2番⽬のグレー

図 4－2  面積規模の構成割合の比較 
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4−3−2−3 運営戦略と資料管理機能 

運営戦略の該当割合（表 4－2）は，全体では「園の設置目的や基本理念」（89.8％）

と「運営目標や優先事項を定めた事業計画」（71.3％）が高く，「コレクションポリシ

ー」（22.2％）は低かった。 

資料管理機能は全体では「植物や資料のデータベースシステム管理」（26.9％），「標

本や資料を長期保存する標本庫や収蔵庫」（25.9％），「組織培養や温度管理などの専門

的栽培施設」（13.9％）であり，いずれも 30％未満と低かった。 

多重比較の結果は，「運営目標や優先事項を定めた事業計画」は学校園が公立園より

低かった（p＜.01）が，「標本や資料を長期保存する標本庫や収蔵庫」は学校園が公立

園より高かった（p＜.01）。 

また，ネットワーク（関連組織への入会）は，全体（N=124）では「日本植物園協

会」の割合が 62.9％と高かったが，「その他の国内組織」（12.1％）や国際組織の

「BGCI」（2.4％）は低かった。 

 

 

 

 

 

 

表 4－2  運営戦略と資料管理機能の比較 

全:全体,学:学校園,公:公立園,私:私立園 有意差

N＝全108,学32,公63,私13 全 学 公 私 全 学 公 私 **:p<.01

 運営戦略

園の設置目的や基本理念 97 28 58 11 89.8 87.5 92.1 84.6
運営目標や優先事項を定めた事業計画 77 15 51 11 71.3 46.9 81.0 84.6  学＜公**

コレクションポリシー 24 7 14 3 22.2 21.9 22.2 23.1

 資料管理機能

植物や資料のデータベースシステム管理 29 10 16 3 26.9 31.3 25.4 23.1
標本や資料を長期保存する標本庫や収蔵庫 28 15 10 3 25.9 46.9 15.9 23.1  学＞公**

組織培養や温度管理などの専門的栽培施設 15 3 10 2 13.9 9.4 15.9 15.4

　　割合の着色：多重比較の結果　黒塗り：有意に高, 網掛け：有意に低

割合（％）該当数（園）

注）コレクションポリシー：包括的に書かれた植物や資料の収集や管理の方針, N：設問全てに回答した園数
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4−3−2−4 植物園の役割 

植物園の役割（複数回答）の該当割合（表 4－3）には設置者種別による違いが多く

認められた。全体では「教育」（75.8％）が最も高く，「展示」（74.2％），「収集・保存」

（59.7％）が続いた。 

学校園では「教育」（92.7％）が最も高く，「研究」（87.8％），「収集・保存」

（78.0％）が続いた。公立園では「展示」と「緑地・レクリエーションの場」（各

82.6％）が最も高く，「教育」（63.8％）が続いた。私立園では「教育」と「展示」（各

85.7％）が最も高く，「保全」と「観光振興」（各 64.3％）が続いた。 

多重比較の結果 11 項目中 9 項目で有意差があった。「教育」と「収集・保存」は学

校園が公立園より高く（p＜.01），「研究」は学校園が公立園，私立園より高く（p

＜.01），「展示」「販売」「産業振興」は公立園が学校園より高く（p＜.01），「都市緑化

推進」は公立園が学校園，私立園より高く（各々p＜.01, p＜.05），「緑地・レクリエー

ションの場」と「観光振興」は学校園が公立園，私立園より低かった（p＜.01）。 

全体の平均回答項目数は 11 項目中 5.0 項目と複数あり，「その他」には健康・福祉

の増進, 多世代交流などがあった。 

 

表 4－3   植物園の役割の比較 

N＝全124,学41,公69,私14 有意差

　カテゴリー（複数回答） 全 学 公 私 全 学 公 私 *:p<.05, **:p<.01

教育 94 38 44 12 75.8 92.7 63.8 85.7  学＞公**

展示 92 23 57 12 74.2 56.1 82.6 85.7  学＜公**

収集・保存 74 32 34 8 59.7 78.0 49.3 57.1  学＞公**

緑地・レクリエーションの場 67 2 57 8 54.0 4.9 82.6 57.1  学＜公**,学＜私**

地域連携 66 18 41 7 53.2 43.9 59.4 50.0
研究 58 36 17 5 46.8 87.8 24.6 35.7  学＞公**,学＞私**

保全（生物多様性保全） 48 11 28 9 38.7 26.8 40.6 64.3
観光振興 43 2 32 9 34.7 4.9 46.4 64.3  学＜公**,学＜私**

都市緑化推進 32 1 30 1 25.8 2.4 43.5 7.1  学＜公**,公＞私*

販売 22 1 19 2 17.7 2.4 27.5 14.3  学＜公**

産業振興（園芸・製薬など） 20 0 19 1 16.1 0.0 27.5 7.1  学＜公**

平均回答項目数（11項目中） 5.0 4.0 5.5 5.3

割合（％）

  全:全体, 学:学校園, 公:公立園, 私:私立園

該当数（園）

注）割合の着色：多重比較の結果　黒塗り：有意に高, 網掛け：有意に低
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4−3−2−5 運営者 

運営者の構成割合（図 4－3）は，学校園は 87.5％，私立園は 84.6％が「設置者」

で，公立園は 60.9％が「指定管理者」（非公募 14.5％, 公募 46.4％）であった。「その

他」は業務委託などであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3  運営者の構成割合の比較 

84.6

31.9

87.5

55.7

14.5

8.2

46.4

26.2

15.4

7.2

12.5

9.8

0% 100%

私立園 13

公立園 69

学校園 40

全体 122

設置者 指定管理者（非公募） 指定管理者（公募） その他

外枠⾼６.６*幅１４
⽂字幅１３図３査読１
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4−3−2−6 年間運営費 

年間運営費（人件費込・大規模修繕などの臨時費は含まない）の分布割合（図 4－4）

は，全体では「2千万円未満」（35.7％）が最も高く，「1億円以上3億円未満」（28.7％）

が続いた。年間運営費が 1億円未満の園は全体の 62.6％であった。 

学校園は 86.8％が「2 千万円未満」であり，3 億円以上の園はなかった。公立園は

「１億円以上３億円未満」（40.0％）が最も高く，3 億円以上の園も 15.4％あるなど，

運営費の大きな園があった。私立園は「１億円以上３億円未満」（50.0％）が最も高く，

「2千万円以上 5千万円未満」（33.3％）との 2区分に集中していた。 

外部資金がある割合は，全体（N=123）で 22.8％であり，設置者種別による有意差

はなかった。また，外部資金がある園（N=28）における資金内容（複数回答）は「科

学研究費補助金などの公的助成」（46.4％）が最も高く，「個人からの寄付」（42.9％）

が続いた。対して，「クラウドファンディング」（7.1％）は最も低かった。 

 

 

 

 

 

図 4－4  年間運営費の構成割合の比較 
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注）年間運営費は人件費を含み・大規模修繕などの臨時費は含まない費用 
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4−3−2−7 職員数 

職員数の分布割合（図 4－5）は，全体では「4 人以下」（32.2％）が最も高く,「10

人以上 19 人以下」（21.5％）が続いた。職員数が 20 人未満である園は全体の 70.2％で

あった。 

学校園では 68.3％が「4 人以下」と，少人数で運営されていた。公立園では「10 人

以上 19 人以下」（27.3％）が最も高く，「20 人以上 29 人以下」（19.7％）が続いた。

私立園では「10 人以上 19 人以下」（42.9％）が最も高く，「40 人以上」（28.8％）が続

いた。 

また，ボランティアは全体（N=121）の 50.4％で導入されていた。公立園（74.2％）

の導入割合は学校園（22.0％），私立園（21.4％）と比較すると有意に高かった（p

＜.01）。ボランティアの導入がある園（N=61）におけるボランティアの活動内容（複

数回答）は，「植物の管理や清掃」（77.0％）の割合が最も高く，「園内の案内や解説」

（57.4％）が続いた。「資料の整理や事務」は 6.6％と低かった。「その他」には，イベ

ントの補助活動などが挙げられていた。   

 

 

 

 

 

 

外枠⾼６.６*幅１４
⽂字幅１３

図５査読１
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図 4－5  職員数の構成割合の比較 
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4−3−2−8 運営課題 

運営課題（複数回答）の該当割合（表 4－4）には設置者種別による違いは少なかっ

た。全体では「施設の老朽化」（72.6％）が最も高く，「職員数の不足」（54.8％），「予

算収入の不足」（52.4％）が続いた。 

多重比較の結果は 11 項目中 3 項目で有意差があった。「施設の老朽化」は公立園が

学校園より高く（p＜.05），「来園者数の確保」と「広報・PR の充実」は学校園が最も

低かった（p＜.01）。 

全体の平均回答項目数は 11 項目中 3.8 項目で，「その他」には面積不足，共同研究

の充実，獣害対策，樹木の老木化，渋滞対策，高齢化，有期雇用などが挙げられてい

た。 

 

 

 

 

 

 

 

表 4－4  植物園の運営課題の比較 

N＝全124,学41, 公69, 私14 有意差

　カテゴリー（複数回答） 全 学 公 私 全 学 公 私 *:p<.05, **:p<.01

施設の老朽化 90 23 57 10 72.6 56.1 82.6 71.4  学＜公*

職員数の不足 68 23 36 9 54.8 56.1 52.2 64.3
予算収入の不足 65 23 36 6 52.4 56.1 52.2 42.9
栽培技術の継承 61 19 36 6 49.2 46.3 52.2 42.9
来園者数の確保 48 3 36 9 38.7 7.3 52.2 64.3  学＜公**,学＜私**

広報・PRの充実 45 7 34 4 36.3 17.1 49.3 28.6  学＜公**

地域の関係団体との連携 27 6 20 1 21.8 14.6 29.0 7.1
ICTの導入や活用 23 3 16 4 18.5 7.3 23.2 28.6
器具や機材の不足 17 6 11 0 13.7 14.6 15.9 0.0
店舗などサービスの充実 15 1 12 2 12.1 2.4 17.4 14.3
訪日外国人利用者への対応 15 1 12 2 12.1 2.4 17.4 14.3

平均回答項目数（11項目中） 3.8 2.8 4.4 3.8

該当数（園） 割合（％）

  全:全体,学:学校園,公:公立園,私:私立園

注）割合の着色：多重比較の結果　黒塗り：有意に高, 網掛け：有意に低
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4−3−3 教育の結果 

 

4−3−3−1 園芸活動の支援や普及啓発 

園芸活動の支援や普及啓発の該当割合（表 4－5）は，公立園（89.9％）が 3 設置者

種別の中で最も高く（p＜.01），学校園は 7.5％と低かった。 

実施内容（複数回答）は，全体では「花や緑の活動の場の提供や相談対応」（37.7％）

が最も高く，「園芸植物の栽培鑑賞の講習会」と「愛好家と共催の園芸植物の展示会」

（30.1％）が続いた。一方，「日本庭園など日本の庭園様式の紹介」（6.5％）と「整形

園など海外の庭園様式の紹介」（2.4％）は 10％未満と低かった。 

多重比較の結果は 9 項目中 6 項目で有意差があり，公立園は 6 項目で有意に高く

（各々p＜.01, p＜.05），すべての内容において 3 設置者種別の中で最も高い割合で該

当があった。 

 

 

 

 

 

表 4－5  園芸活動の支援や普及啓発と内容の比較 

全:全体,学:学校園,公:公立園,私:私立園 有意差

N＝全123,学40, 公69, 私14 全 学 公 私 全 学 公 私 *:p<.05, **:p<.01

園芸活動の支援や普及啓発 69 3 62 4 56.1 7.5 89.9 28.6  学＜公**,公＞私**

　内容（複数回答）

花や緑の活動の場の提供や相談対応 46 0 45 1 37.4 0.0 65.2 7.1  学＜公**,公＞私**

園芸植物の栽培鑑賞の講習会 37 1 35 1 30.1 2.5 50.7 7.1  学＜公**,公＞私**

愛好家と共催の園芸植物の展示会 37 0 35 2 30.1 0.0 50.7 14.3  学＜公**,公＞私**

季節ごとの園芸植物鑑賞の促進 35 0 34 1 28.5 0.0 49.3 7.1  学＜公**,公＞私**

品評会やコンテストの開催 21 0 19 2 17.1 0.0 27.5 14.3  学＜公**

盆栽園など伝統的な園芸植物の展示 14 1 13 0 11.4 2.5 18.8 0.0
新しい園芸品種や資材の紹介 13 1 11 1 10.6 2.5 15.9 7.1
日本庭園など日本の庭園様式の紹介 8 0 7 1 6.5 0.0 10.1 7.1  学＜公*

整形園など海外の庭園様式の紹介 3 0 3 0 2.4 0.0 4.3 0.0

該当数（園） 割合（％）

注）割合の着色：多重比較の結果　黒塗り：有意に高, 網掛け：有意に低
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4−3−3−2 学校等教育機関の利用支援とプログラム内容 

学校等教育機関の利用や支援の該当割合（表 4－6）は，全体で 98.4％と高く，設置

者種別の有意差はなかった。 

プログラムの内容に関しては，全体では「植物の紹介や識別」（56.9％）が最も高く，

「薬用など有用植物の紹介や利用法」（33.3％）が続いた。一方，「気候変動・地球温

暖化」（7.3％）と「有機栽培・堆肥化・食品ロス」（3.3％）は 10％未満と低かった。 

多重比較の結果は 9項目中 2項目で有意差があり，「薬用など有用植物の紹介や利用

法」は学校園が公立園，私立園より高く（各々p＜.01, p＜.05），「クラフトなど植物の

加工や工作」は公立園が学校園より高かった（p＜.01）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4－6  学校等教育機関の利用支援とプログラム内容の比較 

全:全体,学:学校園,公:公立園,私:私立園 有意差

N＝全123, 学40, 公69, 私14 全 学 公 私 全 学 公 私 *:p<.05, **:p<.01

学校等教育機関の利用や支援 121 40 68 13 98.4 100 98.6 92.9

　プログラムの内容（複数回答）

植物の紹介や識別 70 23 38 9 56.9 57.5 55.1 64.3
薬用など有用植物の紹介や利用法 41 28 9 4 33.3 70.0 13.0 28.6  学＞公**,学＞私*

生物多様性保全（植物保全） 34 8 22 4 27.6 20.0 31.9 28.6
クラフトなど植物の加工や工作 34 4 25 5 27.6 10.0 36.2 35.7  学＜公**

昆虫や動物と植物との関係やつながり 32 5 22 5 26.0 12.5 31.9 35.7  

植物の増殖や栽培体験 31 6 20 5 25.2 15.0 29.0 35.7
地域の伝承や植物文化の紹介 22 7 13 2 17.9 17.5 18.8 14.3
気候変動・地球温暖化 9 3 4 2 7.3 7.5 5.8 14.3
有機栽培・堆肥化・食品ロス 4 1 2 1 3.3 2.5 2.9 7.1

該当数（園） 割合（％）

注）割合の着色：多重比較の結果　黒塗り：有意に高, 網掛け：有意に低
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4−3−3−3 子ども対象の取組と内容 

子ども対象の取組の該当割合（表 4－7）は全体で 56.9％であり，学校園（20.0％）

は公立園（78.3％）,私立園（57.1％）より低かった（各々p＜.01, p＜.05）。 

内容（複数回答）は全体では「講座やプログラム」（45.5％）が最も高かった。それ

以外の内容は「遊具」（19.5％），「ワークシート」（18.7％），「絵本や学習図書の閲覧」

（16.3％），「子ども用のサインや解説板」（11.4％），「栽培体験用の畑や温室」

（6.5％），「体験や対話型学習目的の屋外エリア」（5.7％）および「体験や対話型学習

目的の屋外エリア」（4.9％）であり，それらはいずれも20％未満であった。特に，「栽

培体験用の畑や温室」（6.5％），「体験や対話型学習目的の屋外エリア」（5.7％）およ

び「体験や対話型学習目的の屋内エリア」（4.9％）は 10％未満と低かった。 

多重比較の結果は 8項目中 6項目で有意差がみられた。「講座やプログラム」は学校

園が公立園より低かった（p＜.01）。学校園は「講座やプログラム」以外の該当がなく，

他の項目も有意に低かった。一方，公立園と私立園には有意差はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4－7  子ども対象の取組と内容の比較 

全:全体,学:学校園,公:公立園,私:私立園 有意差

N＝全123,学40, 公69, 私14 全 学 公 私 全 学 公 私 *:p<.05, **:p<.01

子ども対象の取組 70 8 54 8 56.9 20.0 78.3 57.1  学＜公**,学＜私*

　内容（複数回答）

講座やプログラム 56 8 42 6 45.5 20.0 60.9 42.9  学＜公**

遊具 24 0 23 1 19.5 0.0 33.3 7.1  学＜公**

ワークシート 23 0 20 3 18.7 0.0 29.0 21.4  学＜公**,学＜私*

絵本や学習図書の閲覧 20 0 20 0 16.3 0.0 29.0 0.0  学＜公**

子ども用のサインや解説板 14 0 10 4 11.4 0.0 14.5 28.6  学＜公*,学＜私**

栽培体験用の畑や温室 8 0 5 3 6.5 0.0 7.2 21.4  学＜私*

体験や対話型学習目的の屋外エリア 7 0 5 2 5.7 0.0 7.2 14.3
体験や対話型学習目的の屋内エリア 6 0 4 2 4.9 0.0 5.8 14.3
注）子ども：小学生以下の一般利用者，割合の着色：多重比較の結果　黒塗り：有意に高, 網掛け：有意に低

該当数（園） 割合（％）
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4−3−4  社会課題の結果 

 

4−3−4−1 生物多様性保全の取組と内容 

生物多様性保全の取組の該当割合（表 4－8）は，全体で 61.0％であり，設置者種別

による違いはなかった。 

内容（複数回答）に関しては，全体では「野生植物の域内保全」（29.3％），「野生植

物の域外保全」（28.5％）および「保全や絶滅危惧種に関する展示や解説板」（26.8％）

については，20％以上の取組があった。しかし，それ以外の項目である「野生植物の

種子保存」（14.6％），「保全技術の研究開発」（16.3％），「保全活動のボランティア養

成」（5.7％），「保全技術に関する職員研修」（4.1％），「保全や絶滅危惧種に関する講

演会や講座」（15.4％）および「保全活動の紹介資料の作成や配布」（7.3％）は 20％未

満であった。特に，「保全活動のボランティア養成」（5.7％），「保全技術に関する職員

研修」（4.1％）および「保全活動の紹介資料の作成や配布」（7.3％）は 10％未満と低

かった。 

多重比較の結果は 9項目中 1項目で有意差があり，「保全や絶滅危惧種に関する展示

や解説板」は公立園が学校園より高かった（p＜.01）。 

また，生物多様性保全の取組がない理由が予算・人員・設備の不足であるとした園

（N=24）のうち，16園（66.7％）は補助が十分あれば取組むと回答した。 

一方，植物園全体に対して 4－3－2－6 の年間運営費（人件費込・大規模修繕などの

臨時費は含まない）と生物多様性保全の取組の該当割合の横断分析を行った結果（図

4－6）は，年間運営費が 1 億円以上の植物園（74.4％）は年間運営費が 1 億円未満の

植物園（52.1％）より有意に取組の該当割合が高かった（p＜.05）。 
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表 4－8  生物多様性保全の取組と内容の比較 

全:全体,学:学校園,公:公立園,私:私立園 有意差

N＝全123,学40,公69,私14 全 学 公 私 全 学 公 私  **:p<.01

生物多様性保全の取組 75 18 47 10 61.0 45.0 68.1 71.4

　植物保全の内容（複数回答）

野生植物の域内保全 36 11 21 4 29.3 27.5 30.4 28.6
野生植物の域外保全 35 7 21 7 28.5 17.5 30.4 50.0

野生植物の種子保存 18 4 11 3 14.6 10.0 15.9 21.4
　技術開発・人材育成の内容（複数回答）

保全技術の研究開発 20 7 11 2 16.3 17.5 15.9 14.3
保全活動のボランティア養成　 7 0 6 1 5.7 0.0 8.7 7.1
保全技術に関する職員研修 5 0 4 1 4.1 0.0 5.8 7.1
　保全教育の内容（複数回答）

保全や絶滅危惧種に関する展示や

解説板
33 3 24 6 26.8 7.5 34.8 42.9  学＜公**

保全や絶滅危惧種に関する講演会や

講座
19 4 11 4 15.4 10.0 15.9 28.6

保全活動の紹介資料の作成や配布 9 2 4 3 7.3 5.0 5.8 21.4
注）割合の着色：多重比較の結果　黒塗り：有意に高, 網掛け：有意に低

該当数（園） 割合（％）

年間運営費 1億円未満 1億円以上

52.1

74.4

0
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規模小 規模大

（％）

＊

N＝          71                                            43 

図 4－6  年間運営費の規模による生物多様性保全の取組割合の比較 

 

注）年間運営費は人件費を含み・大規模修繕などの臨時費は含まない費用 

＊:p<.05 
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4−3−4−2 環境課題の取組と内容 

環境課題の取組の該当割合（表 4－9）は，全体で 70.7％であり，学校園（52.5％）

は 3設置者種別の中で最も低かった（p＜.05）。 

内容（複数回答）に関しては全体では「廃棄物堆肥化やプラスティック使用の削減」

（32.5％）が最も高く，「ワシントン条約の遵守など適正な取引」（22.8％）が続いた。

それ以外の項目に関しては，「化学肥料削減や有機栽培の促進」（19.5％），「電気自動

車や電動機器への転換」（13.0％），「太陽光・地熱など再生可能エネルギーの利用」

（13.0％），「雨水タンクによる集水などによる節水」（10.6％），「屋上緑化や壁面緑化

の実施」（9.8％），「環境認証のある製品による資材調達」（14.6％），「環境配慮行動や

違法行為防止の啓発」（12.2％）であるが，それらはいずれも 20％未満であった。特

に，「屋上緑化や壁面緑化の実施」（9.8％）は 10％未満と最も低かった。 

多重比較の結果は 9項目中 3項目で有意差があった。「廃棄物堆肥化やプラスティッ

ク使用の削減」は私立園が学校園より高かった（p＜.05）。「電気自動車や電気機材へ

の転換」と「環境認証のある製品による資材調達」は公立園が学校園より高かった（p

＜.05）。 

表 4－9  環境課題の取組と内容の比較 

全:全体,学:学校園,公:公立園,私:私立園 有意差

N＝全123, 学40, 公69, 私14 全 学 公 私 全 学 公 私  *:p<.05

環境課題の取組 87 21 53 13 70.7 52.5 76.8 92.9  学＜公*,学＜私*

　環境負荷軽減の内容（複数回答）

廃棄物堆肥化やプラスティック使用の

削減
40 9 22 9 32.5 22.5 31.9 64.3  学＜私*

化学肥料削減や有機栽培の促進 24 8 12 4 19.5 20.0 17.4 28.6
電動自動車や電動機材へ転換 16 1 14 1 13.0 2.5 20.3 7.1  学＜公*

太陽光・地熱など再生可能エネルギー

利用
16 4 9 3 13.0 10.0 13.0 21.4

雨水タンクによる集水などによる節水 13 1 10 2 10.6 2.5 14.5 14.3
屋上緑化や壁面緑化の実施 12 3 8 1 9.8 7.5 11.6 7.1
　環境倫理の内容（複数回答）

ワシントン条約の遵守など適正な取引 28 7 14 7 22.8 17.5 20.3 50.0
環境認証のある製品による資材調達 18 1 14 3 14.6 2.5 20.3 21.4  学＜公*

環境配慮行動や違法行為防止の啓発 15 3 9 3 12.2 7.5 13.0 21.4

該当数（園） 割合（％）

注）割合の着色：多重比較の結果　黒塗り：有意に高, 網掛け：有意に低
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4−3−4−3 社会的包摂他の取組と内容 

社会的包摂（注 4－2）の取組の該当割合（表 4－10）は，全体では 64.2％であり，

学校園（20.0％）は 3 設置者種別の中で最も低かった（p＜.01）。内容（複数回答）に

関しては全体では「入園料の割引」（35.8％）が最も高く，「性別によらず使えるトイ

レの設置」（27.6％），「車椅子でも楽しめる高さのある花壇」（23.6％），「姉妹園提携

や国際交流を記念した展示」（21.1％）と続いた。 

その他の項目は「就労支援の場の提供」（13.8％）,「サポートボランティアの育成」

（9.8％），「視覚障害者も楽しめる香りの庭や音声案内」（8.9％），「障害に応じた講座

や園芸療法のプログラム」（4.9％），「子ども食堂への食材などの提供」（0.8％），「多

言語のサインや海外の植物文化の紹介」（17.9％），「戦争や災害などを語り継ぐ展示や

活動」（10.6％）であるが，それらはいずれも 20％未満と低く，特に，「障害に応じた

講座や園芸療法のプログラム」（4.9％）と「子ども食堂への食材などの提供」（0.8％）

は 5％未満と低かった。 

多重比較の結果で有意差があったものは 11項目中 6項目で，学校園が 3設置者種別

の中で最も低かった（p＜.01, p＜.05）。 

 

「姉妹園提携や国際交流を記念した展示」の対象国（表 4－11）は 20カ国であり，

中国が 9 件と最も多く，アメリカの 7 件が続き，アジアや欧米を中心に幅広い地域の

国があった。これらは施設間の姉妹園提携や植物園が設置されている自治体の友好都

市連携などによるものであり，交流を記念した植樹や庭園が挙げられていた。 

 

「戦争や災害などを語り継ぐ展示や活動」の内容としては，第 2 次世界大戦の銃弾

跡の残る樹木の展示や被曝樹木の後継樹の展示と種子頒布，アンネ・フランクを偲ん

だ「アンネのバラ」の展示，台風被害後の自然林のモニタリングおよび 2011（平成 23）

年の東日本大震災の震災後まで生き残った「奇跡の一本松」の後継樹の展示や育成が

挙げられていた。 
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表 4－11  姉妹園提携や国際交流を記念した展示の対象国と件数 

件数 国名 件数 国名

9 中国（台湾含む）

7 アメリカ

4 オーストラリア・カナダ

2 イギリス・韓国・シンガポール

1

オランダ・スイス・スリランカ・チリ・

デンマーク・ドイツ・ニュージーランド・

ベトナム・メキシコ・モロッコ・

モンゴル・ラトビア・ロシア

表 4－10  社会的包摂他の取組と内容の比較 

全:全体,学:学校園,公:公立園,私:私立園 有意差

N＝全123, 学40, 公69, 私14 全 学 公 私 全 学 公 私 *:p<.05, **:p<.01

社会的包摂他の取組 79 8 60 11 64.2 20.0 87.0 78.6  学＜公**,学＜私**

　福祉の内容（複数回答）

入園料の割引 44 1 38 5 35.8 2.5 55.1 35.7  学＜公**,学＜私**

車椅子でも楽しめる高さのある花壇 29 2 22 5 23.6 5.0 31.9 35.7  学＜公**,学＜私*

就労支援の場の提供 17 0 14 3 13.8 0.0 20.3 21.4  学＜私*

サポートボランティアの育成 12 1 10 1 9.8 2.5 14.5 7.1
視覚障害者も楽しめる香りの庭や

音声案内
11 0 9 2 8.9 0.0 13.0 14.3

障害に応じた講座や園芸療法の

プログラム
6 0 5 1 4.9 0.0 7.2 7.1

子ども食堂への食材などの提供 1 0 1 0 0.8 0.0 1.4 0.0
　その他の内容（複数回答）

性別によらず使えるトイレの設置 34 2 28 4 27.6 5.0 40.6 28.6  学＜公**

姉妹園提携や国際交流を記念した展示 26 2 22 2 21.1 5.0 31.9 14.3  学＜公**

多言語のサインや海外の植物文化の

紹介
22 2 19 1 17.9 5.0 27.5 7.1  学＜公*

戦争や災害などを語り継ぐ展示や活動 13 1 10 2 10.6 2.5 14.5 14.3
注）割合の着色：多重比較の結果　黒塗り：有意に高, 網掛け：有意に低

該当数（園） 割合（％）
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SDGs の取組の該当割合は，全体（N=122）で 61.5％であり，設置者種別による有

意差はなかった。SDGs には 17 の目標（表 4－12）があるが，目標別（複数回答）で

は「目標 15（陸の豊かさも守ろう）」（46.3％）の該当割合が最も高く，「目標 4（質の

高い教育をみんなに）」（29.8％）が続いた（図 4－7）。 

また，BGCI による 2019（平成 31）年の世界調査 2）（N=99，36カ国）（注 4－7）

の結果と比較すると，「目標 2（飢餓をゼロに）, 目標 9（産業と技術革新の基盤を作ろ

う）, 目標 14（海の豊かさを守ろう）」以外の 14 種の目標で有意差が示された（図 4－

7）。日本は「目標 1（貧困をなくそう）, 目標 5（ジェンダー平等を実現しよう）, 目標

6（安全な水とトイレを世界中に）, 目標 10（人や国の不平等をなくそう）, 目標 13

（気候変動に具体的な対策を）, 目標 16（平和と公正をすべての人に）」（p＜.01）と

「目標 3（すべての人に健康と福祉を）, 目標 4（質の高い教育をみんなに）, 目標 7

（エネルギーをみんなに。そしてクリーンに）, 目標 8（働きがいも経済成長も）, 目

標 11（住み続けられるまちづくりを）, 目標 12（つくる責任，つかう責任）, 目標 17

（パートナーシップで目標を達成しよう）」（p＜.05）について世界の植物園より該当

割合が低く，「目標 15（陸の豊かさも守ろう）」の割合のみが高かった（p＜.05）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標番号 目標内容

1 貧困をなくそう

2 飢餓をゼロに

3 すべての人に健康と福祉を

4 質の高い教育をみんなに

5 ジェンダー平等を実現しよう

6 安全な水とトイレを世界中に

7 エネルギーをみんなに。そしてクリーンに

8 働きがいも経済成長も

9 産業と技術革新の基盤を作ろう

10 人や国の不平等をなくそう

11 住み続けられるまちづくりを

12 つくる責任、つかう責任

13 気候変動に具体的な対策を

14 海の豊かさを守ろう

15 陸の豊かさも守ろう

16 平和と公正をすべての人に

17 パートナーシップで目標を達成しよう

表 4－12 SDGs目標 
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4−4  考察 

 

4−4−1 日本の植物園の特徴と課題 

 

4−4−1−1 一般事項と運営の特徴と課題 

一般公開状況をみると，全体の 78.2％で公開している（図 4－1）ことから，日本の

植物園の公開性は高いと考えられる。面積は 1ha未満から 100ha 以上まで様々な面積

規模の園があった（図 4－2）が，全体の 53.7％が 10ha 未満と小規模な特徴があり，

保護・保全地がある園は全体で 14.3％と少なかった。世界では保全地を擁する園が増

加している 1)ことから，今後，遠隔地の保全地などを分園や連携地とすることや「自

然共生サイト」（注 4－8）としての活動は有効な展開となると考えられる。 

各園の役割に対する回答には，設置者種別による違いがある項目が多かった（表 4

－3）。11 項目中平均 5 項目と複数の役割があることが認識されており，社会課題の取

組もある（表 4－8, 9, 10）ことから，日本の植物園は多様な社会的役割に取組んでい

ることが示された。特に全体では「教育」（75.8％）と「展示」（74.2％）の役割が

70％以上である（表 4－3）ことから，教育と展示に重点が置かれていると考えられる。 

「収集・保存」の役割をあげた園の割合は全体で 59.7％であったが，包括的に書か

れた植物や資料の収集や管理の方針である「コレクションポリシー」がある園の割合

は 22.2％と少なく，資料管理機能に関しては「植物や資料のデータベースシステム管

理」（26.9％），「標本や資料を長期保存する標本庫や収蔵庫」（25.9％）および「組織

培養や温度管理などの専門的栽培施設」（13.9％）であり，いずれも 30％未満と低か

った（表 4－2）ことから，植物園の基礎となる資料の計画的な収集管理は十分ではな

いことが窺えた。 

一方，世界の植物園に対する調査 10)（N=176, 44 カ国）（注 4－9）では「教育，保

全，研究」の役割に重点があったことと比較すると，日本では「教育」に重点がある

ことは共通するが，「保全」は上位の役割ではなく，「研究」は学校園に偏りがある

（表 4－3）特徴がみられた。 
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年間運営費や職員数には様々な規模の園があったが，年間運営費が 1 億円未満の園

は全体の 62.6％であり（図 4－4），職員数が 20 人未満である園が 70.2％（図 4－5）

であることから，日本の植物園は小規模な体制で運営されている割合が高い特徴がみ

られた。 

役割に対する回答には，設置者種別による違いがある項目が多かった（表 4－3）が，

運営課題に関しては，設置者による違いは少なかった（表 4－4）。上位の課題として

は，全体で「施設の老朽化」（72.6％），「職員数の不足」（54.8％）および「予算収入

の不足」（52.4％）があった一方で，外部資金の導入は全体で 22.8％，ボランティアの

導入は 50.4％と外部からの協力体制は少ない状況が示された。複数の課題を抱えなが

ら植物園の運営を改善していくには，クラウドファンディングなどの多様な外部資金

やボランティアなどの連携強化も必要となると考えられる。日本植物園協会が外部資

金を受けて全国の保全活動を先導してきた 12)ように，関連組織とのネットワークのな

かで指針や手法が提示されることも支援となると考えられる。   

また，国際組織である BGCIへの入会率は全体で 2.4％と低い状況が示されたが，現

代の社会課題は地球規模の視野で捉える必要 5)（注 4－4）があり，協調的な取組や情

報・技術の共有や連携の観点から，国際ネットワークの拡大が必要と考えられる。 

 

4−4−1−2 教育の特徴と課題 

教育については，学校等教育機関の利用や支援の該当割合は，学校園が100.0％，公

立園が 98.6％，私立園が 92.9％と，設置者種別によらず高かった（表 4－6）。一方，

園芸活動の支援や普及啓発の該当割合については公立園（89.9％）が学校園（7.5％）

や私立園（28.6％）と比較して有意に高く（p＜.01）（表 4－5），子ども対象の取組の

該当割合については，学校園（20.0％）が公立園（78.3％）や私立園（57.1％）と比

較して有意に低い（p＜.01， p＜.05）（表 4－7）など，設置者種別による違いがみら

れた。このことは，学校園は学内利用に限られるなど一般公開状況の違い（図 4－1）

によるものであると推察される。また，全体では学校等教育機関の利用や支援のプロ

グラムの内容（表 4－6）に関しては「植物の紹介や識別」（56.9％）の該当割合が高

いが，「気候変動・地球温暖化」（7.3％），「有機栽培・堆肥化・食品ロス」（3.3％）な
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ど環境課題に関する内容の該当割合は低かった。さらに，子ども対象の取組（表 4－7）

に関しては「講座やプログラム」（45.5％）の該当割合は高いが，「栽培体験用の畑や

温室」（6.5％），「体験や対話型学習目的の屋外エリア」（5.7％），「体験や対話型学習

目的の屋内エリア」（4.9％）は低いなど，内容に偏りがみられた。子どもの自然体験

の不足 13)が課題となるなか，世界の植物園においては子ども対象の取組の広がり（注

4－10）がある。日本の植物園においても，環境課題も含めたプログラム内容の拡充

や，体験や対話による多様な学習方法 14)の導入により，生物多様性国家戦略 5)で求め

られている教育実践の場としての役割を強化していく必要があると考えられる。   

また，学校等教育機関の利用や支援のプログラムの内容（表 4－6）についてみると，

「地域の伝承や植物文化の紹介」のプログラムは植物園全体の該当割合は 17.9％と低

かったことから，「生物文化多様性」15)や「伝統知」5)の継承の観点から，植物文化に

関する内容の充実を進めることが望まれる。 

 

4−4−1−3 社会課題の特徴と課題 

社会課題についてみると，全体の取組割合は生物多様性保全（61.0％），環境課題

（70.7％）および社会的包摂他（64.2％）であり（表 4－8, 9, 10），また，SDGs につ

いても全体の 61.5％の園から取組が示される（図 4－7）など，いずれも 60％以上で

あり，一定の取組が行われていると考えられる。生物多様性保全の取組については，

1998（平成 10）年に日本植物園協会の総会にて行われた調査 6)（N＝47）では，生物

多様性保全への関与は 13％であったことと比較すると，日本植物園協会の活動（注 4

－5）などにより，この 20 年で進展があったと推察できる。 

しかし，生物多様性保全，環境課題および社会的包摂他の個々の内容に関しては，

全体の該当割合がすべての項目で 40％未満であり，「野生植物の種子保存」（14.6％），

「保全技術の職員研修」（4.1％），「電動自動車や電動機材への転換」（13.0％），「環境

配慮行動や違法行為防止の啓発」（12.2％），「就労支援の場の提供」（13.8％）および

「子ども食堂への食材などの提供」（0.8％）など 20％未満の内容も複数あった（表 4

－8, 9, 10）。また，SDGs の取組が目標 15（陸の豊かさも守ろう）に偏っており，そ

れ以外の目標においては，14 種の目標で世界の植物園との比較において取組割合が有
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意に低かったこと（図 4－7）からは，今後，持続可能性に関する取組の実践や内容を

拡充する必要性があると考えられる。 

また，年間運営費が 1 億円未満の植物園（52.1％）は年間運営費が 1 億円以上の植

物園（74.4％）より有意に取組の該当割合が低く（p＜.05）（図 4－6），生物多様性保

全の取組がない園のうち補助が十分あれば取組むとの回答が 66.7％の園から示された

ことから，生物多様性保全の取組を進めるには財政的な後押しも望まれる。そのため

には，表 4－8 において該当割合が全体で低かった「保全や絶滅危惧種に関する展示や

解説板」（26.8％），「保全や絶滅危惧種に関する講演会や講座」（15.4％）および「保

全活動の紹介資料の作成や配布」（7.3％）などの取組や教育活動の充実などによる社

会理解の醸成も必要となろう。さらに，「統合的」な取組が必要 1)5)（注 4－4）とされ

る多様な社会課題に対応することで，日本の植物園の社会的役割が拡充し，様々な分

野からの支援や連携につながる可能性が期待できる。 

一方，「姉妹園提携や国際交流を記念した展示」の対象国は 20 カ国あり，アジアや

欧米を中心とした多様な地域との交流が示された（表 4－11）。世界各地の植物を活用

した国際交流や相互理解の取組には更なる発展が期待できる。また，「戦争や災害など

を語り継ぐ展示や活動」の事例には被曝や災害経験に基づく日本の独自性がみられた。

国際的にも平和や社会の強靭性 5)（注 4－4）にむけた植物園の社会貢献の先行事例と

なる可能性が考えられ，日本からの情報発信が期待される。 
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4−4−2 設置者種別の特徴と課題 

本研究結果からは設置者種別による違いが多く示された。取組に違いがあることは，

互いに情報交換することで新たな活動が促され，補完できる利点があると考えられる。 

 

4−4−2−1 学校園の特徴と課題 

学校園は面積，年間運営費，職員数が 3設置者種別のなかで最も少なく（図 4－2, 4, 

5），小規模な園が多い特徴があった。植物園の役割において「研究」（87.8％），「収

集・保存」（78.0％）の該当割合が高く（表 4－3），資料管理機能では「標本や資料を

長期保存する標本庫や収蔵庫」（46.9％）の該当割合が高かった（表 4－2）のは，学

校園の多くが大学に属しているためであると考えられる。今後は教育機関である利点

や学術ネットワークを活かし，植物園全体でも「保全技術の研究開発」（16.3％），「保

全活動のボランティア養成」（5.7％）および「保全技術に関する職員研修」（4.1％）

と該当割合が少なかった（表 4－8）生物多様性保全に関する技術開発・人材養成への

貢献や展開が期待される。 

 

4−4−2−2 公立園の特徴と課題 

公立園は 3設置者種別の中では面積や年間運営費の規模が大きい特徴があった（図 4

－2, 4）が，運営者の 60.9％が管理期間に限定がある「指定管理者」（図 4－3）であ

り，植物園の運営課題としての「栽培技術の継承」に 52.2％の該当割合が示されたこ

とから（表 4－4），長期的な視点の運営や人材育成の困難があると推察される。また，

植物園の運営課題の「施設の老朽化」は 82.6％であることから（表 4－4），現在多く

の園が施設更新の課題を抱えていると考えられる。さらに，資料管理機能では「標本

や資料を長期保存する標本庫や収蔵庫」（15.9％）の該当割合は低く（表 4－2），植物

園の役割でも「研究」（24.6％）の該当割合は低い（表 4－3）状況から，今後は研究

機関との連携などが有効と考えられる。 

一方，植物園の役割において，「展示」と「緑地・レクリエーションの場」の該当割

合はともに 82.6％と高かった（表 4－3）ほか，「観光推進」（46.4％），「都市緑化推進」

（43.5％），「販売」（27.5％）および「産業振興（園芸・製薬など）」（27.5％）では 3



第 4 章 ⽇本の植物園関連施設の現状と社会的役割 
 

                     137 

設置者種別のなかで最も高い該当割合がある特徴があった。また，ボランティアの導

入割合が 74.2％と学校園（22.0％）や私立園（21.4％）と比較して有意に高い（p

＜.01）ことから，地域とのつながりが進んでいると考えられる。植物園の持続可能な

地域コミュニティ基盤としての役割 16)や「多様な主体の連携」5)（注 4－4）の必要性

が注目されるなか，地域連携の進展が期待される。 

さらに，園芸活動の支援や普及啓発の取組割合は 89.9％と学校園（7.5％）や私立園

（28.6％）と比較して有意に高い（p＜.01）特徴が示された（表4－5）。このことは，

江戸期に「花き園芸文化の世界の二大センター」17)であったとされる日本で盛んな園

芸活動の影響が推察される。また，園芸活動の支援や普及啓発の内容として「園芸植

物の栽培鑑賞の講習会」と「愛好家と共催の園芸植物の展示会」の該当割合が 50.7％

と 3 設置者種別のなかで有意に高い（p＜.01）ことからは，公立園が日本の園芸文化

の継承に貢献していると考えられる。しかし，「盆栽園など伝統的な園芸植物の展示」

（18.8％）,「日本庭園など日本の庭園様式の紹介」（10.1％）および「整形園など海

外の庭園様式の紹介」（4.3％）など該当割合が少ない内容については今後の充実が望

まれる。 

また，子ども対象の取組割合（78.3％）や社会的包摂他の取組割合（87.0％）が高

い（表 4－7，10）ことから，公共利用の施設として模範となる取組の充実や先行事例

の情報共有が望まれる。 

 

4−4−2−3 私立園の特徴と課題 

私立園の面積は「１ha 以上 10ha 未満」の該当割合が 53.9％，年間運営費も「1 億

以上 3 億円未満」の該当割合が 50.0％であり（図 4－2,4），中程度の規模の園が多い

特徴があった。植物園の役割は「教育」（85.7％），「展示」（85.7％），「観光振興」

（64.3％）の該当割合が高かった（表 4－3）。 

また，子ども対象の取組の内容の「栽培体験用の畑や温室」（21.4％）の該当割合が

3設置者種別のなかでは最も高く（表 4－7），生物多様性保全の取組割合（71.4％）や

環境課題の取組割合（92.9％）が 3設置者種別のなかで最も高い（表 4－8, 9）ことか

ら，3 設置者種別のなかでは時代に即した役割を先導的に果たしていると考えられる。 



第 4 章 ⽇本の植物園関連施設の現状と社会的役割 
 

                     138 

4−5  結論 

 

本章では日本で唯一の植物園団体である日本植物園協会に入会歴のある 175 園の日

本の植物園関連施設を対象に，運営，教育および社会課題の視点から質問紙調査を行

い，学校園，公立園，私立園の設置者種別で比較分析し，日本の植物園の現状と社会

的役割について特徴や課題の考察を行った。以下に得られた知見をまとめる。 

 

【1】面積，年間運営費，人員は様々な規模の園があったが，10ha 未満の園が 53.7％，

年間運営費が 1億円未満の園は全体の 62.6％および職員数が 20 人未満である園

が 70.2％（図 4－5）のように，小規模な園の割合が高い特徴があり， 特に学校

園は小規模園が多かった。また，保護・保全地がある園は 14.3％と少なかった。

コレクションポリシーのある園は全体で 22.2％，植物や資料のデータベースシ

ステム管理も全体で 26.9％と，資料の計画的な収集管理がある園は少なかった。 

 

【2】役割は教育，展示が多いほか複数の役割があり，社会課題への取組もあるなど，

多様な社会的役割が示された。学校園は教育，研究，収集・保存，公立園は展示，

緑地・レクリエーションの場，私立園は緑地・レクリエーションの場，観光振興

など，役割には設置者種別による有意な違いが多くの項目において示された。 

 

【3】運営課題は設置者種別による有意な違いが少なく，施設の老朽化，職員数や予算   

収入の不足について半数以上が認識していたが，外部資金，ボランティア導入や 

国際組織への入会は少ない状況から，多様な資金，連携強化やネットワークの拡 

大が必要と考えられた。 

 

【4】学校等教育機関の利用支援や植物の紹介のプログラムは設置者種別によらず多か    

ったが，環境課題に関する内容，地域の伝承や植物文化に関する内容は 20.0％未   

満と少なかった。子ども対象の取組は学校園では少なく，公立園は 78.3％，私立  
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園は 57.1％と多く行われていたが，体験や対話型学習は全体で 10％未満と少な

かった。 

 

【5】全体では生物多様性保全，環境課題，社会的包摂や SDGs の取組が 60％以上の 

園で示されたが，個々の内容の該当割合は少なく偏りがあったため「世界的課題  

に対する多面的な機能」を果たし，「持続可能性のモデル組織」となるには更な

る取組拡充の必要があると考えられた。 

 

【6】植物園の現状と社会的役割には設置者種別の違いが多く示された。学校園は研究   

や資料管理体制の該当割合高く，公立園は園芸活動の支援や普及啓発が 89.9％と  

高く，ボランティアの導入がある園も多い特徴があり，私立園は環境課題の取組 

割合が高かった。設置者種別の違いがあることは，互いに情報交換することで新 

たな活動が促され，補完できる利点があると考えられる。 

 

本章では日本の植物園の現状把握を試みたが，設問設定の制約から，すべてを把握

したとは言えない。異なる視点からの解析やインタビューによる質的調査など，より

詳細な分析が必要である。今後の継続調査により将来の変化を捉えることは，日本の

植物園の知見蓄積や時代に即した目標設定につながると考えられる。 

施設の老朽化や人員・予算不足の課題など深刻な運営状況ではあるが，本章で日本

の植物園が多様な社会的役割に取組んでいる現状が明らかとなった。日本は固有種が

多く，植物はすべての生物の基盤であることから，生物多様性保全や植物を介した社

会課題の解決に向けた取組は必要性が増している。植物園が果たしえる社会的役割の

実現に向けた資金や支援が拡充され，日本の植物園の継続性や存在意義が向上するこ

とが望まれる。また，園芸文化の継承，平和や社会の強靭性にむけた活動など，日本

の植物園の特徴や独自性を活かした今後の取組の発展が期待される。 
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第 4章 補注と引用文献 

 

［補註］ 

（注 4－1）植物園自然保護国際機構 Botanic Gardens Conservation International  

（BGCI） HP：https：//www.bgci.org（2025.10.01参照）。 

（注 4－2）2022 年の現代用語の基礎知識（自由国民社，352pp）によると，社会的  

包摂（ソーシャル・インクルージョン）は，すべての人々を孤独や孤立，   

排除や摩擦から援護し，健康で文化的な生活の実現につなげるよう，社  

会の構成員として包み支え合うという理念とされる。 

（注 4－3）2018（平成 30）年から BGCI による植物園の国際基準による認証制度

である「BGCI Accredited Botanic Gardens （BGCI 認証植物園）」が

始まり， 2024（令和 6）年時点で 35カ国 116園の植物園が認証を受け

ている。 

BGCI（2022）：BGCI Accreditation Botanic Garden Accreditation   

Standards Manual Version 2.0 , 11pp 

BGCI（2024）：2024 Year in Review：BGCI, 39pp 

（注 4－4）2015（平成 27）年の国連持続可能な開発サミットで採択された「我々

の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」におい

て人間，地球及び繁栄のための行動計画として，ミレニアム開発目標

（MDGs）の後継として 17 の目標と 169 のターゲットからなる「持続

可能な開発目標（SDGs）」が定められた。国際連合広報センターHP： 

https：//www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/ 

sustainable_development/2030agenda/（2025.12.01参照）。 

（注 4－5）日本植物園協会は「植物多様性保全拠点園ネットワーク」による希少種

などの保全活動を行なっており，その内容を「植物多様性保全ニュース」

（2020（令和 2）年からは「植物園協会ニュース」と改称）として発行 

しているほか，保全事業や各園の取組などをまとめた「日本の植物園に
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おける生物多様性保全」を 2007（平成 19）年に国立科学博物館筑波実

験植物園と BGCI と共に発行している。 

（注 4－6）公益社団法人日本植物園協会が会員向けに発行している会員名簿

（2015-2020 年） 

（注 4－7）2019（平成 31）年に行われた世界の植物園に対する調査 2) （N=99，36

カ国）に回答があった国：アルゼンチン（1），オーストラリア（4），

バングラディッシュ（1），ベルギー（3），ブータン（1），ブラジル

（1），カナダ（2），中国（4），コロンビア（2），クロアチア（1），エ

ストニア（1），フィンランド（1），ガーナ（1），インド（1），インド

ネシア（2），イスラエル（1），イタリア（1），ケニア（2），キルギス

（1），リトアニア（1），マダガスカル（1），メキシコ（3），ナミビア

（1），オランダ（4），ニュージーランド（2），ポーランド（1），セル

ビア（1），シンガポール（1），スロバキア（1），南アフリカ共和国

（6），スペイン（3），スリランカ（1），スウェーデン（2），スイス

（3），ウクライナ（1），イギリス （15），アメリカ（22）。 

（注 4－8）環境省では，2023（令和 5）年度から「民間の取組等によって生物多様性  

の保全が図られている区域」を「自然共生サイト」に認定してきた。さら

に，2025（令和 7）年度からは「地域生物多様性増進法」に基づいて認定

した増進活動実施計画及び連携増進活動実施の実施区域を「自然共生サイ

ト」として認定している。認定後における回復・創出活動の継続の結果，

生物多様性の状態が豊かになった時点で OECM（Other Effective area-

based Conservation Measures：保護地域以外で生物多様性保全に資する

区域）として国際データベースに登録する予定となっている。 

https：//policies.env.go.jp/nature/biodiversity/30by30alliance/kyousei/  

（2025.12.01参照）。 

（注 4－9）2014（平成 26）年に行われた世界の植物園に対する調査 10) （N=176, 44

カ国）に回答があった国：アルゼンチン（1），オーストラリア（12），オ

ーストリア （2），アゼルバイジャン（1），ベルギー（2），ブラジル（1），



第 4 章 ⽇本の植物園関連施設の現状と社会的役割 
 

                     142 

ブルガリア（1），カナダ（6），チリ（1），中国（8），コロンビア（1），

デンマーク（1），エチオピア（2），フィンランド（1），フランス（4），

ジョージア（1），ドイツ（5），ギリシャ（1），ハンガリー（1），アイス

ランド（1），インド（3），イタリア（3），リトアニア（1），ルクセンブ

ルク（1），メキシコ（8），モナコ（1），ナミビア（1），オランダ（4），

ニュージーランド（6），ナイジェリア（1），ポーランド（5），ポルトガ

ル（4），ルーマニア（1），ロシア（9），シンガポール（1），スロバキア

（1），南アフリカ共和国（3），韓国（3），スペイン（3），スイス（2），

トルコ（1），ウクライナ（1），イギリス（20），アメリカ（41）。 

（注 4－10）BGCI は教育に関しての情報誌として『 Roots 』を発行しており， 

2012 年の Vol 9 （1）には各国で進められている子ども対象の取組が特集

されている。 
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第 5章  

総合考察 

 

5−1 各章から得られた知見 

 
本論文の背景として，序論では，世界の植物園の前史や略史から植物園の役割の変

化をたどり，現在世界の植物園には植物の保全と教育の役割が期待されて数が増加し

ているが，地理的分布には課題があること，また，レクリエーションの場や地域経済

に貢献する観光の場として，さらには気候変動，食糧安全保障，社会的包摂等の世界

的課題への取組を行う持続可能な組織のモデルとして，植物園の社会的役割が拡大し

ている状況を確認した。 

一方，固有種が多い日本の植物には絶滅危惧種も多く，保全の課題があること，ま

た，日本の植物園の前史や現代の状況からは古来の園芸品種や植物に関する資料や植

物文化には継承の課題があること，および植物園の役割には課題が指摘されているこ

とが確認された。こういったなか，生物多様性国家戦略では植物園の活動の充実が求

められていることから，日本の植物園の発展の方策を検討する必要性が高まっている

状況がわかった。また，先行研究では，全国的な植物園の変遷や現在の状況について

は明らかでない課題があった。 

そこで，本論文では，明治期以降の日本の植物園の変遷とその要因および現在の状

況と社会的役割を明らかにし，設置者種別による比較により詳細な違いを解析し，日

本の植物園の特徴と課題および展望を考察することを目的として研究を行った。 

 

第 2 章と第 3 章では日本の植物園で唯一の全国組織である日本植物園協会に入会歴

のある 216 園の植物園を対象に，明治期から平成期までの日本の植物園の数と地理的

分布の変遷とその要因について文献調査を行った。また，第 4章では 2019（平成 31）
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年に存続していた 175 園の植物園を対象に現状について質問紙調査を行った。結果は

全体と学校園，公立園および私立園の設置者種別により分析した。 

 

第 2 章では，文献調査により設置・閉鎖年や時代背景を把握し，日本の植物園の数

の変遷を定量的に分析し，閉鎖率や存続年数などから変遷の特徴を捉えた。 

日本の植物園の総数は明治期初期から増加してきたが，特に 1920 年代から 2000 年

代前半に大きな増加がみられ，2005（平成 17）年をピークに減少している状況が示さ

れた。植物園は戦後に多く設置され，総数は戦前の 4.3 倍に増加した。設置者種別数

の変遷には 1970 年代後半以降に大きな推移の差があることが明らかとなった。学校園

のみが平成期まで数の増加が続いたが，私立園は 1970 年代より，公立園は 2000 年代

より減少していた。植物園の総数に対する設置者種別数の割合は，明治期には学校園，

大正期から昭和期の高度成長期は私立園，その後は公立園の順に増加が示された。数

の変遷の要因には学校園は大学設置基準などの法律，公立園は都市緑化，園芸振興，

財政の健全化などの政策，私立園には景気の変動などの影響があると考えられた。 

学校園に閉鎖はなく，公立園の 11.7％，私立園の 52.7％で閉鎖があり，私立園の閉

鎖率は有意に高いことが示された。公立園と私立園の閉鎖園の平均存続年数には有意

差がなく，私立園の閉鎖園の存続年数の分布幅は公立園より広かった。植物園の閉鎖

の主な要因には，法律の影響，施設の変更および経営の課題が確認され，戦前に設置

された私立園は閉鎖後の継承率が高かったが，戦後に設置された公立園，私立園の閉

鎖園の継承率は低いことが示された。 

2019（平成 31）年における全体の存続年数は 14 年から 148 年と分布幅が広く，学

校園の存続年数の平均は公立園より有意に長いなど設置者種別による違いが示された。 

 

第 3 章では，文献調査により設置・閉鎖年，設置都道府県および時代背景を把握し，

日本の植物園の地理的分布の変遷を設置者種別，7 地方別および都道府県別で定量的

に分析し，都道府県別の植物園数と社会経済的要因の関係を解析した。 

全国の都道府県に対する植物園の分布割合は戦後に大きく拡大して2005（平成17）

年に全体で 89.4％となり，2019（平成 31）年は 87.2％に減少していた。また，設置
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者種別による違いが示され，学校園は戦前に分布が進み 2019（平成 31）年には

51.1％，公立園は戦後に分布が進み 2019（平成 31）年には 76.5％に分布した。私立

園は 1975（昭和 50）年に 44.7％に分布したが，2019 年には 36.2％に減少していた。 

植物園の地理的分布の変遷には地方別や都道府県別による違いが示された。戦前は

主に関東地方，近畿地方で増加し，戦後は全地方で増加がみられた。都道府県別の植

物園数と人口の関係には，学校園と公立園では有意な強い正の相関があり，私立園で

は相関は弱かった。植物園の地理的分布の変遷の要因として，大都市圏の学校園と公

立園の設置には人口増加や都市開発による都市緑化の必要性などがあり，地方の私立

園と公立園の設置には交通発達，観光需要および地域振興などがあると考えられた。 

関東・中部・近畿地方の植物園合計数が全国の植物園総数に占める割合は 2019（平

成 31）年に 72.6％と，日本の植物園の地理的分布は大都市圏に集中がみられ，都道府

県別の植物園数の差は大都市圏と地方では年々拡大していた。大都市圏に植物園が多

いことは，教育面では効果が高いが，植物園の全国分布の不均衡は地域に根ざした生

物多様性保全活動に地域差が生じる懸念があると考えられた。 

 

第 4 章では，一般事項と運営，教育および社会課題について，質問紙調査により植

物園の現状と社会的役割を捉えた。 

全体の 78.2％の園で一般公開があり，面積，年間運営費，人員は全体では様々な規

模があったが，10ha 未満の園が 53.7％，年間運営費が 1 億円未満の園が 62.6％およ

び職員数が 20人未満である園が 70.2％と小規模な園の割合が高く，特に，学校園は小

規模な特徴が示された。 

役割は全体で教育（75.8％），展示（74.2％）および収集・保存（59.7％）の割合が

高く，内容には設置者種別による有意差が多く示された。一方，運営課題は全体で施

設の老朽化（72.6％），職員数の不足（54.8％）および予算収入の不足（52.4％）の割

合が高く，内容には設置者種別による有意差は少なかった。園の設置目的や基本理念

は全体の 89.8％で示されたが，コレクションポリシーや資料管理機能に関する内容は

30％未満と低かった。 
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学校等教育機関の利用支援は全体の 98.4％で行われており，内容は植物の紹介や識

別が 56.9％と高く，植物文化や環境課題に関しては 20％未満と低かった。子ども対象

の取組は全体の 56.9％で行われており，内容は講座やプログラムは 45.5％と高いが，

体験や対話型学習に関しては 10％未満と低かった。 

生物多様性保全，環境課題，社会的包摂および SDGs の取組は全体の 60％以上の園

で示されたが，個々の内容には偏りや取組割合が低いものがあることが示された。 

学校園は標本や資料を長期保存する標本庫や収蔵庫（46.9％），公立園は園芸活動の

支援や普及啓発（89.9％），私立園は環境課題の取組（92.9％）が有意に高いなど設置

者種別による特徴や違いが示され，違いを活かした連携の強化が有効であると考えら

れた。また，外部資金がある園は22.8％，国外組織への入会が2.4％と少ない状況から

は，支援体制の構築やネットワークの強化が必要と考えられた。 
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5−2 日本の植物園の特徴と課題および展望 

 
本研究によって得られた知見に基づき，3 つの視点から日本の植物園の特徴と課題

および今後の展望について総合考察を行い，日本の植物園の発展にむけた提案を行う。 

 

5-2-1 保全活動にむけた運営や支援体制の改善 

 

日本の植物園は明治期から平成期まで設置されてきたが，植物園の総数が大きく増

加したのは 1920 年代から 2000 年代前半までの期間であり，特に戦後に多く設置され

ていたことが明らかとなった（第 2章）。この期間は，日本において近代化が進展し，

高度経済成長期の 1950 年代から 1970 年代に大都市圏が形成されたことで都市人口が

増加した時期と重なる（第 3章）。世界の植物園でも近代化や都市化のなかで都市環境

の改善や労働者への適切な余暇の場が求められ，植物園が都市のレクリエーションの

場や植物を楽しむ場として発達した過程がある（第 1 章）ことと同様の社会的背景と

考えられる。このことは，この期間に増加がみられた公立園や私立園では展示，緑

地・レクリエーションの場の役割の割合が高かった（第 4 章）ことからも裏付けられ

る。また，同時期は，世界の植物園においても生物多様性保全は主流になっておらず，

園芸的側面が発達した市民向け植物園が造営されていた潮流があった（第 1 章）こと

の影響もあると考えられる。それは，たとえば1924（大正13）年に設置されている京

都府立植物園の設立過程には，遊覧・遊園施設を整備する方針があり，西洋の影響と

近代性を色濃く反映した都市公園的施設として，近代日本の文化政策や都市政策の文

脈の中で実現されたことが指摘されている 1)ことからも裏付けられる。また，これら

の役割は，人口の集中が進む都市環境においては，これからも植物園に期待される基

本的な役割の１つであると考えられる。 

一方，世界の植物園では 1987（昭和 62）年に BGCI が設立されたことにより植物

保全の役割に重点が移り，既存の植物園の役割の見直しや新しい植物園の設置が進め

られている（第 1 章）。対して，日本の植物園は閉鎖が続いて 2000 年代後半から総数
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の減少がみられ（第 2章），施設の老朽化，職員数の不足，予算収入の不足などの運営

課題を抱えていた（第 4章）。植物園の役割においては，保全は上位 3位の役割ではな

く，生物多様性保全の取組割合は全体で 61.0％と約 20年前の全国調査の結果より進展

がみられたが，個々の取組に関しては該当率が20％未満の内容が複数あった（第4章）。 

これらのことから，日本の植物園における生物多様性保全の取組がまだ十分ではな

い課題があると考えらえる。また，その理由としては，世界の植物園の保全の役割の

重点化にむけた潮流が増大した時期と日本の植物園が大きく増加した時期にずれがあ

ったことによると考えられる。すなわち，日本の植物園が主に設置された時期の社会

的背景は都市化による都市緑化などの必要性であり，生物多様性保全はまだ重点的な

社会課題ではなかったからと考えられる。あわせて，2000 年代後半以降，公立園や私

立園では閉鎖に至るような深刻な状況が続いており（第 2章），また，学校園では予算

や人員規模が小規模な課題があった（第 4 章）ように，日本の植物園が生物多様性保

全という新しい役割に対して十分な体制が組めない状況が続いているからと考えられ

る。 

現在，日本の植物園は職員数が 10人未満である園が全体で 48.7％と少人数で運営さ

れており，また，年間運営費が 1 億円未満の群は 1 億円以上の群より有意に生物多様

性保全の取組が少なかった（第 4 章）ことから，個々の園の職員だけで生物多様性保

全の対応を十分に進めることは難しいと推察される。BGCI が世界の植物園に指針や

先行事例を示すなどさまざまな活動の支援を行っている（第 1 章）ように，日本の植

物園において生物多様性保全の役割を拡充していくには運営や支援体制の改善が必要

と考えられる。 

具体的に，現在日本の植物園の総数の 50％以上を占める公立園のうち，都市公園と

して位置付けがある植物園のケースで検討してみると（図 5－1），これまでは主に都

市系部局からの予算措置で設置運営されてきたと考えられるが，生物多様性保全に関

する取組については環境系部局からの予算措置を加えて連携して運営することも必要

となろう。また，環境省と日本植物園協会が2015（平成27）年に「生物多様性保全の

推進に関する基本協定書」を締結（注 5－1）して連携事業を行っているように，環境
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の分野からの補助事業などの支援の拡充やネットワークからの支援強化も有効と考え

られる。 

一方，外部資金がある植物園の割合は全体で 22.8％であり，外部資金がある園にお

ける資金内容のうちクラウドファンディングは 7.1％であった（第 4 章）。外部資金の

確保については公立博物館で事例検討が進められている 2)ほか，植物園などでもクラ

ウドファンディングによる実績事例（注 5－2，3）が出てきている。個々の園が運営

改善に継続して取組むことは必要であるが，運営の現状説明や将来の方向性を社会に

示すことにより，植物園の必要性や活動の重要性が理解され，支援を得ていくなど，

新たな資金や体制による長期的な運営の改善が期待される。 

 

 

 

 

 

これまでの
都市系部局からの予算措置

寄付やクラウドファンディングによる
外部資金

環境系部局からの予算措置

植物園協会などの
ネットワークからの支援強化

植物園

図 5－1 保全活動にむけた運営や支援体制の改善の概念図 

（都市公園として位置付けがある植物園の場合） 
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5-2-2 植物園の教育等活動と配置の充実 

 

2019（平成 31）年に植物園は全国の 87.2％の都道府県に設置されていたが，関東・

中部・近畿地方の割合が 72.6％と大都市圏に集中し，日本の植物園の地理的分布には

不均衡があることが明らかとなった（第 3章）。これは，世界の植物園の多くが都市に

ある（第 1章）ことと共通の特徴であると考えられる。 

植物園が大都市圏にあることは，交通の利便性などの視点からは，教育活動がより

多くの人に届きやすいという利点がある。しかしながら，学校等教育機関の利用支援

は全体で 98.4％と高い割合で行われていたが，環境課題などに関するプログラムの実

施は 20％未満と少なかった（第 4 章）。また，子ども対象の取組は全体の 56.9％で行

われていたが，栽培体験用の畑や温室や体験や対話型学習目的の屋内外エリアがある

園は 10％未満と少ないことが示された（第 4 章）。現在，人為的な要因により植物種

が失われており，生物多様性保全において一人一人の行動や社会のあり方を含めた対

策が必要とされている（第 1章）。植物園の立地を活かして，環境課題への理解や人々

の行動変容に貢献していく教育活動を拡充することは植物園の社会的役割の向上につ

ながると考えられる（図 5－2）。また，都市環境のなかで植物について楽しみの中で

学習できるなど，都市で不足している自然体験 3)を補う機会を提供することで，未来

を担う子ども達の育成にも貢献できよう。さらに，存続の課題（第 2 章）に対しても，

大都市圏に多い立地を活かして，多くの人に植物園の活動や必要性を伝えていくこと

が，植物園に対する社会理解の醸成（注 5－4）につながると考えられる。 

つぎに，生物多様性保全の観点からみると，日本の植物園が大都市圏に集中してい

る現在の地理的分布では，地域に即した生物多様性保全の取組に不十分な地域が発生

する懸念が課題として示された（第 3章）。こういった植物園の地理的分布の不均衡は，

世界の植物園において植物の多様性の分布と植物園の地理的分布に違いがある課題が

指摘されている（第 1章）ことと同様の課題であると考えられる。 

また，生息域内保全である現在の日本の自然環境保全地域や国立公園などの保全地

域の設定や土地の利用規制では，生物多様性や希少種の保全効果が十分に担保されて

いないことが指摘され 4) 5)，科学的根拠に基づいて効率的に生物多様性の保全を行うた
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めに保全優先地域を特定する研究や調査が進められている 6) 7)。しかしながら，保全地

域の不足を補うために選定された保全候補地域をすべて一度に保全地域に指定するこ

とは難しい 6)ことから，生息域外保全も合わせた統合的植物保全を進めることが，急

速に失われている生物多様性への対処として効果的であろう。植物園は生息域内保全

活動と連携した生息域外保全活動の主体または生息域内域外の統合的植物保全を行う

主体となることが期待されている（第 1 章）ことから，科学的な知見に基づいた効果

的な保全に寄与する適切な植物園の配置の検討を進め，必要に応じた新たな植物園の

補充が必要と考えられる（図 5－2）。しかしながら，日本の将来推計人口は減少が示

されている地域が多くある（注 5－5）ことから，地方ごとにある国立公園の自然環境

の保全対策等のなかに位置づけるなど，第 5 章の 5－2－1 で述べたように，多様な支

援やネットワークのなかで長期的な運営を実現する体制を組むことが期待される。 

さらに，植物資料管理については，植物や資料の収集や管理の方針であるコレクシ

ョンポリシーがある園は全体で 22.2％と少なく，植物や資料のデータベースシステム

管理，標本や資料を長期保存する標本庫や収蔵庫などの資料の管理機能も全体で 30％

未満と少ない状況があった（第 4 章）。このことは，第 1 章の 1－2－2 で述べたよう

に，日本は欧米の植民地になった歴史はなく，植物園地に標本館，図書館などを伴う

ような欧米の植物園の方式は導入されておらず，第 1 章の 1－3－1 で述べたように，

近代化が図られた後の明治 30 年代においても，日本の植物園には植物博物館がないこ

とが指摘されていた状況が大きくは改善されていないことによると考えられる。 

気候変動による気温上昇などが予測されている状況 8)のなかで，現在保持している

生体植物コレクションを継承していくためには，たとえばオーストラリアのメルボル

ン王立植物園で進められているような，将来の気候変動に対応するための生体植物コ

レクションの移植や管理に向けた計画的な対策 9)なども重要となろう。 

また，近年は遺伝子情報に基づく植物の詳細な識別・分類の技術も進歩しており 10)，

近縁の外来種の混入による遺伝子汚染や種内の遺伝構造の攪乱等を生じる危険性も指

摘されている 11)ことから，それぞれの植物園の生体植物コレクションの記録の整理を

進め，科学的な知見に基づいた方針を立てて，それらを継承していくことが必要であ

ろう。そのためには，個々の園における記録の蓄積を行い，それらを長期保存できる
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資料管理機能を向上していくことが必要であるとともに，研究機関との連携による植

物資料管理の強化を進めることが重要となると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 植物園の教育等活動と配置の充実の概念図 
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5-2-3 植物園の社会的役割と連携の拡充 

 

日本の植物園では，数や地理的分布の変遷とその要因および現在の状況について設

置者種別による違いが大きいことが明らかとなった（第 2，3 および 4章）。今後の発

展のためには，違いを活かしてそれぞれの設置者種別のなかで蓄積されてきたノウハ

ウや事例を共有し，連携により互いに補完することが重要と考えられる（図 5－3）。

たとえば，生物多様性保全など科学的専門性が必要な取組については学校園との連携

が有効であると考えられる。また，地域連携や社会的包摂の取組については公立園の

ノウハウの共有，さらに，環境課題への取組やインバウンドを視野に入れた観光対応

については私立園の先行事例を共有することが有効と考えられる。 

また，国内外のネットワークについて，全体では日本植物園協会以外の国内組織

（12.1％）や BGCIへの入会率（2.4％）が低く，外部組織との連携が少ないことや，

SDGs の取組には目標 15（陸の豊かさも守ろう）に偏りがあることが示された（第 4

章）。しかしながら，植物は多様な生態系サービスをもたらし，文化的，精神的な発展

に影響がある（第 1章）ことから，これまでの取組に加えて多様な内容に挑戦するこ

とで，植物園の社会的役割を拡大し，幅広い分野から植物園の存在価値への理解や支

援を得ていくことことに繋げることが重要と考えられる（図 5－3）。従来の植物園の

役割に新しい役割を加えていくことには従来の組織内部の理解も含め困難が伴うこと

が指摘されている 12)ことから，容易ではないことも推察されるが，国内外のネットワ

ークを拡大して，関連する先行事例などの情報を取り入れ，日本の植物園において実

践し，実践事例や手法を互いに情報共有してできることから一歩ずつ進めていくこと

が有効と考えられる。 

さらに，現在 50％以上の植物園数の割合を占め，全国の地理的分布が 76.6％の公立

園（第 2，3章）において，園芸活動の支援や普及啓発が 89.9％で取り組まれていた

（第 4章）ことから，園芸活動の支援や普及啓発は現在の日本の植物園における代表

的な役割の１つと考えられる。今後は，地理的分布が広い（第 3章）ことを活かし

て，各地の植物に関する伝統文化や地域知・伝統知についての資料の収集・保存や伝
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承の取組を充実させることで，豊かな植生のもとで発展してきた日本の生物文化多様

性の継承にむけた貢献を充実させていくことが期待される。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 5－3 植物園の設置者種別の連携と社会的役割の拡充の概念図 
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5−3 本研究の総括と今後の課題 

 

多くの植物種の絶滅が危惧され，地球の持続可能性の実現が必要とされるなか，植

物園の活動の充実や社会的役割の拡大が期待される状況があり，日本の植物園の発展

の方策を検討する必要性が高まっていることを背景に，本論文では，明治期以降の日

本の植物園の変遷とその要因および現在の状況と社会的役割を明らかにし，学校園，

公立園，私立園に分けて設置者種別による比較を行うことで詳細な違いを解析し，日

本の植物園の特徴と課題および展望を考察することを目的として研究を行った。 

日本の植物園に関するこれまでの先行研究は，植物園の変遷に着目したものはなく，

植物園の一部のみを対象にしたものや，設置者種別による分析が不十分な状況があっ

た。また，これまで全国調査が行われたのは，2000 年代前後であったため，日本の植

物園が現在どのような状況にあるのかは不明な課題があった。 

そこで，本研究では，日本の植物園の明治以降の数や地理的分布の変遷とその要因

を捉え，日本においてどのように植物園が発展してきたのかを示し，植物園に関する

造園学の近現代史の一部を明らかにした。また，日本の植物園の運営状況や環境課題

や社会課題を含む広範な社会的役割についての現状を捉え，これまでの歴史的経緯を

ふまえ，世界の植物園の潮流や先行研究などと比較することで，現在において日本の

植物園が果たしている役割と課題を明らかにした。さらに，設置者種別による比較分

析を行ったことで，その違いが大きいことを示し，設置者種別にどのような違いがあ

るのかについて，具体的に解析に基づいて明らかにした。 

また，本研究によって得られた知見に基づき，日本の植物園の特徴と課題および今

後の展望について総合考察を行い，1）保全活動にむけた運営や支援体制の改善，2）

植物園の教育等活動と配置の充実，3）植物園の社会的役割と連携の拡充の 3つの視点

から日本の植物園の発展にむけた提案を行った。 

 

本研究においては，明治期以降の日本における植物園について文献調査と質問紙調

査を行ったが，今後は関係者に対するインタビュー調査や来園者に対する行動観察な
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ど，質的研究や来園者研究を行うことで，より詳細な日本の植物園の課題の把握およ

び来園体験による効果などを明らかにすることが望まれる。また，植物園の現状につ

いて，本研究では先行研究からの変化が示されたことから，今後も継続的な調査を行

い，日本の植物園の時代に応じた運営の見直しに役立てていくことが必要と考えられ

る。さらに，本研究では日本の植物園が大都市圏に多いことが示されたことから，植

物園の都市における存在価値などを明らかにしていくことも今後の課題となると考え

られる。 
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第 5章 補注と引用文献 

 

［補註］ 

（注 5－1）公益社団法人日本植物園協会と環境省は，絶滅危惧種の保全や外来種対

策，普及啓発等に係る取組に関して一層の連携を図り，我が国の生物多

様性の保全と主流化のより一層の推進に資することを目的として，「生

物多様性保全の推進に関する基本協定書」を 2015（平成 27）年 6月

25日に締結。 

（公社）日本植物園協会との協定の締結について：環境省HP：2025 年

10月 1日確認 https//www.env.go.jp/nature/kisho/ikigai/post_86.html 

（注 5－2）新聞記事には，国内有数の植物標本庫を持つ東北大学の植物園がクラウ

ドファンディングで支援を求めたところ，当初目標とした 400 万円の 3

倍以上となる 1,400 万円超の寄付が集まったとある。朝日新聞

（2023.11.3 朝刊）『植物標本 70 万点 救いの寄付続々 東北大植物園 

維持資金が枯渇』 

（注 5－3）新聞記事には，国立科学博物館（組織内に筑波実験植物園がある）が

「地球の宝を守れ かはく史上最大の挑戦」と銘打って行ったクラウド

ファンディングで支援を求めたところ，約 57,000 人から支援があり，

国内のクラウドファンディングで集めた金額としては過去最高の約 9 億

2,000 万円の寄付金が集まったとある。朝日新聞（2023.11.7 朝刊）『科

博ＣＦ 寄付 9.2億円 国内過去最高 標本・資料の保管費用 5 万 7千

人支援』 

（注 5－4）第 2 章でふれていた京都府の公募型プロポーザルによる公立植物園の再

整備については地域住民の保護運動が起こり，植物園の将来についての

有識者懇話会や住民による学習活動が行われている。 

植物園整備検討に係る有識者懇話会：  

https://www.pref.kyoto.jp/shingikai/bunshikan-01/index.html 

（2026.01.20参照） 
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なからぎの森の会編著（2025）：こうして京都府立植物園は守られ 

た：かもがわ出版，207pp 

（注 5－5）国立社会保障・人口問題研究所による「日本の地域別将来推計人口（令

和５年推計）」によると，日本の将来推計人口は減少が示されている地

域が多くある。 

https://www.ipss.go.jp/pp-shicyoson/j/shicyoson23/t-page.asp 

（2026.01.20参照）。 
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様から貴重な助言や励ましをいただき，自然系の社会教育の視野から植物園について

の考えを深めることができました。 

農学研究科環境デザイン学研究室と地球環境学堂景観生態保全論研究室の先輩や学

生の皆様には，研究に対して貴重なアドバイスやご意見をいただき，折々に励まして

いただきました。 

研究に関するこれまでの経験や大学院生活においてご縁がありましたすべての皆様

に，この場を借りまして篤くお礼申し上げます。 

 

最後に，長期にわたる研究生活を理解し寄り添い支えてくださいました竹村郁さん，

春田奈美さん，芳本あやさんほか友人や両親そして家族に，心からの感謝の意を表し

ます。誠にありがとうございました。 
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